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論　壇

私の 学際的管理会計研究

西澤 　脩
＊

〈 講演要 旨 〉

　 1956 年 に 早稲田 大学 の 商学部 に 助手 と して 奉職 して 以 来 ，
40 有余 年を経 ましたが，こ の

間一貫 して 管 理会 計を研究 して まい りました．私 の 学風 を一
口 で 申せ ば，学際的管理 会計

（lnter−disciplinary　Management 　Accounting ） の 研究で あ りま して ，管理会計 を中核 と し

て ，隣接諸学 と の 学際的 な研 究 を進め て まい り ま した ．そ の 結果 ，マ
ー

ケ テ ィ ン グ会計，研

究 開発会計，物流 会計，広告会計等 を開拓す る こ とが で き ，
こ れ らは現在で は，それぞ れ新

し い 独立 した学問 として定着する まで に至 りま した．こ の よ うな学際的管理会計研究の 系譜

とそ の 成果 に つ い て 次 の 4 点 か ら講演 を行 い ます．

　 1　 マ
ー

ケ テ ィ ン グ と管理会計 の 学際 的研究

　2　研 究 開発 と管理 会計 の 学際的研究

　3　物流 と管理 会剖の 学際的研究

　4　広告等 と管理会計の 学際的研究

　　　 なお ，こ の 論壇 は ，口本管理 会計学会の 1997 年度全国大会に お い て
，

1997 年 9 月 5

　　 日 （金） 15：00 よ り16：15 まで
， 城西 大学の 4号館 4−104教室 で行わ れ ま した特別講演

　　 を記録 した も の で す．

〈 キ ーワ ー ド〉

管理 会計，学際的管理会計 ，マ
ーケ テ i ン グ会計，研究 開発 会計，物流 会計，本社会計 ，金

利会計 ，情報 処理 会計 ，人件費会計

1998年 1 月 受付
．
早稲 田 大学商学部教 授

・
日 本管理 会計学会副 会長
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1． は じめ に

　 た だ い ま， ご 紹介頂 きました早 稲 田大学 の 西 澤で ご ざい ます ．本 日 は 、「私の 学 際的管

理会計研究」 と題 す る 特別講演 を行 う機会が 与 え られ
， 誠 に 光栄 に存 じ ます．特 に 司 会の

坂 口博先生 か らは
， 過分 の ご紹介を賜 り

， 何 とお礼 を申 して よ い か わ か りませ ん．

　 まず ，
こ れ まで の 会計学研究 を振 り返 っ て み た い と思 い ます ．生 まれ て 初 め て 会計学 と

出会い ま した の は
， 戦後間 もな い 1949 年に 早稲田大学商学部に入 学 し，友人 に薦め られ

て 早稲 田大学 会計学会 とい うサー ク ル に入 会 した 時の こ とで あ ります． それ か ら数 え る と

48 年の 歳月が 経 っ て しまい ました．過 日 ， 早 稲田の OB 会で
， 「会計学 とと もに半世紀」

と題す る講演 を求 め られ ま した時 は ，
一

瞬 ドキ ン と して しまい ま したが ，
よ く考えて み ま

す と
， そ うオ

ーバ ー
で は ない よ うな気 が い た します ．早稲 田 で 本格 的 に 会計 学の 研 究 を

始め ま したの は ， 日本の 国連加 盟 が 認 め られ ま した 1956 年 の こ とで あ ります．そ の 年 に

早稲 田大学 商学 部の 助 手 に な りま した．大学 院で は まだ博士 後期 課程 の 学生 で した が ， 大

学の 門 を出 る と公認会計士 に な っ て い ま した の で
， 助手 と学生 と公認会計士 の 三足 の 草鞋

を同時 に履 くこ とに な りま した．そ れ か ら数 えま して も ， 41年 の研 究生 活が 続 きま した．

　そ の 間の 功績 に 対 し，本年春 ， 図 らず も
“
紫綬褒章

”
を賜 る幸運 に恵まれ ました．4 月

29 日 「み ど りの 日」 に正式発令 が あ り， 5月 16 日 に は 受章式 の 後 ， 宮 中に参内 し 「春秋

の 間」 で 陛下か らお言葉 を賜 り， 身の 引 き締 まる 思い で した．紫綬褒章 と申 しま して も，

私 自身全 く予備 知識 さえなか っ た た め ， そ の 意義 も十分 に分 か らず，勲章 と褒 章の 区別 さ

え知 ら ない 状 態で した ．実 は ，勲 章 は ，生 涯の 功績 に 対 し晩年 に 与 え られ る の に 対 し，褒

章 は
， 特定 の 功 績 に 対 し年齢 に 関係 な く授 け られ る もの だ そ うで す ，褒 章条例 に よ ります

と，「事績著 明 ナ ル 者」 が対 象 と され
， 事績 つ ま り功績 の 内容に よ り色別 され て い ます．

そ の うち紫綬は ， 「学術上 ノ 創作 ・発明」が 対象 とされ て い ます．特に 「学術上 ノ 創作」

の 部 は
， 俗 に ミニ 文化勲章 と も呼 ば れ て い る そ うで ，今春 は

，

一
橋大学 の 学長 を初め 13

名が 受章 い た しま した ．私の 場 合は
， 「会計学研 究功 績」 とい うこ とが受 章の 理 由 と され

ま した ．

　研 究功 績の 内容 と い た しま して は
， 著訳 書 （100 册 ）， 受賞 （7 回）， 表彰 （5 回）， 学会

現役員 （10 学会）等が 考え られ ますが ，

一
口 で 申せ ば， 「学際的管理会計に よ っ て 新 しい

会計 領域 を次 々 に 開拓 した こ と」 が 認め られ た の で はない だ ろ うか と思 っ て い ます．具体

的 に は ， 図 1 に示 した よ うに ， A マ
ーケ テ ィ ン グ会計 に次い で ，　 B 研究開発会計，　 C 物流

会計 ，D 広告会計 ，
　 E その 他 （本社会計 ， 金利 会計 ， 人件費 会計 ， 情報処理会計 ）が あ り，

こ れ ら を包括 した もの と して F 管理 会計総 論が あ ります ． しか し ，
こ れ らの 研 究成果は ，

予 め 計画的
・
意 図的 に創 案 した もの と言 うよ りは

， 結果 的 ・回顧 的に 見れ ば その よ うな成

果 が 生 み出 され て い た と申す ほ うが 適切 で す ．事実 ，学 際的思 考の ル ー
ッ を な します シス
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私 の 学際 的管理 会計研 究

図 1．学 際的 管理 会 計研究の 系譜 と成果

テ ム ・ア プ ロ
ーチ が提 唱 され る よ うに な りま した の は

，
1960 年代末 の ア ポ ロ 宇宙開発 以

後の こ とで あ り， また学 際的 （inter−disciplinary）とい う用 語が 使用 され 出 した の は 1970

年代 に入 っ て か らで あ ります．私が研 究に着手 しま した 1956 年当時 に は
， その よ うな発

想 もな けれ ば用語 も存 しませ んで した． それ に もか か わ らず ，
か か る ア プ ロ ー チが 生 み 出

され ま した の は
， 助手兼公認会計士 と して 理論 と実務の 両面に 関わ っ た こ と

， 留学帰 りも

あ りセ ミナ ー に駆 り出 され た こ と
， 出版 や コ ンサ ル テ ィ ン グか ら新課題 が次々 に求め られ

た こ と
， 換 言すれ ば

， 関係方面の 強い 要請に 応 じて きた結 果で は な い か と思 っ て い ます．

2． マ ーケ テ ィ ン グ会計研究の 系譜 と成果

　 さて ，本論 に 入 りま しょ う．学際 的管理 会計研 究 と し ま して は
， 各種の 領域 を開拓 して

ま い り ま した が ， 最 初 に と りあ げ ま し た の は
，

マ
ー ケ テ ィ ン グ 会 計 （Marketing

Accounting）で した ． こ れ は
，

マ
ー

ケテ ィ ン グ と会計 の 学 際的研 究領域 で す． マ
ーケ テ

ィ ン グ が 初め て 導入 され ま した の は ， 1955 年の こ とで あ ります ． こ の 年 に石 川 泰 三経団

連 会長 を団長 とす る訪 米使節 団 が米国 に渡 り， そ の 土 産 と して 持ち帰 っ たの が マ
ーケ テ ィ

ン グ とい う新 しい 学問で した、早稲田 で は
， 宇野 政雄 ・原 田俊夫両先生 が 先頭 とな り普及

され ま したの で
，

マ
ー

ケ テ ィ ン グ は早稲 田が 日本 の 発祥 地 と さえ考 え られ て い ます ．その

影響 を受け ，
マ

ーケ テ ィ ン グ時代 に ふ さわ しい 会計学 と して マ
ーケ テ ィ ン グ会計 の 開拓 に

挑ん だの で した ．先ず ，
Marketing 　Costs を営業費 と訳 出 し，図 2 に示 しま した よ うに営

業費 会計 の 構 築 に全力 を あげた の で す．
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　その 端緒 とな りま したの は
， 助 手時代 に 1956 年か ら 1958 年に わ た り， 企業経営協会原

価計 算研 究会 の Cost　Accounting　Revieω ： CAR とい う小冊子 （タ イプ印刷） に 合計 27 の

論 文を翻訳 し連 載 した こ とで した ．初め は
， ア ル バ イ トか た が た英語の 勉 強 を兼ね て始め

た の で した が ， 今か ら省み え ます と
，

こ れが 私の 研究方向 を決 め る決定的な 出来事 とな っ

た の で す． その 後 ， 同協会の 『経営実務 』 とい う機関誌 の
一

号全貢 を提供す る とい うこ と

で
， 翻訳論 文を体系化 した の が

， 「営業費会計論」 と題 す る特集号 （1957 年 5 月号 ）で し

た ． こ れ は
，

そ れ まで 訳 出 した NAA 　Reseαrch 　Seriesの 中か ら営業費会計 に 関する もの を

抽出 し体系化 した もの で す．後 日， 日本 生産性 本部 （現在は ， 杜会経済生 産性本部）で は
，

番場嘉
一

郎 先生 が NAA 翻訳 シ リ
ーズ の 出版 を開始 しま した ．当時 は ， まだ 助 手の 身分 で

した が
， 私 の 翻訳 をそ の シ リ

ーズ に取 り入 れて 出版 して 下 さ りま した．本書 が 拙訳書 『営

業費会計』（1958 年 4 月）で
，

こ れ が私 の 処女作 と な りま した．

　　　　　　　　　 A マ ーケ テ ィ ン グ 会計　 Marketing 　Accounting

　 営業費会計 の 著書

1982年 拙著 『営業費の 会計 と管 理 』 白桃書房

図 2． マ
ー

ケ テ ィ ン グ会計研究の 系譜 と成果
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　他 方 ， 1956 年 に 早稲 田大 学 と ミ シ ガ ン 大学 との 聞で 教 授の 交換協定が 結ば れ ま した ．

後 日助 手 もそ の 特例 と して交換協定 に参加が 認め られ
， 前訳書 を出版 した 直後 の 1958 年

6 月 に ミ シ ガ ン大学 に留 学す るチ ャ ン ス に恵 まれ ま した ． ミ シ ガ ン 大学 に は
，

ペ イ トン 教

授 の ほ か営業 費の 専 門家 もお り， 営 業費会計の 研 究 に没頭す る こ とが 出 来 ま した ．そ の 頃

は ，渡航 ・外貨 ・貿易の 自由化が 認 め られ ない
，

い わ ば鎖 国の 時代 で したか ら ， わ ずか 1

年の 留学 とは い え実に 貴重 な機会とな りま した ．帰国後 に 出版 した 著書 第 1号 が 『営業 費

管理 会計 』 （818 頁） で ， 1963 年 に 日本事務 能率協 会 の 「日本経営文 献賞」を受賞す る と

と もに， 日本経済新聞社 の 「日経 ・経済図書文化 賞」 の 次点 に 選 ば れ ま した ．学究 と して
，

こ れ ほ どの 幸 運 な門出は あ りませ ん で した 。

　 しか し
， 幸運だ けで は あ りませ ん ．人知 れ ぬ 苦悩 もあ りま した．私が NAA の 翻訳 を始

め た 頃 は，訳 そ うに も洋書 も雑誌 も無 い ，買お うに も外 貨が 無 い ． また米国の こ とを聞 く

相 手 もい な い
一

そ ん な状態 で し た ． や っ と見 つ け た 論 文集の 中か ら
，
NAA 　Rese α rch

Seriesを探 し出 し， そ れ を
一

つ の 学問 体系に まで作 りあ げる に は，金鉱 の 発見 に も似 た苦

難 の 道が あ りま した ．用語 1 つ と っ て も大変 で
，

marketing を営 業活動 と訳 し，　 market −

ing　costs を営業費 と訳出 す る まで に は， 長 い 時 問が か か りま した ．会社 で は ，販売 費及

び一一
般管理 費の こ とを営業費 と俗称 して い ま した の で ，言葉 は 同 じで も， 専 門用語 の 営業

費 は
，

marketing 　costs の 訳語 で あ っ て
， 「マ ーケ テ ィ ン グ活動に 要する コ ス ト」 を意味す

る こ とを理 解 して もら うの に 大分苦労 しま した ．

　 こ の よ うな営 業費 会計 の 研 究 は ， 1982 年 に は 拙 著 『営業費の 会計 と管理 』 と して ，
一

応 の 学問的体系 を確立 す る ま で に 至 りま した．営業費会計 は ， や が て マ ーケ テ ィ ン グ会計

に発 展 し ましたが ， そ の 後 は ， 分 化 の
一

途 を辿 り，幾 多の 衛 星 分野 に 分離 ・独 立 して ゆ き

ま した 。　 　 　 　 　 J

3．研 究開発会計研究 の 系譜 と成果

　 こ の よ うに マ ー ケ テ ィ ン グ会計の 研究 は，総論か ら各論 に 重点が 移行 して ゆ きま したが ，

最初に 分離 ・独立 した の が ，図 3 の 研 究 開発会計 （Research　and 　Developmellt　Accoun 一

七ing）で した 。 こ れ は，研究 開発 （R ＆A ）と会計 との 学際 的研究領域 で す． 1960 年 に 「科

学技 術研 究調査規 則」 が制定 され
，

これ に基づ い て 科学技術行政 や研 究開発 費の 実態調査

が 行 わ れ て ま い りま した． 1960 年 当時 は
， 会社 ・大学 ・

研 究所 の 全 研 究 開発費 は ，僅 か

2，109 億円 に す ぎ ませ ん で した ．本 年 は ，松 下 電器 1杜 だけ で も 4
，
000 億 円 で す か ら，私

が 研 究開発会計 を 乎が け ま した の は
， 研 究開発 時代 が 開幕す る以前の こ とで した ．当時 は，

研 究所 とい っ て も名ば か りで ， 研究所ブ
ー

ム が 起 こ り各社が こ ぞ っ て 中央研 究所 を設立 し
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B 研究開発会計 R ＆ DAccounting

研究 開発会計の
一里 塚

1992年 拙著 『研究開発費の 会計と管理く新五訂版〉』白桃書房

　　　　　　　　　　　　図 3．研 究開発会計研 究の 系譜 と成果

出 した の は
，
1960 年代末に な っ て か らで あ ります．

　そ ん な時代 に 研 究 開発会計 を手が け ま した の は
， 神 の お告 げが あ っ た わ け で も ， 30 年

後 を先取 りした わ けで もあ りませ ん．止 むに止 まれぬ 事情が あ っ た の で す．裏話 を申しま

す と，そ の 前年 『営業費管理 会計』 が 受賞 し，出版元の 白桃書房 か らお 祝の 席でぜ ひ次 作

の 出版を と依頼 され た こ とが 発端 で した ． まだ 駆け 出 しの 身で そ う持 ち駒 が あ る筈が あ り

ませ ん ．実は ，拙訳書 『営業費会計』 の 中で
，

まだ前著 に使用 して な か っ た の は ， 第 4 部

「調査研 究費 の 会計」 だ けだ っ た の で す ．そ こ で
，

こ れ を種本に する よ り仕方が な か っ た

の で す．当訳書 で は
，
Research 　and 　Development を調査研 究 と訳 して お り， 今 か ら考 え

ます と冷や 汗 もの で す が ，当時は ， まだ研 究 開発 の 語 が 定着 して い な か っ たの で す ．や っ

と完成 した構想 を基 に セ ミ ナ
ーを 開 きま した ら ， 受講 者が た っ た の 2 名 とい うこ とで

，
ま

た また 冷や 汗 をか い て しまい ました ．

　 しか し，苦 心惨憺 ，
1963 年 に完成 した 第 2作 『研究開発 費会計 』 で

， 今度 は 日本経済
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新聞社 の 「日経
・
経 済 図書文 化賞」 を受賞 しま した。今 か ら 33年前の 1964 年の こ とで あ

り， まだ 弱冠 34 歳 で 助教 授 に過 ぎませ ん で した ．68 年 に は ， 「研 究 開発 費管理 の 研 究』

で 新制 第 1 号 の 商学博士 を早稲 田大学か ら頂 き
，
1980 年 に は 拙著 『研 究開発費の 会計 と

管理 』で ， 日本経営協会の 「経営科学文献賞」 を受 賞す る こ とが で きま した．

　研 究 開発費が 会計 の 分 野で と りあ げ られ る よ うに な りま した の は ， 1974 年 に FASB が

FAS 第 2 ：
」Accounting 　fbr　Rese αrch α nd 　Develoρment を世 に 問 い

， 1978 年に IASC が

IAS 第 9 号Accounting　for　Rese α rch α π d　1）evelopment 　Activitiesを発表 して 以来の こ と

で す．わ が 国で は，本 年や っ と大蔵省企 業会計審議 会 に研 究開 発費 に 関 す る特 別委 員会が

設置 され たばか りで す ． 1963 年の 『研 究開発費会計 く 初版 〉 』以来 ， 現 在の 『研究 開発 費

の 会計 と管理 く 新五 訂版 〉 』 ま で
， 何 と 34 年間 も

， 同
一
書が ロ ン グ セ ラ

ー
を続け られ ま

した の は
， 偏 に独 創性 と時代 の 要請 に よ る もの と信 じて お ります ．

4． 物流会計研究 の 系譜 と成果

　総論か ら各論 へ の 第 2 の 分 化は
， 図 4 の よ うに ，物流 会計 （Logistics　Accounting ＞で

した ． こ れ は
， 物流 （ロ ジス テ ィ ク ス ） と会計 との 学際 的研究 領域 です ，物流 は 当時物 的

流通 （Physical　Distribution）と呼ばれ て お りま したが ， 1965 年 に 「中期経済計 画」 が 閣

議 決定 され
， 物 流時代 が 開幕 しま した。 「中期 経済計画」は ，経済審議会が 答申 した もの

で
， 初 め て 物流 を重要 な経 済問題 と して と りあ げ ま した ．当時流 通 コ ス トを研 究 して い ま

した 関 係か ら ， そ の 臨時委員 と して 末席 を汚 した の が ， 物流 との 最初 の 出会 い と な りま し

た ． 1970 年 に は ，産業 界に物 流 ブ ーム が 台頭 しま したが ， そ の 一
役 を 担 い ま した の が

，

拙 著 『流通費 一知 られ ざる
“

第三 の 利 潤源
”
』 で した ． こ れ は， カ ッ パ ・ビ ジ ネ ス と して 発

売 され た もの で ， 派手な広告 と もあい ま っ て ベ ス トセ ラ
ー とな りま した ． その 結 果 ， 第三

利潤説，物 流氷 山説，乗数効果理 論等の キ ャ ッ チ フ レーズ が もて は や され
， 物流 の 語や そ

の 重 要性が 急速 に普及 した の です ．物流 会計の 中心 をな す物流 コ ス トの ア イデ ア は
， 拙 訳

書 「営業費会計』 の 第 3 章 「注文 充足費 の 管理」 か ら入手 した もの で す ．注文 充足費 は
，

や が て 注文履行費と呼ばれ
， その 中心 と して 物流費が ク ロ

ーズ ア ッ プ して きた の で す．

　物 流費会計 の 発展 に は
， 産業 界か らの 強 い 要請が あ りま した． 1963 年に は

，
日本 包装

技 術協 会が 日本生産性本部 よ り独立 しま した ． さ らに 1970 年に は 日本物 的流通協 会 と 日

本物流 管理協議会が 相次 い で 新設 され
，

1992 年 に は
， 両協会が新設 合併 し社 団法 人 日本

ロ ジス テ ィ ク ス シ ス テ ム 協会が誕 生 し ま した ． こ れ らの 協 会で は
， 物流 コ ス トが 重要な研

究 課題 と され ， また セ ミ ナ
ー

の 人 気テ
ー

マ とな りま した た め ，その 調査 ・研究 が 強 く求め

られ ま した．

9

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assooiation 　of 　Management 　Aooounting

C

　 　 　 　 　 　 管理 会計学 第 6 巻第 且号

物流会計　　　　Logistics　Accounting

　 日本 生 産性本部

1975年

1977 年

「N“
　Ath

＊ ftt　 rtm，
　：r　x　｝　ee　di　一？　1’ユ ア ル 」

　運　輸　省　 「物流 コ ス ト算定統
一

基準」

　　　　　　　　　　　　物流会計の 三 部作

　　　1984 年　　　　　拙訳 書 「輸送費 の 会計 と 管理 」　　 税 務 研 究 会

［igs7匸｝匯画璽 亙韲L 鬯 」
　　　1988 年　　　　　拙　著 『物流費の 会計 と管理』　　 臼桃書房

一
［ ・972 年 　 S WttaffltlkmeJh

　
El

　
E日本物溝 理協議会

一
　　　　　　　　　　　 「物流功労賞」　 U 本 ロ ジ ス テ ィ ク ス シ ス テ ム 協会　　　 1996 年

　　　　　　　図 4． 物流会計研 究 の 系譜 と成果
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　産業界 だ けで は な く， 官界 も同 じで
， 産業政 策と して 物流 コ ス ト指数 を必 要 と した た め

私 が 委 員長 と な り， 基準作 りに奔走 い た し ま した． 1975 年 に は ， 中小 企 業庁 で 「物流 コ

ス ト算出 マ ニ ュ ア ル 」 を制 定 した の を皮切 りに ， 1977 年に は 運輸省で は 「物流 コ ス ト算

定統
．
基 準」 を開発 し ， また 1992 年 に は 通産省で 「物 流 コ ス ト算定活用 マ ニ ュ ア ル 」 を

発 表 し ま した． こ れ らは
，

い わ ば西 澤式物流 原 価計 算 を制 度 化 した もの で ，各省庁 の 後援

で 積極的な普及が 図 られ ま した ． さ らに 通産省の 委託 に よ り，
1965 年 以来 ， 10年 置きに

物 流 コ ス トの 定点観測 を行 い
，

重 要 な物 流指標 と して 定着す る まで に い た りま した ．

こ の よ うな 成果 が 認め られ
，

1972 年 と 1996 年の 2度 に わ た り 「物 流 功 労賞」 を受賞

した こ と もあ ります．

　米国 で は
， 物流 コ ス トの 本 格 的 な調 査 が 実 施 され る よ う に な りま した の は

，
1980

年 代 の 後 半 に 入 っ て か ら で し て
， 米 国 会計 人協 会 （NAA ＞ と米 国 物 流 管 理 協議 会

（NCPDM ）の 共 同調 査 結果 が ，83 年 に fT｝’α nsportation 　Accounting　＆　Control （拙 訳

書 『輸送費の 会計 と管理 』，
1984 ）と して

， また 85年 に Warehouse　Accounting　And

Control （拙 訳書 『保管費の 会計 と管理 』，
1987 ） と して 出版 された に す ぎませ ん ． 両

書 を と りい れ 集 大 成 し ま したの が ， 1988 年 の 拙著 「物流 費 の 会計 と管理 』で あ りま

す．

5． その 他の 学際的管理 会計研 究の 系譜 と成果

　 マ
ー ケ テ ィ ン グ 会計 か らの 第 3 の 分 化 は， 図 5 の よ うに ， 広告会計 （Advertising

Accounting）で した ． こ れ は
， 広告宣伝 と会計学 との 学際 的研 究 領域 で す ．広告費 に

つ きま して は ，電通が 毎年 「日本 の 広 告費」 と題す る統計を発 表 して い ます ． 1947

D 広 告会言1 Advertising　 Accounting

邏 獵鑞驪 　　 研究開発会計の 前史

「
一『一亠

　　　1958年
拙訳 書 ∫営業費会計」　　　　　　 日本生産性 本部

　第3部第 2章2 「広告お よび販売促進費の 管理 」

一 一 一一 一 「癌 漸嘉費畭 訛 管馴 　1
’
1廳房

　 1985 年
　 　 　 　 　 　 　 「日 本広告学会賞」　　　　　　 囗本 広 告学 会

図 5．広告会計研 究の 系譜 と成果
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E その 他 の 学際的研究

1989 年 一 の 会 計 と鯉 』 白桃書房

1994 年 拙　著 『情報処理費 の 会計 と管理 』 白桃書房

　　　　　　　　　　図 6 ． その 他の 学際的研 究の 系譜 と成果

年 の 第 1 回発 表で は
， 日本 の 全広告費 は僅 か 17億 円 に過 ぎませ ん で した が

， 昨年 は

トヨ ダ 1社で 709 億円 も支出 して い ます。 テ レ ビ を中心 とす る 広告時代が 始 ま りま し

た の は
，
1964年 の 東京 オ リ ン ピ ッ ク 以 降 とい えます．

　わ が 国 の 広 告論 は ， ミ シ ガ ン大学 に ご一
緒 に留学 しました 小林太 三郎 先生 が ， 帰国

後 開発 され た もの で あ ります ． 先生 と同 じワ セ ダ ハ ウ ス に 宿泊 して い た こ と もあ り ，

広告費 の 研 究 をす る よ うに度 々 要請 され ま した ． こ の た め
，

1958 年 の 拙訳書 『営業

費会計』 に収 め ら れ た 第 3部 第 2章 2 「広告 お よび 販 売促進費の 管理」 を基 に ，広告

費会計 を最 初 に構築 しま した の が ， 1968 年 の 拙著 『広告 費の 効 率管理 』で す ，次 は

1985年 の 拙著 『広告費の 会計 と管理 』で
， 本書 に は 1985 年 に 日本広告学会賞が授 与

され ま した ．

　そ の ほ か
，

これ ま で に 開発 し ま した新領域 と しま して は
， 図 6 の よ うに

， 本社費 ・

金利 会計 （拙著 『本社費 ・金利 の 会 計 と管理 』）， 人件費会 計 （拙編著 『人件費の 会計

と管理 』）， 情報処理 会計 （拙著 『情 報費の 会計 と管理 』）等が あ りますが ， 時間 の 関

係 か ら説明は割愛 い た します ．

6． 終 わ りに

　学問 は総合 と分化 の 反復 で あ り，分化 され た専 門領域 は ，や が て 総 合 され て 新 しい 学 問

体系を作 り出 して ま い ります．私 の 著作は
， 積み 上 げ方式に よ り， 論文は や が て 単 著 と な

り， こ れ らが全 集 とな り， 最後 に 新管理会計論 と して 総括 され て ゆ くの で す ．

　こ の よ うな管理 会計総論 と し ま して は
， 図 7 の よ うに ， 1966 年の 拙著 『近代管理 会計』

に 続 い て ， 1980 年 に拙 著 『管理 会計論』が世 に問わ れ
，
1997 年 に は拙著 『経営管理 会計』

と して
一
応の 完成 をみ たわ けで あ ります．後書に つ きまして は

， 昨年 ，
日本 会計研究学会

の 「太 田 ・黒澤賞」 が 授与 さ れ る と と もに ，再 び， 「日経 ・経 済 図書 文化賞 」 の 次 点 に と
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りあげ られ ま した こ とは ，永年の 研 究が 認 め られ た もの と感謝 い た して お ります ．

F 管理 会計 総論

　　　　　　　　　　　図 7．管理 会計総論研 究の 系譜 と成果

りあげ られ ま した こ とは
， 永年 の 研究 が認め られた もの と感謝 い た してお ります．

　 こ れ らの 研究成 果 を省み ます と， 幾つ か の 教訓 を見出 す こ とが で きます． その 第 1は
，

専 門用語 は ， い わ ば 外国語 と も言 え ますが ，言 葉の 壁 を破 れ ば
， 会計 の 隣接 諸学 （マ

ー
ケ

テ ィ ン グや研 究開発 や物流 等） も比 較的簡単 に 融合で きる とい うこ とで す．第 2 は
， 既成

の 学問領域 は ほ ぼ 完成 に近づ きつ つ あ ります が ，会計学 との 学 際的領域 は殆 ど未開拓 で あ

る こ とで す ．第 3 は
， 会計 は汎用 の 用具 な た め

， 色 々 な隣接諸学 に も等 し く適用 で きる こ

とで す．以 上 は
， 言葉 は拙 い か も知れ ませ ん が

， 私 の 体験 に よ る もの で す か ら
， 実感 は あ

る もの と信 じて い ます ．

　 会計 学の 世界 に お きま して も ， 輸 入の 時代 か ら輸 出 の 時代 に代 り， 模倣 の 学問 よ り創造

の 学 問が 尊重 され る よ うに な りま した ．創造 とは
， 褒章用語 で 言 えば 「学術 ノ創作 」の こ

とで あ ります． 冒頭 に も 申 しま した よ うに
， 会計学 の 領域 に お きま して も ， 褒章 に値す る

学問 を創 り出す こ とが ぜ ひ肝 要 と思い ます ．

　 こ の 度，会計学の 分野 で 初め て 紫綬褒章を賜 りま して ，f固人 と しま して こ れ ほ ど喜ば し

い こ とは あ りませ んが
，

も っ と も っ と慶 ば しい こ とは
， 会計学 の 研 究 を国 と して 初 め て 評

価 して くだ さ っ た こ とで す、栄典 とは無縁 と考え られ ま した会計学の 分野 に も門戸 が 開か

れ ま した ． 日本管理会計 学会 の 会員 の 中か ら ， 第 2 の 受章者が 出 る こ とを強 く期待 して や

み ませ ん ．誇 りと希望 を も っ て 管理会計の 研 究 に邁進 しよ うで は あ りませ ん か 。本 日の 特

別 講演が
， そ の

一
助 に なれ ば 幸 い で す．

　最後 に 重ね て
，

ご 出席 の 先生 方 にお 礼 を申 しあげ ， 私 の 講演 を終わ ります．本 日は ， 本

当 に有 り難 うご ざい ま した．

　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 以 ヒ
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Special Lecture

My  Study  on  Inter-Disciplinary

    Management  Accounting
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Abstract

 It has been passed  for more  than  40  years since  I promoted  to Instructor

al Schoel ofCommerce,  Waseda  University.in 1956. I have  consistently

studied  management  accounting  in this period. Speaking in a  world,  I can

feature my  study  approaeh  as  Inter-disciplinary Management  Accounting

because  I have  devoted  myself  to study  the inter-disciplinary areas

between  management  accounting  and  its adjacent  disciplines. I have been

successfu11y  to develop the new  inter-disciplinary fields called  as

Marketing  Accounting, Research  and  Development  Accounting, Logistics

Accounting  andAdvertisingAecounting  etc.  as  my  research  results.  I had

the  good  opportunity  to give the  lecture on  the  genealogy  and  results  of  my

study  on  Inter-disciplinary Management  Accounting on  special  lecture ses-

sion  of  the General Meeting of  JAMA  on  sept.5,1997.

                          Key  Words

Inter-disciplinary Management  Accounting, Management  Accounting,

Marketing  Accounting, Research  and  Development  Accounting, Logistics

Aecounting, Advertising Accounting, Corporate Expense Accounting,
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論 　文

半導体 ビ ジ ネ ス の 収 益構造 と採算管理 シ ス テ ム

　　　ー DRAM な どの 半導体汎用製品を中心 と して
一

三 田 　洋幸 ＊

〈 研 究要 旨 〉

　半導体産業 は
， 典型 的な装 置産業 で あ り， 営業 リス ク の 大 きな収益構造 を持 つ ． し

たが っ て ，採算管理 シ ス テ ム は，製品の 販売価格 と価格弾力性 ，生 産数量 と生 産 工程

の キ ャ パ シ テ ィ 制約 ，長期 的 に は 生 産数量 に 応 じ て 変化す る 活動 能力 費 と設備投 資 コ

ス トな ど の 拘束能力 費 と い っ た 製品戦略要素 を考慮 しつ つ ，プ ロ ダク ト・ミ ッ ク ス の

決定，生 産 ラ イ ン へ の 生 産数量の 割 り当て，新ラ イ ン の 投入 とい っ た 製品戦略の 意思

決定 を的確 に 支援 で きな くて はな ら な い ．そ れ に は
， 半導体事業 の 成功 要因 に立 脚 し

た製 品戦略要素を考慮 しつ つ ，事業全体の 収益構造の 変化 を的確に評価 で きる こ とが

必要条件 となる ．

　 半導体産業 の 経営 者 ・管理 者は ，製品 の 採算性 を判 断す る た め の 会計情 報 と して 製

品原価を用 い る こ と の 有用性 に疑問 を抱 い て い る場合 が少 な くな い ．半導体 の 製 品原

価 は ，著 し く大 きな潜在需要 と微細 化技術の もた らす ス ケ
ール メ リ ッ トとの 相乗効果

に よ っ て ダ イナ ミ ッ ク に 低減する特徴 を秘 め て い る ． したが っ て
，

どん な に緻密 な方

法 を用 い て 製品 の 実際全 部原価 を計算 した と して も， 将来の 収益 性 を判断す る うえで

有用 な情報に は な り得 な い の で あ る．製品戦略 の 観点 か ら は ， 将来 に わ た る収益構造

の ダ イナ ミ ズ ム を把握す る こ とが 重 要で あ り，そ の よ うな 目的 に 資す る会計情報 を整

備す る こ とが 望 まれ る の で ある ．

　本研 究 は ，
こ の よ うな 問題 意識 の もとに

， まず半導体事業の 収益 構造 の 分析 を通 じ

て ，半導体製品原価が ど の よ うな メ カ ニ ズ ム で急激 に低 減す るか を明 らか にす る．そ

の 上 で ，半 導体事業の 成功 要 因を設定 し，それ らに立脚 した製品戦略の 意思決定 を支

援 す る採 算管理 シ ス テ ム の 考 え方 を提示 する ．本稿 の 採 算管理 シ ス テ ム は，短期お よ

び長期 的 な収益 構造 の ダ イナ ミ ズム を理解 す る こ と に よ っ て
， 戦略代替案 ご との 製 品

原価 の 予 測 と最 適価格設 定，長期的 な利益 を最大化 す る プ ロ ダ ク ト ・ミ ッ ク ス の 選定

と不採算製品の 峻別 ， 新製品 ラ イ ン 投資の 経 済性 ，
と い っ た 半導体事業 に と っ て 戦略

的に重要性の 高 い 経営惰報を提供す る もの で あ る．

〈 キー ワ ー ド〉

半導体，採算管理 ，収益構造 ，
製 品原価 ， 原価低減 ，製品戦略 ， 価格弾 力性 ，

プ ロ ダ

ク ト ・ミ ッ ク ス
， 非線形計画法 ，

DRAM ，　 SRAM
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は じめ に

　半導体 は
，

エ レ ク トロ ニ ク ス 産業 を支 える 重要 な電子 部 品で あ る こ とか ら， 「産業の コ

メ 」 と呼ばれ る．パ ソ コ ン な どの コ ン ピ ュ
ー

タ関連装 置に用 い られ る マ イク ロ プ ロ セ ッ サ

や メ モ リーが 市場全体の 約半分 を占め て お り，近年で は特定 の 顧 客 ニ
ーズに 応 じて 素子 を

単
一 IC 化 した ASIC （特定用途向 け IC） と呼 ば れ る 製 品 もエ レ ク トロ ニ ク ス 製 品の 小 型

化 に と もな い 市場 が 拡大 して い る ．

　こ の よ うな市 場拡大 の
一

方で
， 設備投資 も肥 大化 して い る．半導体産業の 特徴の

一
つ は ，

微細加工 技術 を革新 し続け る ため に多額の 設備投資が 必 要なこ とで あ る ．例 えば
， 月産 3

万枚 の 16M ビ ッ トDRAM 工 場 の 総設備投資額 は約 1
，
000 億 円 と い わ れ る．微細加 工 を進

め る ほ ど，設備投資 は膨 らむ こ とに な る ．次 世代 の 256M ビ ッ トDRAM で は ， 投資額は

1
，
500 億 円以 上 に な る とい わ れ て い る．半導体産業は ，設 備投資 リス ク を低減 し ， 投資効

率 を高め る こ とが 競争力 を持続 す る うえで 重要 な経営課題 に な っ て い る ．

　半導体企業 の 経営 者 ・管理者 の 多 くは
， 半導体 製 品の 事業管理 を適切 に行 うに は， どの

よ うな経営情報 を整備 した ら よ い か とい う問題 意識 を抱 い て い る ． その こ と と関連 して ，

全部原価計算に よる現行の 製品原価 は ， 半導体製品 の 事業管理 に は役立 た ない の で は ない

か とい っ た疑問 も投 げか け られ て い る ．例 えば
， 原価計算 を して み た ら

， 製品原価が 販 売

価格 を上 回る 赤字製 品 に なる こ とがあ る が
， その よ うな製 品 を どの よ うに扱 うべ きか判 断

しか ね る わ けで あ る ． こ の と き ， よ く引 き合い に出 され る の は
， 赤字製 品 な ら ば廃止 す べ

きで あ る とか ， 赤字製品 に なる の は 固定費の 配賦 方法が適 切で な い た め で ある とか ， 仮 に

赤字製 晶で も変動費を上 回 っ て 売れ る の で あれ ば固定費の 回収 に 貢献 す る とか
， 操業 度 を

維持す る た め に必 要で ある
，

と い っ た表面 的 な議 論 で あ る こ とが 少 な くな い ． そ の 赤字製

晶 を どの よ うに扱 えば投資効 率 を高め る こ とが で きる の か 具体 的 に検討 しない 限 り本 質的

な議 論 を行 っ て い る とは 言い 難い の で あ る．

　製 品の 取 り扱 い 方 ， 言 い 換 える と製 品戦 略の 本質を議論す る に は
， 半導体事業特性 を十

分 に 踏 ま える必 要が あ る．例 え ば
， 半導体製 品 の 販売価格の トレ ン ドを み る と，DRAM

の 場合は 10 年間で お よ そ 100 分の 1 に まで 急激 に低減 して きた 特徴が 知 られて い る が ，

それ は どの よ うなメ カ ニ ズ ム に よ っ て顕在化され る の で あ ろ うか ． また ， 半導体事業 は装

置産業 で ある こ とか ら
， 需給 バ ラ ンス に 常 に 関心 を持 っ て い る 必要が あ る し， 生産構造 や

生 産 キ ャ パ シ テ ィ の 制約 を考慮 す る 必要 もあ る．高価 な設備 を有効 に活用 して 投資効率 を

高め る とい っ た観点か らは ， 半導体製品 の 収益 構造 を理 解 した うえ で 製品 ミ ッ ク ス を どの

よ うに取 り扱 うべ きか 明 ら か に する必 要 もあ る．
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半導体 ビ ジ ネ ス の 収 益構 遣 と採算 管理 シ ス テ ム ー−DRAM な どの 半導 体汎用 製品 を中心 と し て

　本稿 で は ， こ の よ うな半導体事業特性 を形 成す る 諸要 因 と関連づ けなが ら
， 半 導体事業

の 収益構造 の 分 析 を通 じて ，製 品 戦 略 の 意思 決 定 を支援す る採算 管理 シス テ ム 注 1
の あ り

方 に つ い て明 らかに す る．

1． 半導体産業の 事業特性

　半導 体市場 は
，

1970 年 以 降 10 年 ご とに ほ ぼ 10 倍 の ス ピー
ドで 拡大 を続 けて きた ．半

導体製 品の 用 途 は
，

カ ラ
ー

テ レ ビ
， 電卓 ， オ

ー
デ ィ オ機器 ，

VTR
，

ビデ オ カ メ ラ ，
　 CD フ

゜

レ ーヤ ー
，パ ソ コ ン ，携 帯電話 な どの エ レ ク トロ ニ ク ス 製 品で あ り，

こ れ らの 普及が 時代

時代 にお い て半導体需要 を牽引 して きた わ けで ある ． エ レ ク トロ ニ クス 製 品の 普 及 を促 し

た 最大 の 要因の
一

つ は
， 販 売価格の 急速 な低下 で ある ．そ れ に は ，半導体 の 価格底 減 の 果

た した役割 も非常 に 大 き い ．半導体の 価格 もこ の 10 年間で 実質的に約 100 分の 1 に低下

して い る． こ の よ うな急速 な価 格低 下 は
， 他産業で ほ とん ど例 の な い こ とで あ り， 半 導体

産業 固有 の 特 質に よ っ て実現 され た もの で ある ．

1．1　機能飢 餓 と ス ケ ー リ ング

　半導体市 場が 急速 に拡 大 した背景 に は
， 半導体 に 対 す る 「機 能飢餓 」 と半導体 の 「ス ケ

ー
リ ン グ」 とい う当事業固有の 特徴が ある．機能飢餓 とは

， 半導体 な どの 電子部品の 提供

す る 機 能が シ ス テ ム 側 （エ レ ク トロ ニ ク ス 製 品）の 必 要 とす る レ ベ ル と比 較 して 著 し く不

足 して い る 状 態 をい う （直野 ［3D 例 えば
，

パ ソ コ ン に使用 され る DRAM は ，パ ソ コ ン 機能

の 肥大化 に よ っ て ，最近 で は 最低 で も
’
12M 〜 16M バ イ トは 必 要 に な っ て きて い る ． ユ

ー

ザ ーは ， DRAM の 容量 不足 を常 に意識 して お り， ビ ッ ト単価 が 低 下す れ ば 需要 は拡 大 す

る状況 にあ る ．図 1 に示 す よ うに ， DRAM の ビ ッ ト需 要 は ，年率 平均 64％ と い う驚 異 的

な成長 を遂 げて い る ．

　半導体の ス ケ ー リ ン グ とは
， 半導体 素子 の 相似縮小技 術の こ と をい う．半導体素子 は相

似縮小 して も ， そ の 電気的特性 は 同 じで ある． した が っ て ，素子 の 微細化が 進 む ほ ど 同 じ

面積 に よ り多 くの 機 能 を埋 め 込 む こ とが で きる ．例 えば
，
4M ビ ッ トDRAM と 16M ビ ッ

トDRAM と を比 較す る と ， ほ ぼ 同 じ大 きさ の メ モ リーチ ッ プ に 400 万 ビ ッ ト分の 記 憶素

子 が埋 め 込 まれ た の が 4M ビ ッ トDRAM で あ り， 1
，
600 万個の 記憶素子が 埋 め込 まれ た も

注 1 採 算性 とい う用語 は 経 済性分 析 の 分 野 で は経 済性評 価 の 同 義語 とし て 用 い ら れ る こ ともあ る が ，学術 用 語 と して
一

般 に 定

着 して い る と は必 ず し もい い きれ ない ．そ こ で 本稿 で は ，採 算管理 シ ス テ ム を以下 の よ うに 定義 して 使用 す る こ と にする．「採
算管 理 とは ，投資効 率 を高 め る経 営 を推進 す る と い っ た観点 か ら，製品 戦略 に伴 う意思 決 定を適 切 に 支援 す る こ と を目的とする

経 営 シ ス テ ム を指 す，したが っ て ，意思決 定 を行 う際 の 経営 上 の 関心 と して は，キ ャ ッ シ ュ フ ロ
ー

に 基づ い た投資の 経済性 を高
め る こ と に 主眼 を置 くが，会計 上 の 期 間損 益 に つ い て も経営 者 の 関 心 は低 くな い た め ，そ の 変 化 を把 握 で きる よ う に配 慮 す る，
採算 管理 シ ス テ ム の 着 目す る 経 営指標 と して は，限界利 益，活動 能 力費，営業キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー，投 資収益 率，投資現在価値と

い っ た経済 的 な指標 お よ び期 間利益 の 変 化 に つ い て の 情報が 含 まれ る ．」
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の が 16M ビ ッ トDRAM

で ある ．半導体の 製造は
，

ウ エ ハ
ー

と呼ば れ る 4 イ

ン チ 〜 8 イ ン チ ロ 径 の シ

リ コ ン基 盤 の 上 に ， 化 学

反応 に よ っ て 集積 回路 を

形成 させ る方法 を用 い る．

単純 に い うと ，
ス ケ ー リ

ン グ に よ っ て 集積 回路 を

縮小 す る と
， 同 じ ウ ェ ハ

ーか ら よ り多 くの メ モ リ

ー
を製造 す る こ とが で き

る わ けで あ る ． ス ケ ー
リ

ン グ の 意義 は ， 同 じ よ う

な生 産の 手間で
， 生 産 数

量 を飛 躍 的 に増 や す こ と

が で きる とい う点 に ある ．

7
，
000

　 6
，
000

ビ

ζ5
・
000

需
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，
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言
兆 3000
ビ 　

’

ツ

i　2
，
000

1
，
000
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62

匚 ：コ 256
囲 1M
csssss 　4M
− 16M

＋ 合計

1991　　 1992 　　 19931994

（日本半導体年鑑 よ り作成 ）

図 1． DRAM 需 要の 推 移

半導体 の ビ ッ ト単価 の 急速 な低減 は ，半導体 に対 す る機能飢餓 とス ケ ー リ ン グの 技術 革新

に よ っ て もた ら され た もの で ある ．生産工 数 を増 や す こ とな く生産量 を飛躍 的 に増や す こ

とが で きた 結果 ，
メ モ リ

ー
チ ッ プ の 製 造 コ ス トが 大 幅 に 低 下 した の で あ る ．4M ビ ッ ト

DRAM と 16M ビ ッ ト DRAM が ほ ぼ 同 じ手間で 生 産 で き ，
生 産設備 の 投 資金 額 も ほ とん

ど変 わ らな い とす る と
，
16M ビ ッ トDRAM は 4M ビ ッ トDRAM の 4 分 の 1 の コ ス トで 生

産で きる こ とに なる ． さ らに ， 半導体産業は マ ク ロ 的 には機能飢餓の 状態 に置か れ て い た

た め に， メ モ リ
ー
価格が 低 ドした こ とに よ っ て ，新た な需 要が 生 まれ ，生 産数の 増加が 吸

収 され る とい う好循環 が創 りだ された わ けで あ る ．

1．2　世代交代 とビッ ト単価低 減

　 DRAM の 世代 交代 に と もない ビ ッ ト単価が低減す る 様子 を図 2 に見 る こ とが で きる ．

DRAM 市場 は
， 継続的 な ス ケ ー

リン グ技 術 革新 に よ っ て
， 製 品の 世代交代 と と もに記憶

容量の 高集積化が 進 ん で い る ．DRAM 製 品 の 場合 は ， 世代 交代 ご と に チ ッ プ 1個 当 りの

記憶 容量が 4 倍 に な っ て い る． ビ ッ ト単価 の 推移 を見 る と， 1980 年代 初頭 か らの わ ず か

10 年 で 約 100分 の 1 に 低下 して い る こ とが わか る ． さ らに ， 新製品の 価格低下 に並行 し
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　 　 　 　 　 　 　 　 半導体 ビジ ネ ス の 収益構 造 と採算管理 シ ス テ ム ーDRAM な どの 半導体汎用製品 を中心 と して 一

て 旧世代製 品の ビ ッ ト単価 も同 じよ うに低減 してい る こ とが わか る． そ の 他に もパ ソ コ ン

な どの CPU と して 利用 され る マ イ ク ロ プ ロ セ ッ サ の ビ ッ ト単価 もDRAM と同様 に
， 世代

交代 と ビ ッ ト単価低 減の 傾 向を見 る こ とが で きる ． 半導体の ビ ッ ト単価は 世代交代 に伴 い

他産業で は想像 もで きな い ほ ど急速 に低 減 して い る点が 特異 で あ る ．

ド
ル

／
M
ビ

ッ

ト

1
，
000

100

10

一
◆
− 64K

＋ 256K
＿▲ ＿1M
−一◇− 4M
＋ 16M

11982
　 1984　　1986　　1988　　1990　　1992

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （日本半導体年鑑 より作成）

図 2． DRAM の 世代交代 と ビッ ト価格の 推移

1 。3　シ リコ ン サ イクル

　半導体市場 は
， 旺盛 な需要 を背景 に高 い 成 長 を続 けて きた と い える が ， 短期 的 に は 需要

逼迫期 と供 給過剰 期 を繰 り返 して お り，供給 過剰期 に は深刻 な業績不振 に 陥 る半導体 メ
ー

カ ー も少な くない ．半導体は 巨大装置産 業で あ る こ とか ら，実際の 需 要 に遅 れ て 設備が 立

ち上 が る の で
，

ど う して も需要 逼迫 と供給 過剰 とが 交互 に訪れ る と考え られ て い る．好況

期 に は生産 能力が不足す る の で
， 活発 な設備投 資が行 わ れる ．新設備が稼働 し始 め ，

ス ケ

ー リ ン グ技術 に よ っ て新世代製品の 量産が始 ま る と，供給量 が
一
気 に 増大 する．結 果 と し

て
， 今度 は一

転 して 供 給過剰 に陥 る ．供給過剰 に と もない 半導体価格 が急落 す る と， 今度

は ユ
ーザ ー

側 で それ に 見合 う用 途需要が 造 りだ され る の で
， 再 び需要が 拡大 し始 め

， や が

て 需要逼 追期 を迎 え る と い っ た具合 で あ る．

　例 えば
， 91年 と92年の 2 年間は ， 1M ビ ッ トDRAM か ら4M ビ ッ トDRAM へ の 世代 交

代 の 時期 で あ っ た が ，
こ の 時期 に 米国 の コ ン ピ ュ

ータ市場が 低 迷 し， 半導体業界は 深刻 な
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供給 過剰状 態に 陥 っ た ．93 年以 降は 一一転 して パ ソ コ ン 需 要 の 拡 大に ともな い 4M ビ ッ ト

DRAM の 需要が 逼迫 した が
，
96 年に は 16M ビ ッ トDRAM へ の 世代交代 に と もな い 再び

供給過剰 に陥 っ て い る ． こ の よ うに
， 需給 の 時 間的 なず れ が シ リ コ ン サ イ クル を創 りだ し

て い る の で あ る ，

1．4　製品 市場 の 細分 化

　供給過剰 と需要逼迫 を繰 り返す こ とは投資 リス ク を高め る原因 とな る が ，
こ れ を回避 す

る こ とは現実 に は非常 に 困難 で あ る． シ リ コ ン サ イ クル の 需給バ ラ ン ス の ギ ャ ッ プをな く

す に は
， 長期に わ た る市場 動向や競合他社 の 投 資動向 を正確 に 予測 した うえで

， 自社 の 需

給バ ラ ン ス を計画す る必 要 が ある 。 しか し
， 半 導体の 市場動 向は

， 製 品 自体の 技術動向 と

そ の 用途市場 の 技術 動 向との 相乗効果 に基 づ い て い る た め ，需 要予測 の 精度 を高め る こ と

は非常に困難iで あ る．加えて ，競合他社 の 投資動向や技術優位 性 な ど も評価 した うえで 自

社 製 品の 需給 バ ラ ン ス を計 画 す る こ とが い か に 困難 で あ る か容 易 に 想像 す る こ とが で き

る．

　例 えば
，

16M ビ ッ トDRAM の 場合は
， 現在主流 の 高速 ペ

ー ジ よ り高速 な EDO （拡張

デ
ー

タ 出力）DRAM が 主役 に な りそ うだが ，
シ ン ク ロ ナ ス （同期式 ） と呼ぶ よ り高速 な

タ イ プや さ らに 高 速 な米 ラ ム バ ス 社仕様 と い うの が すで に 登場 し始め て い る． イ ン テ ル 社

が シ ン ク ロ ナス DRAM 対 応 の ペ ン テ ィ ア ム 用 チ ッ プ セ ッ トを発 表 した ため ，パ ソ コ ン の

メ モ リーが
一

気 に シ ン ク ロ ナ ス に移 る 可 能性 が あ る． シ ン ク ロ ナ ス 以上 の 速 さ に なる と，

設 計思想 が大 き く変 わ り，
工 場 の 前工 程 か ら対応 しなけれ ば な ら な い の で

， 生産計 画の 柔

軟性が 低下 し
， 過剰生 産の リス クが 大 き くな る． よ り高度 な技術 が必 要 な高速 メ モ リー は

各社 の 水準の 差 も出や す い ．NEC や 東芝 な どの DRAM 大手は シ ン ク ロ ナ ス DRAM の 増

産 を計画 して い るが ， こ れ ら上位 の 数社 を除 くと， シ ン ク ロ ナ ス
， ラ ム バ ス へ の シ フ トを

各社 が明確 に打 ち出 して い る わ けで は ない ． メ モ リ
ー

市場 の 競争 は新 規参 入 メ
ー

カ
ー

に は

よ り厳 しい 構 造 に な りつ つ あ る ．

　 こ の よ うに ， DRAM だけ を と りあ げて み て も，種類が 格段 に 増 えて お り， 製品 ・市場

が細分化され る 結果 ， 同 じ容量 の メ モ リーで も市場が求め る 性能の 製品を タ イム リ
ー

に供

給 しな い と部分 的な供給過 剰が生 じて しま う．市場 は細 分化 され つ つ あ り ， 部分 的 に見れ

ば供給過剰 なセ グ メ ン トと需 要逼迫の セ グ メ ン トが 混在す る とい う状 況が 起 こ りうる ．

　 した が っ て ，市場対応 の あ り方 と して は ，長期的 な投資 リス ク を完全 に 回避 す る こ とが

困難 で あ る に して も， 製品 カ テ ゴ リーの マ ク ロ 予測 を行 っ た上 で ， 短期的 に は需 要変動に

対す る 応答性 を高め る こ とが 求 め られ る ．短期 的 な需 要変動 を捉 え る こ とは可 能で あ り，

20

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assoolatlon 　of 　Management 　Aooountlng

半導体 ビ ジ ネ ス の 収 益構 造 と採 算管 埋 シ ス テ ム ーDRAM な どの 半 導体汎用 製品 を中心 と して
一

生産の 柔軟 性を極力高め る こ とで
， 直近の 需要変動 に対 して迅速 に応 答す る とい っ た対応

の 仕 方が求め られ る の で ある ．

1．5　営業 リス クの 大 きな固定 費型 の収 益構 造

　 半導体 産 業 は
， 典型 的な 装 置産業 で あ る ． 月産 ウ ェ ハ

ー 2 万枚 の ラ イ ン を つ くる の に

600 億
〜 800 億 円 も の 設備投資 が 必 要 に な る．設備償却 費が 製造 原価 に 占め る割 合 は非常

に大 きく， 材料費な どの 直接変動費の 割合 は ご くわずか で あ る． い わ ゆ る営業 レ バ レ ッ ジ

の 大 きな 固定費型 の 収益構造 を もつ 事業で あ る ． したが っ て ．損益分岐点以上 の 操業 度を

維持 で きれ ば
， 限界利益 指 向の 戦略 自由度 が 大幅 に 高 ま り，競 争優位 の 獲 得が 比較 的容 易

に な る ，逆 に操業 度が損益分岐点 を下 回る場合は， 大幅な損失が発生す る ．

2． 収益構造 か ら見 た 半導体事業の 成功要 因

　 こ の よ うな事業特性 を有す る 半導体事業 の 採算管理 シ ス テ ム を構築す る に は
， 事業環境

の 諸要因に対 して どの よ うな 戦略的視点 を注 ぐべ きか で あ ろ うか ．本節で は
， 採算管理 シ

ス テ ム の あ り方 を検討 す る上 で ，そ の 基 本 要件 とす べ き事業戦 略 とそ の 主 要成 功 要因の 大

要 を整理 する ．

2．1　半導体事業 の 基本戦 略

　 マ ル チ メ デ ィ ア 業界全体 を見据 えた マ ク ロ 的 な観点か ら半導体産業の 基 本戦略 を捉 える

と
， 素子 の 微細化 と需給変動 に対 す る 生 産能力の 応答力 を高め る こ とが重 要な基本戦 略 と

な る．素子 の 微細 化 を進め る こ とは
， 単位生 産量 （ビ ッ ト）当 りの 生 産時 間 を短縮 し

，
生

産キ ャ パ シ テ ィの 実 質的 な拡大 を もた らす ．そ うす る と，製品原価 の 低減 や 製品 の 品揃 え

の 拡 大 に 貢献す る こ とが で きる し，将来 の 需 要拡大 に 備 え て 生 産 キ ャ パ シ テ ィ を確保 す る

こ と もで きる ． さ ら に ， 生産 リー ドタ イ ム も短縮 で きる た め 需 要応答性が 高 ま り， 消費地

生 産や 平凖化 生 産 注 2 な どの 需要応答性 を 高め る 生 産 手法 を併 用す る こ とで
， 細 分化 の 増

して い る 製品需要 に 同期化 して 生 産す る こ とが 可 能 に な る．

　用途市場で あ る マ ル チ メ デ ィ ア 製品は，製品 ラ イ フ サ イ ク ル が著 し く短縮化 して い お り，

パ ソ コ ンの 場 合 は
， 3 ヶ 月か ら半年 の サ イ ク ル で 製 品が 入 れ 替 わ る よ うな状況 が 続 い て い

る ． した が っ て
， 業界全体 と して 生 産 リー ドタ イム の 短縮 に取 り組む こ とは最重 要課題 で

あ り，
セ ッ トメ

ー
カ

ー
に 対す る サ プ ラ イヤ の 役割 と して も期待 され る と こ ろ が 大 きい ．

注 2　平 凖化 生産 と は，トヨ タ の JIT に 代 表 され る 多品種 小 ロ ッ ト生 産方 式で あ る．需 要 変動 に 応 じて，必 要 な もの を必 要 な と

きに必 要 なだ け生 産 す る こ とがで きよ う，多品種 の 生産 を需要 に対 して 過不 足 な く供給 で きる 生産 サ イ ク ル タ イム で 品 目 を段 取

り替え して 生 産す る こ と を究極な 目標 とす る 生 産方式で ある．工 程待ちや 販売待ち の 在庫 を作 ら な い ため ，製造 リ
ー

ドタ イム を

短縮化 す る の に効 果 的 な生産 方式 で あ る．
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　こ の よ うな方 向に 生 産体制 を再 構築 しよ うとす る例 と して は ，富士 通の 会津若松 工場 を

あげ る こ とがで きる． 同社 は
，
96 年度 中に 会津若松 市で 着工 予 定の 半導体新工 場で

， 生

産 リー ドタ イ ム を従 来 の 8 週 間か ら 4 週 間に 半減 させ る多品種生 産体制 を構築 し よ うと し

て い る．半導体工 場で は集積度の ア ッ プ に つ れ て 工 程数が 増 え
，

工程 ご との 装置 の 稼働率

の 差が 大 きくな っ て い る ．単純 に 装置 の 増 設で 稼働率 を平凖化 し よ うとす る と投資額が莫

大 に な り現実 的で な くな る． そ こ で ，同社は ウ エ ハ
ー

の 流 れ を変 える こ とで
， 各製造装置

の 稼 働率 を高い 水準で 合 わせ 生 産 期 間 を半減 させ よ うと して い る ．最新 の CIM （コ ン ピ

ュ
ー タ

ー
に よ る 統 合生産〉 を導 入 し，

ウ エ ハ
ー

の 各工 程 で の 待 ち時間 を短 くし ， 各半導体

製造装置 の 稼働 率 を平準 化する こ とで
， 市況の 変化に 対する生 産 の 柔軟性 を確保す る こ と

が 狙 い で ある．

2．2　事業 の 主要 成功要 因

　 こ の よ うな基本 戦 略 の 実行 を具体化す る に は
， 以下 の 3 つ の 成功要 因に 特 に 配慮 す る必

要が ある ．

【11 チ ッ プ 当た り生 産時間の 短縮化 と生産設備の 投資効 率の 向上

　素 子の 微細化や 平準化生 産 を行 うた め の 生 産設備を導入 する に は 相当な投資を必要 とす

る ． したが っ て
， 投 資効 率 を高め る こ との 重要性 は著 し く高 く，投資 リス ク を引 き下 げ る

と と もに 将来 の 投資機会 に 対す る 必要資金 を確 保す る うえで も重 要で あ る．

［2】 利 益最 大 化 指向 の プ ロ ダク ト ・ミ ッ クス の 選定

　投資効 率の 観点か らは ，単純 な物量基準 だ けで は な く金 銭的基準 に 基づ い た生 産設 備の

生産性 を向上 させ る必要が ある． そ れ に は
， 採算性の 高い 製品を優先的 に 生産 ・販売す る

とい っ た考 え方 を強化す る 必 要が あ り， 「儲 け られ る 時 に 無駄 な く儲 け る」 こ とが 重 要で

ある ．製品の 需給 バ ラ ン ス と 自社 製晶の 競争力 を見極め つ つ ，製品の 価格弾力性 を検討 し，

生 産 キ ャ パ シ テ ィ 制約 の も とで 最大 の 収益 が 得 られ る よ うな プ ロ ダ ク ト ・ミ ッ クス を選定

で きる必 要が あ る．

［3亅 採算性の 低 い 製 品 の 峻別

　採算性が低 く競争力の 弱い 製品を継続的に生 産す る こ とは
， 生 産 キ ャ パ シ テ ィ の 浪費に

つ な が る．そ こ で
，

どの よ うな製 品が採算 性が 低 い の か 見極 めが で きる と と もに
，

そ の よ

うな 製品を積極的に 新製品に 切 り替 え，他 の 有望 な製品の た め に生 産能力 を割 り当て られ

る よ う不 採算製 品を峻別 で きる こ とが 重要 で あ る，
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　 　 　 　 　 　 　 　 　 半 導 体 ビジ 彳・ス の 収 益 構 造 と採 算管 理 シ ス テ ム ーDRAM な ど の 半導俸汎 用製 品 を 目」心 と し て 一

3． 半導体事業の 採 算性向上 の 着眼点

　半導体製 品 （DRAM ） は ， 世代 交代 と と もに ビ ッ ト販 売単 価が 急 激 に 低減す る と い う

固 有 の 特徴が あ る が ， そ の 背景 には
， 製造原 価 の 急激 な低減 が 生 じてい る もの と考 え られ

る． なぜ な らば，販 売価格が 製 晶原 価 を上 回る状 態を確 保 で きない 隈 り長期 的 には 事 業 と

して存続 し得な い か らで あ る． そ こ で 本節 で は ，DRAM の 収益構造に 焦点を 当 て て
， 製

品原 価が どの よ うに して急 激 に低減す る の か そ の メ カ ニ ズ ム を解 明す る．

3．1　世 代交代 に よ る ビ ッ ト原 価低減 の メ カ ニ ズ ム

　 表 1 は
，
DRAM の 旧二代交代 に と もない ， 製品原価 が 変 化す る メ カ ニ ズ ム を数値例 を用

い て 検討 した もの で あ る ． い ま ， 現行 製品の 販売需 要［（1）行 目1が 80 兆 ビ ッ トで ， 4M ビ ッ

トの チ ッ プ に換 算す る と販売数量 ［（3）行 目］が 2 千万 個 に な る ． 1枚の ウ ェ ハ ーか ら とれ る

現行 製 品の 有効 チ ッ プ数 が 250 個 とす る と
，

ウ ェ ハ
ー

生 産数量 ［（5）行 目］は 8 万 枚 に な る ．

生 産 ロ ッ トが 50 枚 の と きの ロ ッ ト所 要時 間 を 250 時 間 とす る と，生 産総所 要 時 間［（8）行

目］は 400千時 間 にな る． こ の と き，製造 原 価 は，チ ッ プ原 価 ［（16）行 目］が 840 円 ，
M ビ ッ

ト原価 ［（17）行 目1が 210 円 になる ．

　　　　　　　　　 表 1． 世代交代に と もな うビッ ト原価の 低減

次世代製品
現行世代製 品

需要変化無 し 需要拡大

（1）ビ ッ ト需要 （10億 ビ ッ ト） 80，000 80
，
000 266

，
667

（2）チ ッ プ記憶容量 （M ビ ッ ト） 4 16 16

（3） 販売 チ ッ プ数量 （千個 ） 20
，
000 5

，
000 16，667

（4）ウ ェ ハ ー当 り有効チ ッ プ数 250 250 250

（5）ウ ェ ハ ー生 産 枚数 （千枚） 80 20 67

（6） ウ ェ ハ
ー生産 ロ ッ ト （枚） 50 50 50

  ロ ッ ト所要時問 250 300 300
（8）総所要時間 （千時間） 400 120 400

（9）設備稼働 率 100％ 30％ 100％

（10）製造原価 （百 万円）

（11）　 ウ ェ ハ
ー
当 り変 動費 （千 円） 14 14 14

（12）　 変動費 1，120 280 933
（13）　 製造 固定費 6，720 6，720 6，720
（14）　 販管費 8

，
960 8，960 8，960

（15）　 総原価 16
，
800 15

，
960 16

，613

（16）チ ッ プ原価 840 3
，
192 997

（17）M ビ ッ ト当た り原価 210 200 62
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　次 に ， 製品 の 世代 交代が 進 み ， チ ッ プの 記憶 容量が 4 倍 の 16M ビ ッ トに な っ た とす る．

チ ッ プ ・サ イズ は 変わ らない ため
， 歩留 ま りが 同 じならば ウ ェ ハ ー当 り有効チ ッ プ 数 も変

らない ， じた が っ て
，

ビ ッ ト需要を賄 うため に必 要な ウ ェ ハ
ー

生産数量 ［（5）行 目1は ， 2 万

枚 で 足 りる こ と に なる ．生産 ロ ッ トが 50 枚 の と きの ロ ッ ト所 要時 間が 旧世代設 備 の 250

時 間か ら 300 時 間に 増 えた と して
， 生産総所 要時 間［（8）行 目】は ， 旧世代 製品 の と きよ りも

生 産時間 が 70 ％ も減少 して 120 千 時 間 で 足 りる ． こ の と き
， 製 造 原 価 は

，
チ ッ プ 原

価［（16）行 目］が 3
，
192 円 ， M ビ ッ ト原価［（17）行 目1が 200 円 に な る ．　 M ビ ッ ト原価 は旧世代

が 210 円 で あ っ たの と比較 して 低 減 して い る もの の ご く僅 か で あ る．

　 しか し
， 仮に需要 が拡大 した と して

，
フ ル 操業の 400 千時 間 まで 生 産する ほ ど販 売が 増

えた場合 は ど うで あ ろ うか ． ビ ッ ト需要【（1）行 目］は ，267 兆 ビ ッ トに増加 した こ とに な り，

販売 チ ッ プ数量 ［（3）行 目1は 16
，
667 千個 に な る ． そ の 結果 ，製 品原価 は

，
チ ッ プ原 価 ［（16）

行 目1が 997 円 ，
M ビ ッ ト原価 「（17）行 目1は 62 円 に な り，

　 M ビ ッ ト原 価 が大 幅 に 低 減す る

こ とが わ か る．

表 2 ． シ ュ リン クに よ る ビ ッ ト原価 の低減

現 行世代製品 の シ ェ リ ン グ

現行世代製 品
需要変化無 し 需要拡大

（1） ビ ッ ト需要 （10億 ビ ッ ト） 80，000 80，000 266，667
（2）チ ッ プ記憶容量 （M ビ ッ ト） 4 4 4

（3）販売 チ ッ プ数量 （千個 ） 20
，
000 20

，
000 66

，
667

（4） ウ ェ ハ
ー当 り有効 チ ッ プ数 250 1

，
000 1

，
000

（5） ウ ェ ハ
ー生産枚数 （千枚） 80 20 67

（6） ウ ェ ハ
ー生産 ロ ッ ト （枚） 50 50 50

（7） ロ ッ ト所要時 間 250 300 300
（8）総所要時間 （千時間） 400 120 400

（9）設備稼働率 100％ 30 ％ 100 ％

（10）製造原価 （百万円）

（11）ウ ェ ハ ー当 り変動費 （千 円） 14 14 14

（12）変動費 1，120 280 933
（13）製造固定費 6，720 6

，
720 6，720

（14）販管 費 8
，
960 8

，
960 8，960

（15）総原価 16
，
800 15

，
960 16，613

（16）チ ッ プ原価 840 798 249

（17） M ビ ッ ト当た り原価 210 200 62
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3．2　現行機種 の シ ュ リン クに よる ビ ッ ト原価低減 の メ カ ニ ズ ム

　新 世代製 品の ビ ッ ト販 売単価 が 大幅 に 低減す る の は
， 半導体 に 対 す る機能飢餓 と生 産時

間当 りビ ッ ト産出量 の 大幅な増加 との 相乗効果が 原 因で あ っ た．そ れ で は ，世代交代 に よ

っ て 新世代製 品の ビ ッ ト販売単価 が 低減す る と
， 旧世代 製 品の ビ ッ ト販売単価 も新 世代 製

品 と同水準 まで 低減 す る の は なぜ だ ろ うか ．

　現行機種の 原価低減は ，現行機種の ス ケ ー リ ン グ を進め る こ と に よ り実現 され る ．ス ケ

ー
リ ン グ に よ っ て チ ッ プの 集積度が高 まる の で

，
チ ッ プの 記憶 容量 が 同 じ とす る と

，
チ ッ

プ ・サ イ ズ を縮小 す る こ とが で きる わ けで あ る ． こ れ をチ ッ プの シ ュ リ ン ク と呼ぶ ．チ ッ

プ ・サ イ ズが 縮小 され る の で ，今度は ウ ェ ハ ー 1枚か ら とれ る 有効 チ ッ プ数が 増 える こ と

に な る．

　い ま ， 微細 化 に よ っ て集積度 を 4 倍 にで きる と し よ う． チ ッ プ の 記憶容量 は 4M ビ ッ ト

の ままとす る と
，

ス ケ ー リ ン グ を行 うこ とで
一

枚の ウ ェ ハ ーか ら とれ る有効チ ッ プ数［（4）

行 目］は 1
，
000 個 にな る 。前述 の 世代交代後 の 製品の 場 合は

，
チ ッ プ当 り記憶要領 が 16M

ビ ッ トと 4 倍 に な っ た の に対 して
， 旧世代 製 品 をシ ュ リ ン クす る こ と に よ っ て ，4 倍 多 く

の チ ッ プが とれ る わ けで あ る 齠 ．

　その 結果 ，
コ ス ト構造 は表 2 に 示す通 り， 世代 交代 の 場 合 と ま っ た く同様 に ビ ッ ト原価

が 低減す る わ けで あ る．

3．3　 採算性 向上 の着 眼点

　以 h の 分析 を考察 す る と，半導体 製 品の 採算性 を検討す る に は ，製晶需要の 価 格弾 力性

と生 産 キ ャ パ シ テ ィ との 制約 の もとで ， ス ケ ー リ ン グ また は シ ュ リ ン ク に よ っ て ビ ッ ト原

価 が どの よ うに低減 す るか ， 言い 換 える とビ ッ ト原価 の ダ イナ ミズ ム を理解 す る こ とが 著

し く重要で あ る こ とがわ か る ．

　収益 構造の 観点 か ら採算性 向上 の 着眼点 を捉 えた場 合 ， 概 ね次の よ うな構造変化 を伴 う

もの と理解で きる． まず，製造設 備の 微細 化が 進展す る こ とで ， 単位 生産時間 当 りの ビ ッ

ト産出 量 が大 幅 に増 加す る． そ の 結果 ， 生産 キ ャ パ シ テ ィ に大 幅 な余 力が 生 じる ．次 に ，

機能飢餓 の 強い 需要構造 の もとで 販 売 単価 を引 き下 げ る と， ビ ッ ト需 要が 大幅 に 増加 す る．

その 結 果，販売数量 が増 加す る と と もに 生 産設備 の 操 業度が 再 び 高 ま り，
ビ ッ ト原価 の 大

幅な 低下 を もた らす わ け で ある ．半導体製品 （DRAM ） の 採算性 を計る に は ， 生産時間

当 りの ビ ッ ト産 出 量 が 著 し く重 要 な尺度 とな っ て い る の で ある ．

注 3 　実 際 に は 回路 の す べ て の 部分 を 同
．
の 縮 小率 で 縮 小 す る こ とが で き な い た め，設 計 ル ー

ル 通 りの 縮 小 率 を 噂純 に 当て は め

る こ と は で きな い ．
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4． 採算管理 シ ス テ ム の モ デ ル

　以 上 に 述 べ た 半導体事業 の 成功 要因 お よび採算性 向上 の 着眼点に着 目す る と， 製品戦略

を収益性の 観点か ら検討する に は ， 半導体の 微細化 に ともな う収益構造の ダイナ ミズ ム を

理解 す る こ とが 著 し く重要 で あ り，
こ の 点 が半 導体 事業 の 製 品戦略 に 大 きな イ ン パ ク トを

与 え得る こ とが 推察 され る．本節 で は
，

こ の よ うな半導体事業の 成功要 因に立脚 した採算

管理 シス テ ム の あ り方 と して 図 3 に示す フ レ ーム ワ
ー ク を提示す る．そ の うえで ，具体的

な数値例 を設定 し ， 図 3 に そ っ て分 析 を行 うこ とで 採 算 管理 シ ス テ ム の 有 用性 を考察す

る ．

團
製品 戦略 要素

　 の 検 討

・製品 ビ ・
ソ ト単価

・価 格弾 力性
基本 戦略代 替案

・プ ロ ダク ト ミ ツ ク ス

・ビ ッ ト単価
・販 売 需要
・必 要 生産能 力

・中長 期事 業利 益
・
現 状維持
・微 細加 工の 推進

収益 構造 の 現状 投 資必 要額

の 見 積 り
・製 品 原価

・製 品利 益

収 益 構造 の 変 化

・事業 利益 の 変化
製品 戦略の 選択

投 資の 経 済性

　 　 評 価

・営 業 キ ャ ・
ソ シ ュ フ ロ ー

・
投資現 在価格
・内 部収 益率
・
回 収期 間

図 3． 採算管理 シ ス テ ム の フ レ
ー ム ワ ー ク

4．1　収 益構造 の 現状

・短 期／長 期の 収 益構 造

の ダ イナ ミズ ム 把握
・新 ラ イ ン 導入 の 経済性

評 価
・不採算 製品 の 峻 別
・期 間損 益の 変化

　収益 構造 の 現状 と して 以下 の 例 を設定す る こ とに し よ う．現行主力機種の 製品A お よび

製品 B は
， 設計 ル

ー
ル が O．8 ミ ク ロ ン の 6 イ ン チ ウ ェ ハ ー生 産 ラ イ ン で 作 られ て い る ．製

品 A は 1M ビ ッ トSRAM
， 製 品 B は 4M ビ ッ トDRAM で ある ．半導体チ ッ プ の ウ ェ ハ ー

当 りの 取 れ 数は
， 表 3 に 示 す よ うに

， 設 計 ル
ー

ル に よ っ て 概 ね 決 ま る と 考 え て よ い ．

SRAM は
，
　 DRAM よ りもチ ッ プ ・サ イズ が 4 倍大 きい た め ， 4M ビ ッ トDRAM の チ ッ プ

取 れ数 を 320 個 とす る と
，
1M ビ ッ トSRAM の 取れ 数 もほ ぼ 同 じ 320 個 に な る ．

　設計ル ー
ル の 微細 化技術 が 進 ん で

，
16M ビ ッ トDRAM の 製 品 C は

， 新設 した設計 ル ー

ル O．5 ミ ク ロ ン の 8 イ ン チ ウ ェ ハ ー生 産 ラ イ ン で 作 る もの とす る ． こ の と き， 製 品 C の ウ

ェ ハ
ー

当 りの チ ッ プ取れ 数は歩留 りを考慮 して 254 個に なる もの とする ．

　製 品別損益の 現状 を表 4 の よ うに 仮 定す る ．製 品の 販 売価格 ［（10）行 目1は ， 最近 の 半導

体市況の 軟 化 を受 け て 下 降 ぎみ で あ り， 製 品 A が 540 円 ， 製 品 B が 875 円 ， 製 品 C が

3，500円 ほ どで 推移 して い る．
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表 3． 設計ル ー ル とウ ェ ハ ー当 りの チ ッ プ取 れ数

タ イ プ 記憶容量
（Mbit）

設計ル
ー

ル

　 （μ）
ウ ェ ハ

ー

（イ ン チ ）
縮小率

＊
歩留 り

　 （％）　　 （％）

チ ッ プ取数
　 （個）

ビ ッ ト数
（Mbit）

製品 A

製品 B

製品 C

SRAMDRAMDRAM1416 0．80
．80
．5

668 100％

100％

70 ％

80 ％

80 ％

70％

320320254 　 3201

，
2804

，063

　 ＊ 縮小率 は製品 B の チ ッ プ ・サ イ ズ を100％ と した 、と きの 相対値 で ある．製品 C の 縮小率 は ，

　 設 計ル
ー

ル の 比率で み る と62．5％ に な る はず だが 、す べ て の 回路 を同様 に ス ケ
ー

リ ン グ で き

　 な い た め ，実際の 16MDRAM の 縮小率 と し て 70％ を仮定 し た ．

　現 行 ラ イ ン の コ ス トは ，変動費［（13 ）行 目亅が ウ ェ ハ ー 1枚 当 り 14 千 円 とす る ．固 定費は ，

活動能力費 と拘 束能力費 と に 区分す る．労務 費の よ うに
， 長期 的 に は操業水準 に 応 じて 政

策的 に 動か す こ との で きる 費用 を活動能力費 ， 設備投資 コ ス ト （初期投資の 年価 と固定的

維 持費）の よ うに 長期 に わ た っ て 固定 的 に 発 生 す る 費用 を拘 束能 力費 と呼 ぶ こ と にす る ．

な お ，現 行 ラ イ ン の 拘 束能 力費［（16）行 目］は 7
，
500 百万 円で あ る ．製 品 C の た め の 新 ラ イ

ン の 拘束能力費 と比 べ る と著 し く小 さい の は，設備の 償却が 進んで い る た め 減価償却費負

担 が小 さ くな っ て い る た め で あ る ．

　活動 能力費は長期的 にみ れ ば製品の 生産時 間 に比例 して 変化 す るの で
， 活動能力費の 製

品へ の 配賦基準 は 各製品 の 生 産時間の 比率 を用 い る ．活動 能力費に つ い て は
，

い わ ゆ る 活

動 原価 基準 （Activity　Based　Costing
，
　ABC ） を用 い る と よ り合理 的 な配賦 が 可 能 に な る

で あ ろ う．拘束 能力 費に つ い て も，固 定費に 占め る割合が大 きい の で ，ABC を適用 した

くな る か もしれ な い ． しか し ， 採算 管理の 観点 か らは
， 不変費用で あ る拘束能力費を尤 も

ら し く配賦す る必 要は な い の で ， こ こ で は便宜 的に 各製品 の 生 産 時間 の 比率 を配賦 基準 と

して 用 い て い る．

　販 管費 ［（19）行 目］に つ い て は ，販促 活動 が 製 品の 競合状 況 ， 製品 の 売 上 高や 利 益 の 大 き

さな どに基 づ い て 政策的 に決め られ る 要素が 強 い た め ，ABC の 対 象に な りうる． こ こ で

は
， その 測定法 自体 は 主テ

ー
マ で は ない の で

， 便宜 的 に製 品 A に は 販 促費の 1 ／3，製 品 B

に は 2 ／3 を配賦 して い る．

　こ の よ う な コ ス ト配 賦 を行 うと，チ ッ プ 利益 ［（25）行 目］は ， 製品 A が 一117 円で い わ ゆ る

赤字製 品 に な り， 製品 B が 218 円 となる ．事業利益［（21 ）行 目］は ， 現 行 ラ イ ン が 7
，749百

万円 を確保 して い る ．

4．2　生産工 程 の 制 約

　 さて 、 こ の よ うな収益構造 を 前提 と した Lで 、新 ラ イ ン 導入 の 是 非 を どの よ うに判 断 し

た ら よい だ ろ うか ． ま た
， 導 入す る の で あれ ば，製 品の 販 売価格 ， 生産数量 ，

ラ イン へ の
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表 4． 製 品別 損 益の現 状

現 行製品

製品A 　　製品B 小　計

新製品

製品 C 合　計

（1）ビ ッ ト需要 （10億 ビ ッ の 46
，
000　 240

，
000286 ，

000 0 286
，
000

（2）チ ッ プ記憶容量 （M ビ ッ ト）

（3）販売 チ ッ プ数量 （千個 ）

　 　 1　　　　 4
46

，
000　　60

，
000 106

，
0010

160
106

，
000

（4）ウ ェ ハ ー当 り有 効チ ッ プ数

（5）ウ ェ ハ ー生 産枚数 （千枚）

320　　　　320
144　　　　 188 331

254
　 0 331

（6）ウ ェ ハ ー生 産 ロ ッ ト （枚）

（7）ロ ッ ト所要 時間

（8）総 所要時間 （千時間 ）

（9）設備稼働率

　50　　　　 50
250　　　 250
719 　　　 934

41％　　　 54％

1
，
6595

％

50300

　 00

％

1
，
656

（10）現 在の 販売価格 （円） 540 　 　 　 　 875 3
，
500

（11）売上高 24
，
840　　52

，
500 77

，
340 0 77

，
340

（12）製造原価 （百万 円）

（13）　ウ ェ ハ
ー

当 り変動費 （千 円）

（14） 変動費

（15） 活動能力費 （固定 費）

（16） 拘束能力費 （固定費）

（17） 製造原価 合計

　 14　　　　 14

2
，
013　　 2

，
625

3
，
234　　 4

，
219

3，
255 　 　 4

，
245

8，502　 　 11，089

4
，
6387

，
4537

，50019

，
591

200000
4

，
6387

，
4537

，
50019

，591

（18）製造利益 16
，
338 　 　41

，
411 57，749 0 57

，
749

（19）販 管費

（20）総 原価

21
，
698　 28，302

30
，
200 　　39

，
391

50
，
00069

，591
00 50，00069

，
591

（21）事業利益 一5
，
360 　 　 13

，
109 7

，749 0 7
，
749

（22）製 品原 価

（23） チ ッ プ販 売単価

（24） チ ッ プ総原価

540 　　　 875
657　　　 657

3
，
500

　 　 0

（25）チ ッ プ利益 一117　　　 218 3
，
500

（26）M ビ ッ ト原価

（27） M ビ ッ ト単価

（28） M ビ ッ ト総原価

540　　　 219
657 　 　 　 164

219
　 0

（29）M ビ ッ ト利益 一117　　　　 55 0
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半導体 ビ ジ ネ ス の 収益 構 造 と採 算 管理 シス テ ム ーDRAM な どの 半 導体汎 用 裂 品 を巾心 と し て

生産数量の割 り当て とい っ た製品戦略の諸要素 をどの よ うに決定 したらよい で あろ うか．

　こ の ような問題を解 くには，需要構造の 下 鯒 耐笛殳定お よび販売予想を作成する とともに
， 製造設備の

生産キ ャ パ シテ ィ告酌 の もとで どの ような事業利益が獲得で きるか を検討する必要がある．生産キャ パ シ

テ ィ制約を考慮しない ままUVP 分析を行 っ た として も机上の空論にな りかねない か らである．生産資源

は無尽蔵ではない の で，キャ パ シテ ィ制約を考えずに価格設定を行 うと，設備の稼働率は上が っ た として

も結果的には利益を増やすこ とがで きず，使用資産の 効率を低下させて しまう恐れがある．

　生産キャパ シティ制約として考慮すべ き工程は
， ボ トルネッ クになっ てい る工程である。生産効率の 観

点からは
，

工 程稼働率が 一 様になる こ とが望まれるが 半導体産業の場合は ， 装置によ っ て能力が大きく

異なるため
，

工程稼働率にバ ラツキが生 じる こ とが普通である．半導体の生産工程数は
， 細か くみ る と数

百に上るが ボ トル ネッ ク工程だけを取り出すと数十工程を考慮すればよい こ とが多い ．

　　　　　　　　　　　　　　　表 5． 生産工 程 の 制 約 条件

　　　　　　　　　 ◆販売 計画／生産計画

生 　産 数　量

製 品 販売 数 量

10億 ビ ッ ト
チ ッ プ数
　千個

有効チ ッ プ 1
個／ウ ェ ハ 1

枚数
（千枚）

（1）製品 A

（2）製品 B

（3）製品 C

46，000
240，000
　 　 　 0

46，00060

，0001
　 　 0

320　　1

320254
144188

　 0

（4）　 合 計　　．
286

，
000106

，
000E 331

（5）製晶B ＋Cの販売数量　240
，000

◇工 程制約条件

工程所要時間 （時間） 製造時間

（千時 間）PI 　 　P2 　 P3 ロ ッ トL ／T

（6）現 行 ラ イ ン

　 （7）製品 A

　 （8）製品 B
一一一一■一一一一一一一一一〒7■■一一

　 （9）工 数計算

　（10）キ ャパ シ テ ィ

　（11）稼働率

　 50 　 100　 100
　 50　 100　 100
−一一一一一一一一一剛−回一一山一一一

　 331　 663 　 663
　 350 　 700 　 700
95％ 95％ 95％

　 　 　250
　　 　250
−一一一一一一一“一一一一一

　　 1，656

　　 1
，
750

　　 95％

　 　 719
　 　 938
−一一一一一11一一一丁

　 1，656

　 95％

（12）新 ラ イ ン

　（13）製品 C
圏一一一齟幽一一一一一一一胃一一一一一一

　（14）工数 計算

　（15）キャ パ シ テ ィ

　（16）稼働率

　 50　 150 　 100
Tr¶胃一一齶一一一一一一一一r−一一

　 　 〇　 　 〇　 　 〇

3501
，
050　 700

　 0％　 0％　 0％

　　 　300
＿r一旧1膕旧’齢一一一一r

　 　 　 　 O

　　 2
，
100

　　 　 0％

　　 　 0
而一一＿一＿一一一一一一

　 　 　 〇

　　 〇％
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本節で は ，キ ャ パ シ テ ィ制約 を考慮 した採算管理 の 考え方 を提 示す る こ と を目的 とす る た

め ，工 程数は 表 5 に示す とお り， 単純化 して 3工 程 と して い る ．た とえば
， 製 品 A の ロ ッ

ト所要生産 時間［（7）行 目1は ，
工 程 P1 が 50 時 間 ，

工 程 P2 が 100 時 間，工 程 P3 が 100 時間

で あ り，
1 ロ ッ ト生 産 リー ドタ イム は 250 時間に なる ．製品 B は

， 製品 A と同様の 所要時

間で 生 産で きる．現行 ラ イ ン の 稼働率は 95％ で あ り，
フ ル 稼働 に 近い 状 態に な っ て い る ．

生産数量 は フ ル 稼働 時で 月産 2 万 9 千枚 で あ る．

　新 ラ イン の 製 品 C は
， 微細 化が 進 ん で い る の で 工 程 が 長 くな り， 1 ロ ッ ト生 産 リー ドタ

イ ム ［（13）行 目］は 300 時 間に な っ て い る ．ま だ操業 して い ない の で 稼働率は ゼ ロ で あるが ，

フ ル 稼働時 には 月産 2 万 5 千枚の 生 産が 可能で ある ．

5． 製 品戦 略 の シ ミュ レ ー シ ョ ン

　製 品戦略 の 策定は
， 既存製 品や新 製品導入 に係 る販 売価 格 ， 広告宣伝 ， プ ロ モ

ー
シ ョ ン

，

流通 政策等 を決定す る こ とで ある が
， その 意思決定 を行 うに は 中長期 的 に 自社 に どれ ほ ど

の 収益が もた ら され るか を評価す る こ とが 重要 で あ る 。 本節で は ，前述 の モ デ ル を用 い て ，

戦略要素の うち製 品の 販売価 格お よび プ ロ ダ ク ト ・ミ ッ ク ス を どの よ うに設 定す る こ とが

自社 の 利益 拡大 に よ り貢献 す る こ と にな る の か を分析 す る こ とで
， 製品戦略 の 策定 に資す

る こ と に しよ う。

5．1 戦略 パ ラ メ ー
タの 設定

　製 晶戦 略の 策定に先立 ち ， 事 業の 構造 変革に 関わ る基本戦略 と して 以下 の 代替案 を設定

す る ．

（1＞現 状 維 持 案 ：現行生産設 備 を維持 し ， そ の 制約 の もとで 製 品戦略 を策定す

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 る ．

（2）新製 品 ライ ン の投入 ：現行 製 品 B （DRAM ）の 微細 化 を進 め た製 品 C を導入 し
，

そ

　　　　　　　　　　　　 の 生産 ラ イ ン を新規投 入 した場合 の 製 品戦略 を策定 す る．

　上 記の 代 替案 に対 す る製 品戦略 を策定する には ， まず，各製品需要の 価格弾力性 を推定

する 必 要が あ る ．い ま
， 製 品 A の 年間の 価格 弾力 性 （需要 の 変化 率 1価格 の 変 化率 ）を

一1．5
， 製 品 B お よび 製 品 C の 価格弾力性 を一3 と し よ う．製 品 A の価 格弾力性 が大 きくな

い の は
， 製 品A が低速 度低消費電力型 の SRAM で あ り，用 途市場が DRAM の よ うに機能

飢餓 の 状態で は ない た め で ある ．一方， DRAM の 製 品 B お よ び製 品 C は
， 用 途市場 の 機

能飢餓 が 強 く， 価格弾力性 が非 常 に大 きい こ とが特徴 で ある ．

　製品需要の 価格弾力性 を決め る と ， 生 産 の 制約 条件の 下 で 実現 可能 な事業利益 を算 出す
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†導体 ビ ジ ネ ス の 収 益 構 造 と採算 管理 シ ス テ ム ーDRAM な どの 半導体汎 用 製 品 を中心 と して 一

る こ とが で きる ． そ の 際， 各工 程の 工 程数が キ ャ パ シ テ ィ を上 回 らな い こ とが 条件 と な

る ．

事

利

言
万
円）

12
，
000

10
，
000

8
，
000

6
，
000

4
，
000

2
，
000

匚
00

％ 一5％ 一10％　−15％ ＿20％　−25％ 一0
一2

，
000

一4
，000 製 品 B の 価 格 変化率 一

一6
，
000

500
，
000

400 ，000

300
，
000

200
，
000

0％

100
，
000

0

生
産
需
要
（
10
億
ビ

ッ

ト
）

十 販 売需 要

＋ 生産数 量

一◆一 事業利益

（1）製品 B の 価格変化率 0％ 一4％ ．5％ 一10％ 一20 ％ 一30％

（2）販売需要 240
，000264 ，000276 ，000312 ，000384 ，000456 ，000

（3）生産数量

（4）稼働率

240
，
000

　 95％

264 ，000

　 100％

264
，
000

　 100％

264 ρ00
　 100％

264
，
000

　 100％

264
，
000

　 100％

（5）M ビ ッ ト販売 単価 219 210 208 197 175 153

（6）M ビ ッ ト総原価 164 157 157 157 157 157

（7）事業利益 7
，
749 10

，
005 9

，
4276

，
540 765 一5ρ10

　　　　　　　　　　　　　 図 4． 現行 ライ ン の 収益構造

　　　　　　　　　　　製品 B の 価格 弾力性 と事業利益 の 変化

5．2　採 算分析

　新 ラ イ ン を増 設 して 製品 C を投 入す る こ との 収益 性 を評価 す る た め に
， まず ， 現行 ラ イ

ン で 生 産 を続 けた場 合 に
，

どの くらい の 収益が 得 られ るか を検討 す る．上 述の 価格弾 力性

を想 定す る と，図 4 に 示 す とお り，現 行 ラ イ ン の 事業利益 は ，製 品 B の 価 格 を 4％ 引 き下

げた とこ ろで最 大 に なるが ， そ れ 以上 に価格 を引 き下 げ る と一
転 して 事 業利益 は減少す る．

現 行 ラ イ ン の 稼働率は すで に 95 ％ に達 して お り ， 価 格 を 4 ％ 引 き下 げた 時点 で 稼働 率が
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100 ％ に 達す る． した が っ て
，

こ れ 以 上 価格 を引 き下げた と して も， 生 産能力が 対応 で き

な い ため ， 収益の 増加 に は 結び付か な い の で ある ．

　次 に ， 新 ラ イン の 導入 を考慮 に 入れ て
， 事業利益 を最大 に す る価 格変化率 と生 産販売数

量 と を非 線形計 画法
1’t− 4 を用 い て 求 め る こ とに す る． 表 6 に 非線形計画 法 に よ る プロ ダ ク

ト ・ミ ッ ク ス の 定式化 と計算結 果 を示す ． 目的 関数 は ，計画年度の そ れ ぞ れ の 年度 に関 し

て ，製品 A ，製 品 B ，製品 C の 事業利益 合計 を最大化す る 各製晶 の 価格 変化 率 と生産販 売

産 数量 （生 産 単位 は ウ ェ ハ ー枚数） を変数 とした場合の 生産所 要時間 を算出す る．各製品

の 生産所要 時間が 工 程 キ ャ パ シ テ ィ を超 えない こ とが 制約 条件 に なる ． こ の と き ， 事業利

益 は表 7 に 示す計 算プ ロ セ ス を用 い て 算出 され る．

　事業利益 を最大にす る 価格変化率は，製品A が一6％ ［（1）行 目】，製品 B お よび 製品 C が 一

27％ ［（2）行 目】とな る． こ の とき，生産数量 は チ ッ プ数換算 で
， 製品 A が 50，213 千個 ［（3）行

目】， 製 品 B がゼ ロ 個 ［（4）行 目】， 製品 C が 25
，
259 千個 ［（5）行 目］とす る結果 に な っ て い る．

驚 くべ きこ とに ，DRAM の 生 産 は ， 4M ビ ッ トの 製品 B を打 ち切 り， 16M ビ ッ トの 製品

C に 全面的に切 り替える こ とを指示 して い る わ けで あ る ．製品 B の 生産数量が ゼ ロ に な っ

た の は
， 製品 B の 微 細化度 が製 品 C よ りも 1 世代前に なる の で

，
DRAM 需 要 に 応 え る た

め に 生 産効 率 の 低 い 現行 ラ イ ン を使用 して 製 品 B を生 産す る必 要が な くな る た め で あ る

注 5

　計算の 結果，事業 利益 ［（22）行 目1は 1，779 百 万 円 とな る ．現行 ラ イン の 事業利益 は ，製

品 B の 生 産数量 が ゼ ロ に な っ た た め
，

18
，
373 百 万 円の 損失 となる が

， 新 ラ イ ン の 事業利

益が 20
，
151 百万 円生 じる た め

， 事業全 体 で は 1
，
779 百万 円の 利益が 得 られ る 。

　表 7 に 新 ラ イ ン導入 後の 製品原価 を示す ．製品 A の ビ ッ ト原 価［（28）行 目1は 873円で あ

る ．新 ラ イ ン導入前の 製品 A の ビ ッ ト原価 が 657 円で あ っ たの と比較す る と，導入後の 方

が原価 が高 くな っ て い る こ とが わ かる ． こ の 理 由は ，製 品 B の 生産 を中止 したため に製 品

A に 配賦 され る 固定 費負担 が 増 加 した た め で あ る ．
一

方 ， 製 品 C の ビ ッ ト原価 ［（28 ）行

目］は 109 円 で あ り， 新 ラ イ ン 導入前の 製 品 B の ビ ッ ト原 価が 164 で あ っ た の と比 較 して

原価 が低減 して い る ，

注 4　非線形 計 画法 は，表計 算 ソ フ トの マ イ ク ロ ソ フ ト・エ クセ ル に ソ ル バ ーとい う機 能名 で 標準 添付 されて お り，ア ドイ ン ソ

フ トの セ ッ トア ッ プ を行 えば 使用 す る こ とが で きる．本 稿 で は，非 線形 計画 を解 くア ル ゴ リズム と して，準 ニ ュ
ー

トン 法 と共 役

勾配 法の 両 方法を用 い て 計算 を行 っ て お りと もに 同 じ結 果 を 得て い る．
注 5　 生 産 キ ャ パ シ テ ィ の 制 約条件 が 複 雑 で ない と きは，生産 時 間当 り限界 利益 の 最 もた きな製 晶か ら優先 して 生産 ・販売 す る

と，原則 的 に は 利 益 を最 大に す る こ とが で きる．した が っ て ，非線 形 計 画 法 を 用い な くて も，製 品 の 単位 生産 時間 当 り限 界利益

を基 準 に して プ ロ ダ ク ト ・ミッ ク ス の 優 先順位 を決 定す る こ とが で きる．
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　　　　　　 表 6． 非線形計画法 に よ る プロ ジ ェ ク ト ・ ミッ ク ス 計算

◆問題の 定式化

　 目的関数 ；製 品別事業利益 の 合計の 最大値 を各年度 に つ い て 求め る．

　 3

　 Σy 。 、
→ 最大 化 （n ＝ 1

，
2，… 5）

　 ε＝1

　y 。 i＝ （P 。i− Vi ）　￥／
i
　M 。 i　−f。 i− s 。 t

　 　 　 　 　 　 　 ri

制約条件 ：

田 工 程 キ ャ パ シ テ ィ 制約

　　 　 0 ≦ t。 jle≦ α 丿h

［2］生産販売数量 に 関す る 制約 ：

　 　 　 0 ≦ Xnl ≦ dnl

　　　 製 品 B と製 品 C は 同
一

機能の た め ，各製品の 生 産販売数量 の 合計 が 需要 の 合計 を

　　　 上 回 らな い こ と を制 約 とす る．

　 　 　 0 ≦ κ ．n2 十 Xn2 ≦ dnl十 dnl

　上 記 の もとで ， 各年度 の x 。i ，∂p 。 i を求め る ．

◆変数 お よび 定数の 定義

　チ ッ プ生 産数量 （個） ： Xni

チ ッ プ販売価格 の 変化率 ：∂p 。 i

計画年度 ：n ＝ 1
，
2，…，5

　 製 品 区分 ：

　　 　 　　 1 ：製 品A

　　　 i ＝ 2 ：製品 B

　　 　 　　 3 ：製品 C

チ ッ プ販 売価格 ：p 。 i
＝ Pn −1i （1 ＋ ∂p 。 i）

販売 需要 ：d 。 i ＝ （1 ＋ ei ∂P 。 ∂4 見 4 ゴ

　　　 dOi ； 46 兆 ビ ッ ト，
　 do2　 ＝ 240 兆 ビ ッ ト， do3 ＝ 0

販売 需要の 価格弾力性 ：ei

　 　 　 e1 ； − 1．5，　e2 ＝＝ − 3．0，　e3 ＝ − 3．0

チ ッ プ記憶 容量 ：ri

　　　 r1 　＝・　IM ビ ッ ト，
　 r2 ＝ 4M ビ ッ ト，

　 r　3
＝ 16M ビ ッ ト

ウ ェ ハ ー当 りチ ッ プ有効取れ 数 ： Zi

　　　 21 ＝ 320 ｛固，
z2 ＝ 320 イ固，

　 z　3 ＝ 254 イ固
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　　　　　表 6． 非線形計画法に よ る プロ ジ ェ ク ト ・ミ ッ クス 計 算 （続 き）

ウ ェ ハ
ー生 産枚数 （枚） ：qni

　 　 　 ＿　Xni

　 　 q 厄
｝−

　 　 　 　 rigi

製造 ライ ン 区分 ：

　　　　 1 ：現 行ラ イ ン

　 ノ
＝

　　　　 2 ：新設 ラ イ ン

工 程 区分 ：k ＝ 1
，
2

，
3

工 程 の 製 品別単位生 産所 要時 間 ：Cih

・ ・ 繦 ii§
製 品 の 工 程別単位 生 産所要 時間 ：u 。 ik ＝ Cikq 。 i

製造 ラ イ ン の 工 程別稼動時間 ：t。 jk　＝ ・　2Cihq 。 i
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 l

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 2

（・靦 行 ラ イ・ の 工 棚 櫞 動 時間 ：t・ ・

硯 三鯛 ・ ・

（2）新設 ラ イン の 工 程別稼動時間 1 島 齢
＝ c3 碍 濾

製造 ラ イ ン の 工 程別 キ ャ パ シ テ ィ （干時間） ： α 錘

a ・k
−

［1嬲 翻 1
ウ ェ ハ ー当 り製造 変動費 ： Vi

　　 Vi ＝ 　 14 千 円 ， v2
＝ 14 千円 ， v3 ＝ 20 千 円

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 3

活動能力費 lM ・ i − 4・5 Σ u ・ ih
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 k 二1

拘束能力費の 製 品へ の 配賦額 ：fni
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 3

　　　　　　　　　　　　　　　　 7，500 Σ u 。 ih

（1）製品A ， 製品 B へ の 配賦額 ：fni　＝＝ 2 誓
1
　　　　 （i ＝ ＝ 　1

，
2 の とき）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　Σ Σ u 。 ih
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 i＝1　1e＝1

（2）製品 C へ の 配賦 額 ：f。 3
＝ 20

，
000

販 管費の 製 品 へ の 配賦額 lSni

　　， 。 、
一 掣

゜9 ・

竈 ・
，

・
，

・）

　　　　　　Σ　q 。 、

　 　 　 　 　 　 i≡1
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一

◆計 算結 果 （第 1年 度）

　第 1年度 の 事業利益 を最大化 する 価格変化 と生産販売 数量 の 計算結果 を以下 に示す．

［1］価格 弾 力 性

製　品
現 行 ビ ッ ト需要 価格弾力性 ビ ッ ト需要予測

単　価
Mbi レ円

単　価
10億 bit／円

δ価格 価格弾力性 δ需要 単　価
Mbit／円

単　価
10億 bit／円

（1）製品 A
（2）製品 B ／製品 C

540219 46，000
240，000

一6％
−27％

・1．50
−2．50

9％

68％ 鑼
50，

213
404，139

［2］販売計画／牛産計画

製　品 生産数量販売数量

10億 bit チ ッ プ 数

　千個
有 効 チ ッ プ

個／ウ ェ ハ

枚数

千枚

（3）製品 A
（4）製品 B
（5）製占占C

50213
　 　 　 0404

，13950213
　 　 025

，259
§戔8254157

，8
（6）　 合　計 454β5275471 256

（7）製 品 B ＋ C 　 404 ，139

［3］ 工 程制約条件

工程所要時間 （時間） 製造時間

PI　 　　 P2　　 　 P3 ロ ッ トL ／T 千時間

（8）現行ラ イ ン

　 （9）　 製品 A
（10）　 製品 B

−一＿＿一＿＿一一一一一＿一一一一一

（11）　 工 数計算

（12）　 キ ャ パ シテ ィ

（13）　 稼働率

　 50　　 100　　 100
　 50　　 100　　 100
P一幽一一一一齟一一，1，1r｝r冖r旧1−

157　 　 314 　 　 314
350　　 700　　 700
45％ 　 　45％ 　 　45％

　 　 　 250
　 　 　 250
−■■一一一一圏一一一■

　 　 　 785

　　 1
，
750

　 　 45 ％

　 　 785
　 　 　 　0
＿一一一一一幽一一m国

　 　 785

　 　 45％

（14）新 ラ イ ン

（15＞　 製品 C
−一一一一一一一一一一一一一一一一一

（16）　 工 数計算

（17）　 キ ャ パ シテ ィ

（18）　 稼働率

　 50 　　 150 　　 100
早一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一

　 99 　　 298 　　 199

　350 　 1ρ50　　 700
28 ％ 　 　 28 ％ 　 　28％

　 　 　 300
一圏疊一一一一r−一一一

　 　 　 597
　　 2

，
100

　 　 28％

　 　 597
π胃一一一一一一一一L

　 　 597

　 　 28 ％

［4］　事業禾1亅益

　（19）現 行製品（A ＋B）　 −18
，
373

　（20）製品 C　　　　　　　　　　20，151

（21）　合計 1，779
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表 7． 新 ラ イ ン 増設後 の 製品原 価

現 行製品

製品A 　 製品B 小　計

新製品

製品 C
合　計

（1）ビ ッ ト需要 （10億 ビ ッ ト） 50，213　　　　　 050213404 ，139 454
，
352

（2）チ ッ プ記憶容量 （M ビ ッ ト）
（3）販売チ ッ プ数量 （千個）

　 　 1　　　　　 4

50213 　　　　　 0 50，213
　 　 1625259

75
，
471

（4） ウ ェ ハ ー
当り有効 チ ッ プ数

（5） ウ ェ ハ ー生産枚数 （千枚）

320 　 　 　 　320
157 　 　 　 　 　 0 157

25499
256

（6）ウ ェ ハ ー生 産 ロ ッ ト （枚）

  ロ ッ ト所要 時間

（8）総所要 時間 （千時 間）

（9）設備稼働率

50　 　 　 　 50
250 　　　 250
785 　　　　　 0
45％　　　 0％

785

　 5030059728

％

1，381

（10）現在の 販売 価格 （円） 507 　 　 　 　 636 2，543

（11）売上高 25 ，459 　　　　　 025
，
459 64

，
221 89

，
680

（12）製造原価 （百万 円）

（13）　 ウ ェ ハ ー当 り変動 費 （干円）

（14）　 変動 費

（15）　 活動能 力費 （固定費）

（16）　 拘束能力費 （固定費）

（17）　 製造原価合計

　 　 14　 　 　 　 14
2，197　　　　　0
3

，
531　　　　　0

7
，
500　　　　　0

13
，
227　　　　　0

2，1973
，5317
，
50013

，
227

　 　 201

，
9892

，
68520

，
00024

，
674

4
，
1866

，
21627

，
50037

，
901

（18）粗利益 12
，
232　　　　　 012 ，

232 39
，
547 51

，
779

（19）販管費

（20）総原価

30，605　　　　　 0
43，832　　　　　 030

，
60543

，
832

19，39544
，069

50，00087
，901

（21）事業利益 一18，373　 　　 　 0 一18
，
37320

，
151 1

，
779

（22）製 品原価

（23）　 チ ッ プ販売単価

（24）　 チ ッ プ総原価

507 　 　 　 636
873 　 　 　 　 　 0

2
，
5431

，
745

（25）チ ッ プ利益 一366 　 　 　 636 798

（26）M ビ ッ ト原価

（27）　 M ビ ッ ト販売単価

（28）　 M ビ ッ ト総原価

507　　　 159

873　　　　 0
159109

（29） M ビ ッ ト利益 一366　　　　　0 50
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5．3　収 益構造の変化

　 さて
， 製 品戦略 の 観点か ら新 ラ イ ン の 収益性 を検討 して み よ う．図 4 に 示 した とお り，

仮に 新ラ イ ン を増 設 しな い で 現 行 ラ イン で 生 産 を継続 した とす る と
， 製品の 価 格競争力は

ど うなる で あ ろ うか．製 品 B の ビ ッ ト原価 は ，現 行 ラ イ ン で フ ル 生 産す る こ とに よ っ て

157 円 まで 低 減す る ， しか し ， 現行 ラ イ ン は既 に フ ル 操業状 態で ある ため ，単位当 り固定

費は逓 減 しきっ て お り， 歩留 りの 大 幅 な改 善 を期待 で きない 限 り，
こ れ以上 の 原価 低減は

困 難で あ る ．

　
一

方 ， 製 品 C の 新 ラ イン を導入 した場合 は
， 表 3 に 示 した よ うに ，素子 を微 細化 す る と

製造 工 程が 長 くな るの で ロ ッ ト生産 時間 は 250 時間か ら 300 時 間に 増 える もの の
， ウ ェ ハ

ー
当 り4 倍弱の ビ ッ ト数を生 産する こ とが で きる よ うに なる ．す なわ ち ， 設備の 生 産性 は

現 行 ラ イン と比較 して 実質的に は 約 3．2 倍に高 ま っ た こ と に な る．販売単 価 を引 き下 げて

販売 需要 を増加 させ た と して も，生産キ ャ パ シ テ ィ に余力が 生 じて い る た め
， その 程 度 の

生 産数 の 増加 に は十分対応 で きる は ずで あ る ．

　 表 6 の 計算結果 か ら， 第 1期 に ビ ッ ト販 売単 価 を平均 27％ 引 き下 げ る とビ ッ ト需 要 は

68％ も増 加す る に もか か わ らず ， 新 ラ イ ン の 稼働率は 28％ に 留 ま り，十分 な 生 産 キ ャ パ

シ テ ィ を保有 して い る こ とが わ か る．す なわ ち
， 第 2 期 以降 もビ ッ ト販売単価 を大幅 に引

き下 げ，強い 機能飢餓 の も とで 販売需要が 大 幅 に増加 した と して も
， 新 ラ イ ンの 場合 は 増

産が 可能 で あ り，
ス ケ

ー
ル ・メ リ ッ トに よ っ て ビ ッ ト当 りの 固定費負担額が大幅 に減少 し

，

稼働率が 100％ に な る 第 4 期 まで は原価低 減 を一．
層 進 め る こ とが で きる わけ で あ る．

　表 8 は ，新ラ イ ン を導入 した場合の 収益構造の 変化 をみ た もの で あ る ．前述 の 価格弾力

性 の も とで
， 年 度の 事 業利益が 最大 に なる よ うに非線形計画法を用 い て価 格を改訂 して い

くと
， 製 品 B ／ C の ビ ッ ト販売単価 ［（16）行 目］は，現在の 219 円か ら 5 年後に は 72 円 まで

低下 す る こ とに な る ．一
方，販 売需 要［（6）行 目］は ，

240 兆 ビ ッ トか ら 1，422 兆 ビ ッ トに増

加 し ， 約 6 倍の 成 長を遂 げ る こ とに な る ． こ の よ うな 需要 を満 た す た め に ， 生産設備 を

16M ビ ッ トの 製 品 C に 切 り替 え る こ とで ，
ビ ッ ト原 価 ［（20）行 目］は ，翌 年 は 164 円 か ら

109 円に低下 し
， 第 5 年度 に は 43 円 まで 低下 す るの で あ る ．

　こ の よ うな収益 構造 の 変化の 観点か ら製 品戦略を捉 える な らば
， 現行 ラ イ ン の ま ま生 産

を続 け た の で は
， 他 社 との 競争 に負 け る こ と に なる の は 明 らか で あ る．現行 ラ イ ン で は

，

DRAM の ビ ッ ト原価 は 157 円以 下 に は低減 しない た め
， 主力製 品の DRAM を 157 円以 下

の ビ ッ ト販売単価 で 販 売 し続け る こ とは長期 的 に は不可能 で あ る． しか し， 新 ラ イ ン を導

入 した場 合 ，
ビ ッ ト原価 は 第 5 年度 に は 43 円まで 低減 し続 ける ． こ の コ ス ト差は

， 前者

の 競 争力 を喪失 させ るの に 十分で ある と判断で きる ．
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　半導体 産業の 成功 要因 を振 り返 っ て み る と
， 素子 の 微細化 を推進す る こ とが い か に 戦略

的 な成功 要 因 と して 重 要 で ある か 改 め て 理解 す る こ とが で きる ．特 に DRAM の 場 合 は
，

製 品 に機 能的 な差 別性 が 少な く， コ ス ト優位性 が競 争力 の 源 泉で ある と言 っ て も過言 で は

な い ため
， 素子の 微細化 と販売価格の 引 き下 げを タ イ ミ ン グ良 く行 うこ とが競争優位 を持

続す る上 で 著 し く重要で あ る こ とを導出で きた わ け で ある．

　　　　　　　　　　 表 8． 新 ラ イ ン を導入 した場 合の 収益構造

第 0年度 第 1年度 第 2年度 第 3年度 第4年度 第 5年度

（1）対前年度価格変化率

（2）　 製品A 0％ 一6％ ．5％ 一5％ 一4％ 0％

（3）　 製品B ／C 0％ 一27 ％ 一26％ 一25％ ．14％ 一4％

（4）販売需要 （10億 ビ ッ ト）

（5）　 製品A 46ρ0050
，
21354

，
29458

，
18261

，
82861 β28

（6）　 製 品B／C 240，000404 ，139670 ，478 ，090 ，
5071 ，464 ，8421 ，623 ，087

（7）生産数量 （10億 ビ ッ ト）

（8）　 製品A 46，0005021354 ，
29458

，
18261

，
82861 ，828

（9）　 製 品B 240
，000 0 0 042 ，

442200
，687

（10）　 製品 C 0404
，
139670

，
4781090 ，5071 ，

422
，
4001

，
422

，
400

（11）設備稼働率

（12）　 現 行 ラ イ ン 95 ％ 45 ％ 48 ％ 52％ 65 ％ 100％

（13）　 新 ラ イ ン 0％ 28 ％ 47 ％ 77％ 100 ％ 100 ％

（14）M ビ ッ ト販売単価 （円）

（15）　 製品A 540 507 480 457 438 438

（16）　 製品B ／C 219 159 117 88 76 72

（17） M ビ ッ ト総原価 （円）

（18）　 製品A 657 873 719 590 489 404

（19）　 製品B 164 0 0 0 122 101

（20）　 製品C 0 109 78 57 47 43

〔21）事業利益 （百万円）

（22）現行製品 （A ＋ B） 7
，
749 一18β73 一13

，
006 　

− 7
，
762 一5

，
134 一3，693

（23）製 品C 020
，
15126

，
0543321640

，
79841

，
510

（24）　 合　計 7
，
7491

，
77913 ，04825 ，

45335
，
66337

，
817
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半導体 ビ シ t’ス の 収 益構 造 と採 算 管理 シ ス テ ム ーDRAM などの 半導体汎用製晶 を中心 と して 一

5 ．4　設備投 資の 経 済性分 析

　素子 の 微細化の 進ん だ製品 C の た め に 新 ラ イ ン を導入す る こ との 経済性 を評価す る ．仮

に 前述の 方法 で 中長期的 な利益 を最 大 に す る方 策を と っ た と して も，相当な設備投資を必

要 とす る た め，投資の 経 済性 を評価 す る必 要 が あ る 。

　投資 の 経済性 を評価 す る には ，追 加投資 に対 する リ タ
ー

ン と して の キ ャ ッ シ ュ フ ロ
ー

増

分 の 現在価値を比 較すれ ば よい ．例 え ば
， 新 ラ イ ン の 導入 に よ っ て ，追加の 設備投資が発

生 す る．新ラ イ ン 導入後 に 製品 C を生 産す る と ， 投資 に対す る リ タ
ー

ン として ， 製品C の

販売収益 を得 る こ とが で きる ． その
一

方で
， 製 品 B の 生産 を打 ち切 る とす る と

， 現行 ラ イ

ン に よ っ て 生産す る 製品 B の 販 売収益 が 減少す る． こ の よ うな収益 費用 の 変化 をキ ャ ッ シ

ュ フ ロ ー
で 捉 える わ け で あ る ，

　　　　　　　　　　　　 表 9． 新 ラ イ ン 増 設の 経済性の 分析

　 ◆現状維持の 場 合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百 万円）

第0年度　 第 1年度 　 第2年度 　 第3年度 　第 4年度 　第 5年度

（5）営業キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー 0　　　　− 566　　− 11 ，
539 　 − 19

，
335 　−22

，
280　−23

，
378

◆新 ラ イ ン を増設 し た場合 （百万 円）

第0年度　 第 1年度　第2年度　第3年度　 第4年度　 第 5年度

（6）事業利益

（7）投資 コ ス ト

1，779　　　13，048　　　25，453　　 35，663　　　37，817
15，600　　 15，600　　　15，600 　　15，600　　　15，600

（8）営 業稼得資金　　　　1
（9）投 　資　　　　　　　

170

，
00017

，37928 ，64841 ，0535126353 ，417

10）営業 キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー 一70，00017 β7928
，
64841

，
05351

，
26353

，
417

11）営業キャ ッ シュ フ ロ
ー
差額 一70

，
00017 ，94540 ，18760 ，38873 ，

54476
，
794

12）正 味現 在価格 111，646

13）IRR 52 ％

　表 9 は，経 済性分析の 結果 で ある ． まず，販売収益 を予測 す るた め に
， 中長 期的 な製 品

戦略 シ ナ リ オを考 える 必 要が あ る ．現行 ラ イン の 稼働 率 は すで に 95％ に達 して お り， こ

れ 以上の 原価低 減 は 不可能で あ る ．
一

方 ， 競 合他 社が製品 C と同等製 晶の 販売 を 開始す る

な らば
， 販売数 量 を拡大す る た め に ビ ッ ト販売単価 を 引 き下 げて くる こ とが予 想 され

， 自
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社 も同様 の 価 格で 追随せ ざる を得 な くな る で あ ろ う．

　したが っ て
， そ の よ うな状 況下 で

， 現行 ラ イ ン か ら得 られ る で あろ うキ ャ ッ シ ュ フ ロ ー

に対 して新 ラ イ ン を導入 した場合に得 られ るで あ ろ うキ ャ ッ シ ュ フ ロ ー との 差額が キ ャ ッ

シ ュ フ ロ
ー

の 増 分 ［（12）行 目］で あ り， その 現在価値 が投資に 見合 う もの で あ る か ど うか を

評価すれ ば よ い ． も し採算が 合 えば
， 投資 を行 っ た ほ うが よ い わ けで ある ．

　新 ラ イ ン を導入 した場 合の 販 売価格 と して は ，表 8 に示 した非線形 計画法の 計算結果 に

基づ く価 格を用 い る こ とにす る．新 ラ イ ン を導入 しな い 場 合の 収入の 推 移は ，既 存ラ イ ン

が フ ル 操 業時 に生産 で きる 生産数量 に年度 の 販 売価 格予測 をか ける こ とで 算出で きる ．販

売価 格予測 は
， ［表 8（16）行 目］に 示 した とお り ， 競 合他 社 が新 ラ イ ン を導入 した場 合の 予

測値で あ る ．新 ラ イ ン を導入 した場合の 事業利益 は 俵 S（24）行 目］に示 した とお りで あ る

注 6
．

　新 ラ イ ン の 投資 額 は
， 線 幅 が O．5 ミ ク ロ ン の 微細加 工 技術 を使 い

，
8 イン チ ウ エ ハ

ー
で

月産 2 万 5 千枚 の 生 産 能力 を持 たせ る に は お お よそ 700 億 円程 度 の 設 備投 資が必 要 に な る

とす る ．投資額 に対 する リ タ ー ン の 増 分 の 正 味 現 在価値 を求め る と 111
，
646 百 万 円 ［表

8（13）行 目1とな り， 投資 を行 っ た ほ うが よ い こ とが わか る ．

5．6　生産性 向上 の た めの 不 採算製 品の 峻別

　生 産設 備の 投資効率 の 向上 に 貢献 しな い 採算性 の 低 い 製 品 を生 産 し続 ける こ とは，生 産

キ ャ パ シ テ ィ を浪費 して い る こ とに な る． した が っ て
，

そ の よ うな製 品は廃止 して 他の 有

望 な新製 品の た め に生 産能力 を割 り当て る た め に も， 不採算製品 を峻別 する こ とが 重要 で

あ る ．本稿 の 採算管理 シ ス テ ム は
， 非 線形計画法 を用 い て プ ロ ダ ク ト ・ミ ッ ク ス を算出す

る た め
， 不採算製品の 峻別を 自動的に行 うこ とがで きる ．そ こ で

， 前節の 数値例に お ける

プロ ダ ク ト ・ミ ッ ク ス の 計算結果 を具体的 に 考察 して み よ う．

　プ ロ ダ ク ト ・ミ ッ ク ス の 計算 結果 は
， 表 8 に 示 した通 りで あ る．製 品 C の 導入 に と もな

い
，
DRAM の 生産 は

， 製品 B の 生産 を打 ち切 り， 新 ラ イ ン に お い て製 品 C だ けの 生産 に

シ フ トす る こ とに な る ． しか し
， 第 4 年度 に は

， 新 ラ イン の 稼 動率 が フ ル に な る の に伴 い
，

旧 ラ イ ン の 余剰能力 を利用 して 製 品 B の 生 産を再 開す る． また ，製 品 A は全部 原価 計算で

は赤 字製品で あ る が 生 産 を継続 す る ．

　採算性 の 観点か ら考察す る と
，

生 産能 力に 余力が あ る な らば
， 製品 の 限界利益 （販 売価

格か ら変動費 を差 し引い た値） が プ ラス で あ れ ば ，短 期 的に は生 産 した方が 利益 が増 え る

注 6　投 資経 済性 の 妥 当性 を さ ら に厳 密 に 評 価す る に は ，営 業規 模 が 拡 大 す る こ と に よ っ て正 味 連 転 資本 が 増加 す る の で ，その

増 分 を投 資 と して 考 慮 す る 必 要が あ る ．また ，評価 すべ き代 替案の 一
つ と して ，現 行 設 備 の 生 産 能 力 を単 純 に 増 加 す る場 合 ど の

比 較 を行 うこ と も有 意義で あ る．
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半導 体 ビジ ネ ス の 収 益構 造 と採算 管理 シ ス テ ム ーDRAM な どの 半導 体汎 用 製 品 を中心 こ して
一

し
， 中長期 的 に は 「貢献 利益」 （限界利益 か ら活動 能力費 を差 し引 い た値 ）が プ ラ ス で あ

れ ば生 産 し続け た方が利益が 増 える ．製品 B の 生 産 を直 ち に打 ち切 るの は ，製品 B よ りも

微細 化 の 進 ん だ製 品 C の 新 ラ イ ン で 生 産販 売す る方が 限 界利益 が 大 き くよ り多 くの 事業利

益 が 得 られ る た め で あ る ． したが っ て
， 新 ラ イ ン の 生 産 キ ャ パ シ テ ィ が フ ル に な る 第 4 年

度 まで は
， 新 ラ イン を優先 して 活用 するの で ある ． しか し， 第 4 年度以降は

， 新 ラ イ ン の

稼動率が フ ル に な る の で
， 旧 ラ イ ン で 製品 B の 生 産 を再開す る こ とに な る 俵 8（9）行 目】、

製品 B の 生 産 を再 開す る理 由は
， その 時点 で 製 品 B の 貢献利益 が 依然 と して プ ラ ス で あ る

た め で あ る ．製 品 A の 生 産 数量 は
， 第 4 年 度 まで は増加 させ る 結果 に な っ て い る ［表 8（8）

行 目】が ， そ れ は ，製 品 B を廃止 す る こ とに よ っ て 現行 生 産 ラ イ ン に 製 品 A を生 産す る余

力が 生 じ ， か つ
， 中長期 的 に製品 A の 貢献利益 が プ ラス で あ る た めで あ る ．

　期 間損 益 の 観 点 か ら考察 す る と
， 製 品 C が 製 品 B にか わ っ て 収 益 の 柱 とな る ．製 品 A

は 全部 原 価計算 上 は 赤 字製 品で あ り［表 4（29）行 目］，新 製品 C を導入 した場 合 は そ の 製 品

原価 は さ らに 高 ま り［表 8（18）行 目1， 製 品 A の 赤字 も大 き くな る ［表 7（29）行 目］．製品 A の

製品原 価が 高 くな る の は ，現行 ラ イ ン で 製品 B の 生 産 を 中止 した た め に ，製品 A の 単位 当

り固定費負担が 増加 した た め で ある ．拘束能力費の よ うに 製品政 策を変更 して も総額 が 変

化 しな い 固 定費の 占め る割 合が 大 きい 場 合 は
， 政策変 更 に よ っ て 配賦 率が 変 わ る こ とに よ

っ て
， 製品の 採算性を歪 め て見せ る結果 に な るわ けで あ る．

　多 くの 経営者は，現在赤字の 製品 を増 産す る こ と に抵抗 を感 じる はずで あ り， 増産 した

結果 ，そ の 製品原価 が ます ます高 くなる とした らなお さ らで あ る ． しか し，採算管理 の 視

点は ， プ ロ ダ ク ト ・ミ ッ クス が 変われ ば，製 品の 収益性 も変化す る点 に注意 を向け る こ と

で あ り，
プ ロ ダ ク ト ・ミ ッ クス の 変 更 に伴 う中長期 的な収益構 造 の ダ イナ ミ ズ ム を明 確 に

す る こ と に ある ，本当に 問題 視すべ き製晶は ，事業利 益の 増 加に 貢献 しな い 製 品で ある ．

そ れ は
， 前節で 提 示 した 採算分析 を行 っ て も 「貢献利益」の 増加に 寄与 しない 製品で ある ．

そ の よ うな 製品は ，本 当に採算性 を圧 迫 して お り，か つ ，生 産 キ ャ パ シ テ ィ を浪費 して い

る 製品 で ある ． した が っ て
， 生 産 を廃止 すべ き対象 と判断す る こ とが で きる の で あ る ．

6． 結 　 　論

　本稿 は
，

主 と して DRAM な どの 汎用 半導体製品 の 製品原価 が需要の 機能飢餓の 下 で 急

激に低減する メ カ ニ ズ ム を明 らか に した 。 さ らに
， 半導体 事業 の 成功 要因 を設定 した上で

，

そ れ ら に立 脚 した 製 品戦 略の 意思 決定を支援す る採算管理 シ ス テ ム の 考 え方 を提 示 した．

　本稿の 採算管理 シ ス テ ム は，基 本戦略 の 代替案選定お よ びその 製 品戦 略策定 に 資す る 以

下 の 情報 を提 供す る ．
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2

3

4

5

6

中長期的 な製品原価 の 低減傾向や 収益構造の ダ イ ナ ミズ ム を把 握す る ．

戦略 シ ナ リオ を作成す る際の 基本情 報 と して ，戦略代替案の 需要動向 ，
ビ ッ ト単価の

推移 ， 期 間損益 の 推 移 とい っ た戦略パ ラメ ー タの シ ミ ュ レ
ー

シ ョ ン を行 う．

不 採算製品の 峻別 を非線形計画法 を用 い て 自動 的 に 行 う．

製品別収益構造を分析する た め に
， 活動能力費 と抱束能力費 とを分離す る．

戦略代替案 の 中長期的 なキ ャ ッ シ ュ フ ロ
ー

を推計 し ， 投資 の 経 済性 を評価 す る ．

期 間損益 の 観 点か ら
， 中長期 的 な財務指標 へ の 影響 を把握す る．
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A  Profitability Management  System  for
           Semiconductor  Business

Hiroyuki Mita  
"

                              Abstract

  Many  executives  in the  semieonductor  business frequently question whether  tra-

ditional product  costing  information  is usefuI  for product  strategy  formulation, par-

ticularly  in deciding  
"real

 profitability" of  the products. Semiconductor product

cost  (fu]1 cost)  weuld  dynarnically decline when  a  synergy  effect  of  the two  unique

factors is expected;  huge potential demand  with  high price elasticity,  and  micro

process manufacturing  teehnology  that would  reduce  the chip  size.  Therefbre, no

matter  how  precisely the product  cost  is calculated,  it would  not  be  relevant  to

deciding the product  strategy  and  a  future profitability of  the product. From  a

produet  strategy  point of  view,  it is very  important  to undeTstand  the  dynamics  of

product  profitability structures  and,  therefore, establish  managetnent  systems

which  provide such  information.

  This  paper  first reveals  the mechanisms  of  how  semiconductor  product  cost

would  dramatically decline with  its unique  characteristics.  Then  discussion tums

toward  the development of  a  profitability management  system  which  supports  for-

mulation  of  product  strategy  by  understanding  the  behavior of  short-term  and

long-term profitability structures.  The  new  system  provides strategic  decision sup-

port information including estimated  changes  in product  costs  and  optimized  price

setting  for each  strategy  alternative,  product  mix  that wi}1  maximize  long-term

prefit, and  ecenomies  of  the new  product  line investment.
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事例研究

　　大手 ス ー パ ー の 構造変革 と

マ ネ ジ メ ン ト ・ シ ス テ ム の 再構築

竹内　祐二 ＊

〈 研 究要 旨〉

　 戦後 の 日本経 済の 復 興 期 に小売業 の 新 興勢力 と して 登場 した 大手 ス
ーパ ー

各社 は，

高度成長の 波 に 乗 っ て ま た た くまに 大企業 の 仲 間 入 りを果 た した ． しか し ， 1980 年代

前 半に な る と
， 景気 後退の 影響や 新 た な業種 と の 競 合 な ど に よ り， 業界全体 の 業 績は

急速 に悪化 し，い わ ゆ る
“
ス

ーパ ー
冬の 時代

”
を迎 えた．

　大手 ス
ーパ ー

各社 は，環境変化に対応 する た め に業務改革 （通称 業 革
”
）と呼ば れ

る構造改革運動へ の 取 り組み を開 始 し，危機的状況 は 回避す る こ とが で きた ．しか し，

業革後 の 各社 の 業 績 を見 る と
， イ ト

ーヨ ーカ 堂 だ け が ずば抜 け て 高収益 体質 と な っ て

い る が ， 例 えば ダ イエ ーは イ トー ヨーカ 堂ほ どの 成果は得 られて い ない ．

　 本稿 は ，業 界 を代表す る イ ト
ー

ヨ ーカ 堂 と ダイ エ
ー

の 2 社 を対比 させ る こ と に よ っ

て ，大手 ス
ーパ ー

の 業革運 動の 経 営 的な位 置づ け と，高収益 を可能 に す る マ ネジ メ ン

ト
・シ ス テ ム の 解 明を目的 として い る ．

　第 1 節 で
， 問題意識 を明確 に した うえで ，第 2 節 で は ，大手 ス

ーパ ー
の 急成長 を可

能 に した環境条件 と経営戦 略 ，
お よ び戦略実行 の た め の マ ネ ジ メ ン ト ・シ ス テ ム を分

析 し て い る ．第 3 節 で は
， 大手 ス

ーパ ー
の 収益 力を直撃 し た 環境 変化 を整理 す る ．第

4 節で は
， 計数モ デ ル を使 っ て

， 業績低迷 の メ カ ニ ズ ム を解明す る．そ して ，第 5節及

び 第 6 節 で は ，イ ト
ー

ヨ
ー

カ堂 の 高 収益 体質 は ど の よ うに 構 築 され た の か を分析 し，

大手 ス
ーパ ー

の 業革運動の 本質に迫 っ て い る．

〈 キーワ ー ド〉

荒利益率 （粗利益 率），大手ス ーパ ー
，オ ペ レ

ー
シ ョ ナ ル ・コ ン トロ

ー
ル ，業績評価 ，

業務改革，在庫 管理 ，単 品管理，中央集権型組織，マ ネジ メ ン ト ・シ ス テ ム

1997年 6 月 受付

1997年 7 月 受理
寧 株式 会社 　 ジ ェ ム コ 日本 経営 　経 営 戦略 事業部
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1． は じめ に 一
間題 提起 一

　 「業務改革」 と い う言葉 は今 日で は ，　 般 的な経営用語 と して 使わ れて い る が，筆者の

知る 限 りで は
，

こ の 言葉 を掲げて
， 本格的な構造改革運動 に取 り組ん だ の は イ ト

ー
ヨ

ー カ

堂 （以下 ヨ
ー

カ 堂 ）が 最 初で あ る ． 1982 年か ら開始 され た ヨ
ー カ 堂の 業務 改革 は め ざま

しい 成果 を上 げ ， 小売 り業界 の み な らず ， 産業界 の 話題 とな っ た ，低成 長期 を迎 えて ，利

益 が 低迷 して い た各企 業 は， ヨ ー カ堂の 成功事例 に注 目 し， ヨ ー カ堂 に続け とばか りに社

内改革運 動 を展 開 した の で あ る。

　 しか し ， そ もそ も業務改革 とは
一
体何だ ろ うか ？　 業務改革 とは

， 仕 事の や り方 を抜本

的 に 変 え る こ と だ
，

と い う よ うな概念 論 や ，
POS シス テ ム な どの 情報 技術 の 手法論 と し

て 見 る限 り， その 本質を と らえ る こ とは難 しい の で は ない だろ うか ？

　本稿の 第 1 の 目的は ，大手ス ーパ ー各社が取 り組ん だ業務改 革運動を経営 戦略の 次元 で

と らえる こ とに よ っ て
， その 本質 を明 らか に す る こ とで あ る ．

　 そ して
， 第 2の 目的は

， 大手 ス
ーパ ー

に おけ る 有効 な マ ネジ メ ン ト ・シ ス テ ム とは何 か

を，業績不振 と回復 の メ カ ニ ズ ム の 解明 に よ っ て 明 らか にする こ とで あ る． ヨ ー カ堂 に続

い て 業務改革運動 を展開 した
， ダイエ ーな どそ の 他の 大手ス

ーパ ー
各社 の 成果は

， 必 ず し

も大 き くなか っ た ． こ れ を分析 ・検討 した小売 関係 の 専 門誌 に は
，

ヨ ー カ堂 と他社 を比較

して ，店 舗立 地 や 規模 ， 商 品構成 の 違 い ， マ
ーチ ャ ン ダ イ ジ ン グ （商品 仕入 れ ）の 違 い

等々 が指摘 され て い る が ， 十分 に説 明 し きれ て い ない の で は な い だ ろ うか ．

　なお
， 本稿で は

， 問 題 の 本 質 を浮 か び上 が らせ る た め に
， 大手ス

ーパ ー
の 中で 特徴 の 際

だ っ て い る ヨ ー
カ堂 とダ イエ ー を比 較 しなが ら

， 分析 を進 め る 方法 を採用 して い る ．

2。 大手 ス ー パ ー の 誕生 と高度成長期 の 経営戦略

　大手ス
ーパ ー

の 成長の 背景に は ，購買意欲 に富ん だ消費者の 支持 と，大量生 産の 受 け皿

と して 新 しい 小 売 り形態 を求め た メ
ー

カ
ー

の 期待 が あ っ た．本節 で は
， 大手 ス

ーパ ー
の 急

速 な 成長 を可 能 に した時代 背景 と経営戦 略 ，
お よび マ ネ ジ メ ン ト ・シ ス テ ム の 特徴 を整理

す る ．

2．1　大手ス ーパ ー の 登場

　ス
ーパ ー

マ
ー

ケ ッ トは
，

1930 年代 の 米 国で ，食 品 を低価 格で セ ル フ サ
ー ビス 方式 に よ

り販 売す る小売 り業態 と して 開発 さ れ た ． 日本 に も 1945 年以 降 ， 「ス
ーパ ー

マ
ー

ケ ッ ト理

論」が 紹介 され ， 1953 年 に紀 伊国屋 が 東京 青山 に 開店 した 店が 日本 の ス
ーパ ー

マ
ーケ ッ

トの 第 1号店だ と言 わ れ て い る．
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大 手ス ・一パ ー一の 搆造 変 革 とマ ネジ メ ン ト ・シ ス テ ム の 再 構 築

　昭和 30 年 代 （1955 年 〜）に 人 る と， 日本経済 は 「もはや 戦後で は な い 」 （1956 年経 済

白書） と い う言 葉 に 象徴 され る よ うに
，

1 人当た り所 得 ，
1 人当 た り消 費は 戦 前の 水準 を

回復 した ．その 後 ， 神武景気， 岩戸 景気 を迎 えて
， 日本経済 は は っ きりと高成長 の 軌跡 を

辿る よ うに な っ て い っ た ．

　メ
ー

カ
ー

の 生 産 力 と
， 消 費者 の 購 買 力が 高 ま っ て い る に もか か わ らず ， 昭和 30 年代 の

小売 業は
， 肉屋 ， 魚屋 ，

八 百屋 ，酒屋 ，
… とい うよ うな町の 零細小売 店 と

， 特別 な 日に 買

い 物 に行 く都会 の 百 貨店 が 主 流 で あ り，消費者 を十分 に満足 させ る もの で は なか っ た ．零

細小 売店 と百貨店 は ，
い ずれ も対 面方式の 販売 で あ り，お 客 に よ っ て 値引 き額が 変 わ る こ

と もあ っ た ．

　そ うした 中で
， 店 員 に 煩 わ されず に 自由に商 品 を選べ

，
どの 客 も公平 な値段 で 購 買 で き

る ス ーパ ー
マ

ーケ ッ トは ，消費者 に新鮮 に 映 っ た． しか も
， 価格が 従 来の 小 売店 よ りも安

か っ た の で
，

ス
ーパ ー

マ
ー

ケ ッ トは 消費者 に支持 され ， 新 規参入 が 相次 い だ ．

　その 中で ダ イ エ ー
，

イ トー ヨ ー カ堂 （以 下 ヨ ー
カ 堂 ），

ジ ャ ス コ
， 西友 ，

ニ チ イ （現 マ

イ カ ル ）な どの 大 規 模企 業群 は ， 当初 か ら多店舗 に よ る全 国展 開 を指 向 して お り ， 商 圏 を

淀 地域 に 限定 した ロ
ー カ ル ・ス ーパ ー

マ
ーケ ッ トとは一

線 を画 した企業 群で あ っ た ． こ

こ で は
， 前者 の 企 業群 を 「大手ス ーパ ー」 と呼 ぶ こ と に す る．

　大手ス ーパ ーは ，昭和 40 年代 の 高度 成 長経 済 を背景 に ，人 口 の 都 市集 中化 とモ ー タ リ

ゼ ー シ ョ ン 化 に対応す る 形で
， 衣料 品 ， 耐 久消費財 へ の 品揃 え拡大 ，店舗 の 大型化 ，出店地

域の 拡大 に よ っ て 急成長 を果 た した ．図 1 に 前述 の 大 手ス
ーパ ー 5 社 の 成 長推 移 を示す．

40
，
000

士
30，000

窒
高

億 20，000

巴

10
，
000

0

800

600

　 　店

　 　舗
400
　 　数

200

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 0
1960 年　　　1965 年　　　1970年　　　1975年　　　1980年

　　図 1．大 手ス ーパ ーの 成長規模推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 出典 ）文献 ［2］か ら集計

　 注 ：合併前の ジ ャ ス コ の 売上 高 ・店舗数は オ カ ダヤ の 数値を採用
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2．2　量追求の 成長戦略

　高度成長時代 の 大 手 ス ーパ ー は，経営手 法の 多 くを米国か ら学 ん で い た ．すな わ ち ， 日

常品の 大量仕入 に よ っ て 仕入 れ コ ス トを削減する とと もに ， セ ル フ サ ー ビス の 販 売方式に

よ っ て 販売 コ ス トも抑え
， その コ ス ト削減効 果 を売価 に 反映 させ て

， 集客力 を強化 す る こ

と を基本 的な考 え方 と して い た ．当時 の 成 長戦略 を総括 す る と， マ ス ・マ ーチ ャ ン ダ イ ジ

ン グ と大量 出店 の 2 本柱だ と言 えよ う．

　 マ ス ・
マ

ーチ ャ ン ダ イジ ン グ とは ，単品 を大量 に仕入 れ る こ と に よ っ て メ
ー

カ ー に対す

るバ イイ ン グ ・パ ワ
ー を強め ， 仕入 れ価格 の 低減 を図 ろ うとす る もの で あ る ．新興勢力で

ある 大手 ス ーパ ーが メ ー カ
ー

に 対す る 価格 交渉力 を強め る に 従 っ て
，

メ ー カ ー との 軋轢 も

生 じて い る ．そ の 典 型 的 な 例が ， 1967 年 に ダ イ エ ーが ナ シ ョ ナ ル 製 品 の プ ラ イ シ ン グ

（価 格設定） を ヤ ミ再販 だ と して松 下 電器 を訴 え た こ とで あ る． こ の 出来 事 は
， 大 手ス

ー

パ ー
の メ

ー
カ

ー
に対す る発言力 が 強 ま っ た こ との 証 だ と報 じられ た ，

　 店舗 を増や せ ば増 や すほ ど大量仕入 れ の メ リ ッ トが大 き くな るた め ，大手 ス
ーパ ーは積

極 的に 店舗 の 数 と規模 を拡大 して い っ た ，周辺 の 中小小 売店 を保護す る た め の 「大規模小

売 り店舗法」 （1973 年制定）に よ り， 出店の 規制 を受けは した もの の
， 大手ス ーパ ー

各社

の 出店の 勢 い は 落 ちなか っ た ．

　多店舗展 開 を ス ム ーズ に行 うため に は ，店舗 の 標準 化 と店 内作業の 標準化が不 可欠 で あ

っ た．店舗 の 標 準化を行 うこ とに よ っ て ，店舗建 設 を短期 間 に行 うこ とが 可 能 に な り，店

内什器 ・備品の ま とめ 買い に よ る コ ス トダ ウ ン も期待で きた ． また
， 店内作 業の 標 準化 に

よ っ て ，店長や 管理職の ス ピー ド育成や 配置転換 を容易に する と ともに ， パ ー トタ イ マ
ー

へ の 作業の 置 き換えを可能に した の で ある ，

　
一

方，新規出店に は資金 も必 要で あ っ た．大手ス ーパ ー の 中で は ， ダ イ エ ーの 資金調達

の 方法 が 特徴 的 で ある ． ダイ エ
ー

は ， 出 店候補地 を地 価が 安 い うちに購 入 して お き， 出店

に よ っ て 店舗 周辺 の 地価 の 上 昇 に よる 「含み 資 産」 を増や して きた ． その 含み 資 産 を担保

に 銀行 か ら資 金 を調 達 し ， 新 た な出店候補地 を確保 して きた の で あ る ．

　 こ の 時代 の 成 長戦略 の 基 本 で あ る マ ス ・マ
ーチ ャ ン ダ イ ジ ン グ と大量 出店 は

“
量 の 追求

”

に 他 な らず ， そ の 前提条件は 大量 仕入 れ を大量消費が 支 える 図式が 成立 する こ とで あ っ

た ．

2．3　中央 集権型 の マ ネ ジメ ン ト ・ シ ス テ ム

　 高度成 長期 は売 上 の 増 大 に 努 め さえ す れ ば 全て が うま く循 環 して い た 時代 で あ っ た か

ら ，
マ ネ ジ メ ン ト ・シ ス テ ム も， そ れ に マ ッ チ した集 権型 の もの で あ っ た ．米 国で 誕生 し
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たチ ェ
ー ン ス トア理 論 の 根底 に は

，
チ ェ

ー ン ス トア は少数の 意思決定者 と
，

マ ニ ュ ア ル で

動 くワ
ー カー

に よ っ て運 用 で きる とい う思 想が 流 れ て い た ．

　1969 年 に売上高 1000 億 円を達成 し，名実 ともに大 企業 とな っ た ダ イ エ
ー

の 組織は 図 2

の 通 りで ある ．他 の 大手 ス
ーパ ー

各社 もほ ぼ 同様 の 中央 集権 型の 組織構造 で あ っ た．

　組織構造 図的 に は 店舗が ラ イ ン で
， 本社 各部が ス タ ッ フ の よ うに 見えるが

， 商品仕入 れ
，

販売促進 ， 新規出店 ， 店舗改装 などの 主要な実行戦略の 立 案 と決定は 本社部門で 行わ れ て

い た ．特 に ， マ ス ・
マ

ーチ ャ ン ダ イ ジ ン グ を進 め る うえで ，本社 商 品 部に よ る セ ン トラ

ル ・バ イ イ ン グ （
一
括集中仕入 れ ）は不可 欠 で あ っ た． そ の 意味で は，商品部 は ラ イ ン を

直接 コ ン トロ
ー

ル す る 役割 を持 っ て い た と言 えよ う．

區

図 2 ． 1969 年当時 の ダ イ エ
ー

組織概略

　　　　　　　　　　　　　　　出典） ダ イ エ ー
広報資料 を加 工

　 また
， 全社 の 利益 管理 と管理 会計 は

，
ほ ぼ 当初 か ら商 品別 と店舗別 の マ トリ ッ ク ス 型 で

行 わ れ て い たが
， 売 上 高が 店舗 の 運 営 コ ス トを上 回 る 勢 い で 大 幅 に伸 び て い た の で

， 商 品

別の 売上 高 と売上 高 総利益 （荒利益 高）を コ ン トロ ー
ル で きれ ば十分で あ っ た （注 ：小売

　 　 　 　 　 　 　 　 　 あ ら　L
） えき

業 界で は粗利益 を 「荒利益 1 と表現 す る こ とが 多 い ）． したが っ て ，商品部 が 実 質的 な プ

ロ フ ィ ッ ト ・セ ン ターの 機能 を果た して い た ．

　 もち ろ ん
， 店舗側 に も売上

， 荒利益 高 の 年度別 の 達 成責任 は 課 さ れ て い た が ， 当時 は 売

上 高 さ え伸 ばせ ば荒利高 は 確保で きる よ うな状 況 に あ っ た ． した が っ て
， 店長 は個別 商品

ご との 細 か い 管理 よ りも， 店合計 の 売上 高達成 に 目 を向 けが ちで あ っ た ．当時の 部 門評価

の 尺度 は ，商品部，店舗 と も売上 高 に つ き る と言 っ て も過言 で は なか っ た ．

49

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assoolatlon 　of 　Management 　Aooountlng

管理 会計学 第 6巻第 1号

2．4　本社 主 導の オペ レ ー シ ョ ン ・ サ イ クル

　
ー

般 に
， 大 手ス ーパ ー は 図 3 の よ うな オ ペ レ

ー
シ ョ ン ・サ イ ク ル で 業務が 行 わ れ て い

る ．

　商 品仕 入 れ計 画段 階で は
， 本社 商 品部が メ

ー
カ

ー と交 渉 しなが ら季節 ご との 販 売商 品 ，

特 売商品 の 総量 を決定す る ．次 に
， 仕 入れ た商 品の 店 舗 ご との 投 入量 を決定す る わ けだ が

，

当時は， こ の 段階で 店 ご との 特性 （来店客層 ， 競合環境等）を細か く考慮する こ とは行 わ

れて い なか っ た ．

　店舗側 で は
， 本 社商 品部 の 計 画 に 基づ い て 入荷 した 商品 を

， 指示通 りに 陳列 し
， 販売 を

行 っ て い た ．商品販売 ス ペ ー
ス ，陳列方法，在庫処分 方法，値下 げ額 と時期な ど は商品部

か ら指示が 出 さ れ ，店舗サ イ ドの 裁量権 は小 さか っ た ．本社 商晶部主導 で オ ペ レ ー シ ョ

ン ・サ イク ル が 回 され て い たの で あ る．

「

1　

　
1L

壁廴＿ ＿一＿一＿＿ ＿一一一．．　一．一＿一＿＿ ＿ 一一一＿一＿＿ 一」

図 3． オペ レ
ー

シ ョ ン ・ サ イ クル

3． 大 手ス
ーパ ー の 収益力を直撃 した構造的な環境変化

　日本経済全体が高 度成長期 か ら低 成長期 に移行 す る 中で
， 大手ス ーパ ーの 経営戦略は ，

や が て 大 きな変革期 を迎 えた．本節 で は
， 大手ス

ーパ ーが 戦略転換 を迫 られ る背景 と な っ

た 環境変化 を整理す る ．
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3．1　高 度成長 の 終焉

　 「日本列島改造」 ブ ー
ム に 乗 っ て ダ イナ ミ ッ ク に 成 長 して きた 日本経 済 も

，
1971 年の

ニ ク ソ ン シ ョ ッ ク に よ る円 切 り上 げ， 1973 年 の 第
一次オ イ ル シ ョ ッ ク を境に ，中成長 か

ら低成 長 期へ の 転換 点 に 差 し掛 か っ て い た ．

　 1980 年代 初期 に は ，米国 ，欧州主 要 国 （独 ，仏 ，英 ，伊 ） と も経 済不 況 を迎 え， 日本

も ， 1980 年か ら 3 年 間 に及 ぶ 景気後 退 と な っ た ． 1 人当 た り国民所 得 の 伸 び を 見 る と
，

1956 年か らほ ぼ 2 桁の 成長率で 伸びて きたが ， 1979 年 に戦後初 め て の マ イナ ス 成長 と な

り， そ の 後 1981 年 ， 1982 年 と連続 して 前 年割れ の 伸 び に と ど ま っ て い る。

　 こ の 景気後退 は大手 ス
ーパ ー

の 業績 を直撃 し， ダ イ エ
ー

， ヨ ー カ堂 を は じめ とす る大手

ス ーパ ーの ほ とん どが 1982 年度 （昭和 57 年度 ）決算 で 減益 とな り， 大手 ス
ーパ ー

に冬の

時代が 来 た と言 わ れ た ．

　業績 悪化 の 表 面的 な現象 は
， それ まで 年率 2桁 の 勢 い で 伸 び て きた既存店の 売上 高の 伸

び が 1ヒま っ た こ とで あ っ た． そ の 根底 に は ，大手ス ーパ ーの 成長 を阻 む構造 的な環境 変化

が 進行 して い た の で あ るが
， 各社 は まだそ の こ とに気づ か ず ， 売 上高 の 伸 び 悩み は

， 冷夏

や 暖冬 とい っ た天 候不順 に よる
一

過性 の 原 因 だ とい う認識 しか なか っ た の で あ る ．

3．2　構 造的 な環境 変化 の イン パ ク ト

　第 1 の 構造的 な環境 変化 は
， 消費構 造の 変化 で あ る ．表 1 の 総理府統計 局の 家計調査 を

見 る と
， 消費 支出は 「モ ノ 」か ら 「サ ー ビ ス 」へ とそ の 比率が推移 して い る こ とが分か る ．

大 手 ス ーパ ーの 主 力商品 で あ る 生活必 需 品へ の 支出比率 は年 々 低 下 し
， 替 わ っ て 教育 ， 娯

楽，外食 な どサ
ー ビス 関連 へ の 支出が 増加 して い る．

表 1．消費構 造 の 変化

モ ノ 関連 支出 サ ー ビ ス 関連 支出

被 服費 食料 費 住居 費 3大費 目計 そ の 他の 支出

1963 年 12．5％ 39．7％ 9．8％ 62。0％ 38 ．0％

1970 年 11．3％ 33。6％ 10。6％ 55．5％ 44 。5％

1980 年 9．3％ 29 。3％ 9．5 ％ 48 。0％ 52。0％

　また，生 活水準が 向上 し，欲 しい もの を一
通 り揃 え た消費者 は

， 次 第に 自分 の 感性 に 合

っ た もの しか 買 わ ない よ うに な っ て い っ た ．い わゆ る 消費 の 多様化傾 向が 進 み
， 大 量生 産

され た規 格 品を大量消 費す る時代 は終 わ ろ うと して い た ．

　第 2 の 構造的な環境変化は ，異業種 との 競 争 で ある ．大 手 ス
ーパ ーか ら少 し遅 れ て

， 日
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本 に コ ン ビ ニ エ ン ス ・ス トア と外 食産業 （フ ァ ミ リ
ー

レス トラ ン
，

フ ァ
ー ス トフ

ー ド）が

登場 し ， 急速に成長 して い た の で あ る ．

　 コ ン ビ ニ エ ン ス ・ス トア は住宅地 ， 駅周辺 な どに 出店 し ， 生活必 需品 を長時 間営業 で 売

る便利 さ を武器 に して い た ．消費者 は
， 郊外 の 大手 ス ーパ ー まで わ ざわ ざ出か けな くて も，

簡単な もの な ら コ ン ビ ニ エ ン ス ・ス トア で 済 ませ られ る手軽 さ を認知 し始めて い た ． また ，

外食 レ ス トラ ン は手頃 な価格で 主 婦層 を引 きつ け て ，大手ス ーパ ーの 夕食材料の 売上 を奪

い 始め て い た の で あ る．

　第 3 の 構 造 的な環 境変化 は
，

ス ーパ ーの 成長 の 源泉 で あ っ た新規 出店へ の 規制 強化 で あ

る． 1981 年 には 「大規模小 売 り店舗 法」が 強化 され
， 実質上 地元 商店街の 許 可 が な け れ

ば 出店が で きない よ うに な っ た ．出 店候補地 は確保 した もの の ，開店が 凍結 され何年 も待

た され る 案件 や ， 結審 して も売 り場面 積が大幅 に削 減 され る 案件が 多 くな っ て い た の で あ

る．

　 こ うした環境変化に よ り， 大量仕入 れ ・大量販売 とい う従来の 成長戦略は通 用 しな くな

る どこ ろ か
， 大手ス ーパ ーの 業績悪 化に 拍車 をか ける よ うに な っ て い っ た ．

4 ． 業績低迷 の メ カ ニ ズ ム 　計数 モ デル を使 っ た分析

　小 売業 は商 品 を仕入 れ て 在庫品 と し， こ れ を販売 して 収益 をあげ る とい うサ イ ク ル の 繰

り返 しか ら利益 を獲得 して い る ．そ こ で
， 本節 で は ，売上 高 と在庫 高の 動 きに注 目 して

，

大量仕入 れ ・大 量販売 が成 立 しな い 環境 下で 大 手ス ーパ ーが 業績 低迷 に 陥 っ た メ カ ニ ズム

を解明する ．

4．1　高度成長期の ケ
ー

ス

　高度成長期 に は， 旺盛 な消費需要 に支え られ て，仕入 れ た 商品 を ほ ぼ完売す る こ とが で

きた ．仕入 れ た 商晶 を計画通 りに売 り切 る の が ， 小売業 の 理想 型で ある ．

［ケー
ス 1］

　単位当 り （例 え ば 1 ケ
ー

ス 当 り）原価 70 千 円の 商品 を第 0 期 に 100 単位仕 入 れ て
， 売

価 100 千円で完売す る．全 て予 定通 りの 価格 （建値）で販 売で き，期末に は在庫 が残 らな

い ．

　 こ の 計 数モ デ ル で は
， （多 くの 経営者 が そ うで ある よ うに ）次期 は もっ と売上高 を伸 ば

そ う と意気込 み
， 表 2 に 示す よ うに 当期売上 よ り 5％ 増 の 販 売計 画 を立 て

， そ れ を実 現 し

て い くもの と仮定 して い る．

　 こ の 結果 ， 売上高 ， 売上 総利益 と も順 調 に成長 し， 毎期 30％ の 売上 高総利益率 を確保
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で きて い る ．

表 2． ケ
ー

ス 1 　仕入 れ た商品 を建値 で完売 で きた 場 合 （理 想 型 ）

0期 1期 2期 3 期 4 期 5期

仕入原価 70 70 70 70 70 70

仕入 れ個数 100 105 110 120 125 130

正 規価 格 100 100 100 100 100 100

建値販売個数 100 105 110 120 125 130

建値売上 高 10
，
000 10

，
500 11

，
000 12

，
000 12

，500 13
，000

値引売上高 0 0 0 0 0 0

売上高合計 10，000 10
，
500 11 ，000 12 ，000 12

，
500 13

，
000

期首在庫 高 0 0 0 0 0 0

期 中仕入高 7
，
000 7

，
350 7

，
700 8

，
400 8

，
750 9

，
100

期末在庫高 0 0 0 0 0 0

売上 原価 7
，
000 7

，
350 7

，
700 8

，
400 8

，
750 9

，
100

融 　 乏 巨モ　貸・　 ：　　匸同　 　 肖霞・・蠍瞞
鵬

響 灘
「醒

　 畢　 羣　 撃 欝・
篝　　　　　　 繭

　 　 、騨 　 　、　 紅げ
琵壱

　
罵
　　　げ　　 鳶　肖　　｛

歌
　
浦

　
乏
　
黔
　
‘F

忠　
晒

　 　 　 　 霽

　 げF　　r　　　　　コ 灘 　悪
、 藤

灘 … 甑
轢 繍

盤

運　
げ

　 寉　　卜 コ　　げ　げF　　　　　　　　　　　コ　　　　
阿

売上 総利益率 30％ 30％ 30％ 30％ 30％ 30％

商品回転率 2．86 2．86 2，86 2．86 2．86

4．2　成長失速期の ケー ス

　消費者行動 の 変化 や競合 の 出 現 に よ り， 徐 々 に売上 げが 鈍 化する段 階で は ，販 売努力 に

もか か わ らず建値で は消化 で きな くな っ て くる ．そ の 場合 ， 価 格 を引 き ドげて で も売上 高

を確 保 し よ うとす るの が
一

般的 で あ っ た ． しか し
， 消 費者 の 選択 の 目が厳 し くな る と

， 仕

入 れ 原価割れ の 値引 きで も売 り切 る こ とが で きな い とい う事象 も生 じる よ うに な る． そ の

場合 ， 生鮮食料品の よ うに 販売 日 を逃 す と商 品価値が な くなる もの は廃棄処分 を行 うが ，

衣料 品や 日用雑貨 品な どの 「腐 らない もの 」 は バ ッ ク ヤ
ー

ドに保管 して お くこ とが
一

般 的

で あ っ た ．

［ケ ー ス 2］

　仕 入 れ量 の 6 割 し か 建 値 で 消化 で きな か っ た の で ，残 り を 20％ 引 きの 80 円 （値 引 き価

格 1）に した が ， そ れ で も売 り切 る こ とが で きず ， 仕方 な く残 りの 20％ を原価 割れ覚悟で

50％ の 値 引 き （値 引き価格 2） を行 っ た ． しか し ， 値 引 き価格 2 に して も販売 で きず売 れ

残 っ た商 品 を持 ち越 し在庫 と した ． こ の 売 れ残 っ た商 品 は 50％ 引 き で も売 れ な い 商 品 で

あ る が，担当者が 「業績」の 悪 化 を恐 れ て保有 して い た ．
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　小売業で は ，期末時点 で 今期 の 売上実績 と在庫実績 を見 なが ら
， 次期の 仕入 れ 許容額を

設定す る の が
一

般 的で あ る． ケ
ー

ス 2 の 店 で は ， 次期 仕 入 れ許容 額 は， 吟 期売上 高 ×

109。 （5％ 売 上増 ＋ 5％ の 安全在庫 ）
一

今期在庫 ｝ と設定 して い る ．

　当初計 画で は， た とえば 第 3 期 に は 120 個 の 発 注 を行 うはず で あ っ た が ，期末在庫が 増

えて い る ため 109 個 に制限 され て い る ．第 3期 も前期 同様売上 は不振 で ， 42 個 の 在庫 を

残 して い る ．その 結果 ， 第 4 期 の 仕 入れ は 96 個に 減 ら され る． こ の よ うに 徐々 に 仕入 れ

に 影響 が出 て
， 第 7 期 で は全 く仕 入 れ が で きな くな る こ と に なる ． た だ し ，

こ の モ デ ル で

は仕入 れ をゼ ロ とはせ ず に
， 現実 に 即 して 最低量 の 30 個 は毎期仕 入れ を行 うもの と仮定

して い る ．

こ の 結 果 ， 表 3 と図 4 に 示す通 り， 売上 総 利益率 は 維持 され る もの の
， 売上 総利益 の 額 は

大幅 に低下 して い る ．

10，0009

，0008

，
0007

，0006

，
0005

，0004

，0003

，0002

，0001

，000

　 　 0

期末在庫 高

6，000

5
，
000 塵 売上 総利益

□ 売上 高計

4，000

3，000

2，000

1
，
000

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 0
0其月　1期　　2期　　3期　　4其月　5期　　6莫月　7其月　8其月　9其月　10期

　　　　　　　 図 4． 成長失速 期の ケ ー ス
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表 3． ケ
ー

ス 2 　不 良在庫 を抱 え ， 仕 入れ に 影響 が 出 る

0 期 1 期 2 期 3 期 4 期 5 期 6 期 i7期 8 期　 9 期 10 期

仕入原価 7070707070707 α　　 70701 　　 7070

仕入 れ個数 100105110109967132i 　 30301 　　 3030

正規 価格 100100100100100100100
…

　 100100i 　 100100

値引 1価格 808080808080
　 　 E8

α 　 　 8080i 　　 8080

値引 2 価格 505050505050 　　 50 「　 5050 　 　 5050

建値販売個数 606366655843 　 　 19　 　 18 1矧 　 　 1818

値引 1販売個数 202122221914 61　　 6 6　 　 　 6 6

値引 2 販売個数 1011111110 7
　 弸

3 3 3 3 3

当期末在庫個数 10 ユ01111 9 7 4 3 3 3 3

持越在庫累計 20314251586265687174

建値売上高 6
，
0006 ，3006 ，6006 ，

5005 ，8004 ，3001 ，9001 ，8001 ，8001 ，8001 β00

値引売上高 2
，
1002 ，2302 ，3102 β102

，
0201 ，470630630630630630

売上高計 8
，
1008

，
5308

，
9108

，
8107

，
8205

，
7702 ，5302 ，

4302
，
4302

，
4302

，
430

期首在庫高 07001
，
400217029403

，
5704

，
0604

，
3404

，
5504

，
7604

，
970

期中仕入高 7，0007 ，
3507

，
7007 ，6306 ，

720497022402
，
1002

，
1002

，
1002

，
100

期末在庫高 7001 ，
4002

，
1702

，9403 ，5704 ，
0604

，
340455047604

，
9705180

売上原価 6β006
，
6506

，
9306 β606090448019601

，
8901

，
89018901

，
890

蠢

　 鑾 繋懇爨
・
・鱸 麟

　＿　　職　　籔
幽

照’腹 　
こ’

1謹
・・ げ

灘
匸
毒翻 攤 ，i 。 鱗

　 　 蹇　1　 ，辷，r・1　澤葦
構

　 臣弓　 i
臟 蠶灘撚 1隷 饋

騨 響　 慧

整　 饗

売上総利益率 22 ％ 22％ 22％ 22％ 22％ 22 ％ 23％ 22％ 22％ 22 ％ 22％

商品回転率 11．578 ，124 ．993 ．452 ．401 ．510 ．600 ．550 ．520 ．500 ．48

次期仕入許容額 8
，
2107

，
9837

，
6316

，
7515

，
0322

，
287 0 0 0 0 0

次期仕入許容個数 117114109967132 0 0 0 0　 　 　 0

4 ．3　不 良在庫 が及 ぼ す悪 影響

　出店後の 小 売業 で は
， 商品仕 入れ は 最 も重 要 な 「投資」 で あ り

， 売上 とい う 「リ ター ン 」

を期待 して 投資 を続 け る の で あ る．投資 した 商品が 稼得資金 と して 回収 （キ ャ シ ュ 化）で

きず，棚 卸資産 と して 眠 っ て い る と，投資活動 に支障が 生 じて くる こ とに な る．小売業に

と っ て ，不 良在庫 を抱 える とい うこ とは 死 活問題 な の で あ る，

　実は
， 1980 年 頃か ら徐 々 に 大手 ス ーパ ー

に は ケ
ー

ス 2 と同 じよ うに不 良在庫 と い う問

題 が発 生 して い た の で あ る ，

　本社の 商 品部 で は ，各店の 売、ヒが 伸 び て い な い の を見 て ，躍 起 に な っ て 新商 品 を投 入 し，

品揃 えを拡 大 して い っ た ．店舗 側で は
， 商品は 続々 と入荷 す る もの の

， 陳列ス ベ ー
ス に制

限が ある ため に 売場 か ら商品 を撤去 して バ ッ ク ヤ
ー ドに 引 き上 げ ざる を得 ない ． こ う して

，

店内の 在庫は膨 らむ
一

方 とな り， 商 品 部 で も店舗で も
一

体何が 売れ て い るの か 分か らな い

状態 にな っ て い っ た ，商 品が あ れ ば必 ず売 れ る とい う古 い 成功 体験 に縛 られ て い る ため に ，

売れ ない か ら商品在庫 を増や す
， 在庫が 増 える か ら管理 が で きな い ， そ の た め に商品の 大

半が売れ 残る
，

……… こ う した悪循 環 に よ っ て
，

大手ス ーパ ー は 徐 々 に体力を低下 させ て
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い た の で ある ．

こ の ように不 良在庫増 加が 及 ぼ す悪 影響 は
， 図 5の よ うに 整理 す る こ とが で きる ．

図 5．在庫増 加 が 及 ぼす悪影響

5． 業務改革運 動 の 始動 一
環境変化対応の た めの 経営体質転換

　大手ス ーパ ー を取 り巻 く環境が 変化す る 中 で ，各社は業務改 革運動 を開始 した．業革は

一
体何を 目的 と して ， どの よ うなア プ ロ

ー
チ で 行 わ れ た の で あ ろ うか ．前節 と同 じ計 数モ

デ ル を使 っ て ，業績回復 の メ カ ニ ズ ム を解 明す る．

5．1 止血 期 の ケ ー ス

　80 年代 初頭 に 生 じた 業績不 振 の 重大 さ に 気 づ い て
， 真 っ 先 に ア ク シ ョ ン を と っ た の が

ヨ ー カ堂 で ある ． ヨ ー カ堂 の 社 内で も
，
1981 年の 中 間決算の 業績が 計画値 を下 回 っ た と

きに， 「冷夏 や 暖冬 に よ る
一

時的 な もの だ」 とい う声が大勢 を占め た よ うで ある． しか し ，

当時の 鈴木副社 長 （現社 長 ，以 下 同 じ）は 「こ れ は
一

過性 の 現象で は な く，構造的 な問題

だ 」 とい う思 い を持 ち ， 強力 な リ
ー ダー

シ ッ プ で 業務 改革 を ス タ
ー トさせ た ．

　 ヨ ー カ 堂の 業務改革の 第 1段階 は
， 不 良在庫の 処分 で あ っ た ．不 良在庫処分が 利益 に ど

の よ うな影響 を与 える か を，ケ ース 3 で 解明す る．

［ケース 3］

　 ケ ース 2 の 不 良在 庫 を当初 の 65％ 引 きと い う大 幅値 引 き し （値 引 き価格 3＞， そ れ で も
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売 り切 る こ とが で きず，持 ち越 し在庫 を廃棄 に よ っ て処 分 した．

　 こ の 荒療治の 結果 ， 表 4 と図 6 に 示す通 り， 第 3 期 に は
， 前 3 期 分の 在庫 を処分 す る た

め 5％ とい う極端 に 低 い 売 ヒ総利益 率 と な る． しか し，不 良在庫処分 に よ っ て ，仕 入 れ許

容額 に余裕 が 生 まれ 4 期以 降 は売 lt高が 回復 して い る．

表 4 ． ケー
ス 3 ：仕入れに影響が出た時点 （3 期）か ら1 不良品を値引き3 と廃棄処分で処理する

0 期 1期 2 期 3 期 4 期 5 期 6 期 7 期 8 期 9 期　 10 期

仕入原価 70707070707070707070i 　 70

仕入れ個数 1001051101091201251301351401451 　 150

正規価格 100100100100100100100100100100100
値引 1価格 8080808080808080808080

値引 2 価格 5050505050505050505050

値引 3 価格 3535353535353535353535
建値販売個数 6063666572757881848790

値引 1販売個数 2021222224252627282930

値引 2販売個数 1011111112131314 141515

当期末在庫個数 1010111112121313 141415

持越在庫累計 20314223242526272829

値引 3個数 21 6 7 7 7 7 8　 　 　 8

廃棄個数 10 5 5 5 6 6 6　 　 　 6

処分後在庫 1112121313 1414 　 　 15

建値売上高 6 ，0006 ，3006 ，60065007 ，
2007

，5007 ，8008 ，
1008

，
4008

，7009 ，
000

値引売上高 2，1002 ，2302 β103 ，0452 ，7302 ，8952 ，9753 ，1053 ，1853 β503 ，
430

売上高計 8，1008 ，53089109 ，5459 ，9300 ，3950 ，7751 ，2051 ，5852 ，0502430
期首在庫高 07001 ，4002 ，170770840840910910980980
期中仕入高 7，0007 ，3507 ，7007 ，6308 ，4008 ，7509 ，1009 ，4509 β0010，15010，500
期末在庫高 7001

，
4002

，
1707708408409109109809801 ρ50

売上原価 6
，
3006

，
6506

，
9309

，
0308 β308

，
7509

，
0309

，
4509

，
73010

，
15010 ，430

脇

　 ，鸚 覊ii蒹蠶攤攤 ．置　 騾 鄲 期江
蘓

攤 購 　
『

醗　 　 、 麟i驪 籔驫　勲萋1
蹴

羅 飄 簔鍍　　 三 韆
蹴 靉雛　議

　 ，『馬屮
難　 　

舳

売 ヒ総利益率 22 ％ 22％ 22 ％ 5％ 　 　16％ 16 ％ 16％ 16％ 16％ 16％

歴

　 16 ％

商品回転率 23．148 ．124 ．996 ．4912 ．3412 ．3812 ．3112 ．31122612 ．3012 ．25

次期仕入許容額 8
，
2107

，
9837

，
6319 ，73010，08310 ，59510 ，94311 ，41611 ，

76412 ，27512 ，623

次期仕入許容個数 117114109138144151156163168175180
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論 畢 錚 錚 錚 捕 纃 禰 紳 譜 漣
　　　　　　　　図 6．不良在庫処 分の ケ

ー
ス

　ケ ース 2 で見 た よ うに
， 不 良在庫 を抱 えた ま ま で は 売 れ る商 品の 仕 入 れ が ま ま な らず ，

い つ まで た っ て も業績の 回復が 難 しい の で ある ．

　果 た して ヨ
ー

カ 堂が こ こ まで 大胆 な在庫処分 を行 っ たか ど うか は 不 明で ある が，業務 改

革 の ス タ
ー トに 当た っ て 鈴木副社長 は 「死 に筋 をカ ッ トす る こ とが優先で あ り， 売 上 は伸

ば さ な くて も よい 」 とい う指示 を出 した こ とは ，従 来の 売上 最優先 の 戦略 か らの 大転換 を

意味 して い る． 同時 に 出 された 「在庫 を持た ずに 売上 を確保せ よ」 とい う指示に対 して は
，

売上 を伸 ばす た め に は在庫 を持 つ と い うの が それ まで の 業 界の 「常 識」で あ っ た か ら
， 営

業部 門か らは猛 烈 な反発 が あ っ た こ と もうなず ける ．

　 しか し，鈴木副社 長 は従 来 の 価値 観 を否定 し， 「死 に 筋」 の 排 除 に よる 在庫 圧縮 を押 し

進 め た ．当初 は半信半疑で あ っ た営業部 門 も，在庫負担が 軽 くな る こ と に よ っ て 新 しい 商

品の 仕入 れ が 可 能に な り， そ の 商品が 建値で 売れ て い くこ と に よ っ て 売上 高 ， 売上 総利益

高の 双 方が 改善 で きる こ と を目の 当た りに して
， 業務 改革の 意味 が 実感 と して 理解で きた

の で あ る．

5．2　 ヨ ー
カ 堂 とダイ エ ー の 収益格差

　ヨ ーカ堂 の め ざま しい 業績 回復 を見 て
， 大手 ス

ーパ ー各社 は 一
斉 に 同様 の 業務改 革運動

を開始 した ． こ こ で は ，売上 高で業界 トッ プを続 けて きた ダ イ エ ー と対 比 して み よ う．

　ダ イ エ
ーは 「3 ・4 ・5 作 戦」 の 名 の もと に ， 在 庫 3割 削減 ， 売価変 更率 4 割削減 ，

ロ

ス 率 5 割削減 とい う目標 を掲 げた業 務改 革 を展 開 した ．
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3兆 円

売
　 　 2兆円
上
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1兆 円

　 1000 億 円

営 800 億円

業
利 600億円

垂
咼 400 億円

　 200億円

売上 高推移

譜 岬 岬 譜 鈩
医

譜 譜 岬 譜 ぜ 譜 鋤 認 譜 槽 丶贈

　　　　図 7． ヨ
ー

カ堂 とダイ エ
ー

の 売 上高 ・営業利益高推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 出典 ）有価 証 券報告書 を加工

　 と こ ろ が ， 業務改革 後 の ヨ
ー

カ 堂 と ダ イエ
ー との 業 績 に は 図 7 に示す通 り大 きな 開 きが

出て い る ．売上 総利 益率 ， 商品 回転率 とい う比率指標 で 見 て も ，
ヨ

ー
カ 堂が年 々 急速 に 改

善 を して い た の に 比べ
，

ダ イ エ
ー

の 改 善の ス ピー
ドは遅 か っ た．売上総利益 率 と商品 回転

率の 積で ある交叉比率 は
， 商品の 投資効率 を示 すが

， 図 8 の 通 り両社の 改善度合 い は 明 ら

か で ある 。 こ の 差が営業利益高で 倍以 上 の 開 きとな っ た 最大の 要 因で あ る ．

9008007006005004003002oo

紳 　　押 紳 　 　譜 譜 N9
““

N9
“v 　 槽

医

図 8． ヨ ー カ堂 とダ イ エ ーの 交叉比率推移

　　　　　　　　　　　　　　　　 出典）有価証券報告書 を加工
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6． 業務改革運動の 本質

　　　　　　　　 一 高収 益 を可 能 に し た情報戦略 とマ ネジ メ ン ト ・ シ ス テ ム
ー

　ダ イ エ ー と ヨ ー カ堂 は 同 じよ うに 業務改革 に 取 り組み なが ら ， なぜ 業績 に差が 出たの で

あろ うか ． どうや ら緊急避難的な在庫削減活動だけで は
， 成果は長続 き しな い よ うで ある ．

両社が と っ た収益改善の ア プ ロ ーチ を探 り，構造改革の 本質に 迫 っ て み よ う．

6．1　 ヨ ー カ 堂 とダイ エ ー の 収益 格差 の 原 因

　 こ の 原 因 を解 明す るた め に ケ ー
ス 4 の 状 況 を考 えて み る ．

［ケー ス 4］

　不 良在庫 を廃 棄処分 する と い う荒療治 を行 っ ．たの ち ， 売 れ数 の 予測 精度 を上 げた ．死に

筋 は早 め に値 引 き を して処分 売 りする とい う 「単品管理技 術」 を向上 させ た ． こ れ に よ っ

て ， 建値販 売の 比率 が 4 期 まで は 60°
／． ， 5 ・6 期 に は 65％ ， 7 ・8 期 に は 70％ ，9 ・10 期

に は 80％ へ と向上 し， それに つ れ て 値 引 き 1，値 引 き 2 の割合が相 対的 に低下 した．

　 こ の ケ ース の 場合，表 5 と図 9 に示す通 り，不良在庫処分後は単品管理技術の 向上 に よ

っ て
， 売上 総利益 率は急速 に改 善 され

， 理想型 で あ る ケ ー
ス 1 に 近づ い て い る ．

　数値モ デ ル か ら言 えば
，
1980 年代初 め 頃 に 過剰在庫 を抱 えて 苦 しん で い た 大手ス ーパ

ー各社 の 状 況 は ケ ース 2 に相当す る ．不 良在庫 を処 分 し ， 死 に筋 の 排 除 に よ っ て と りあえ

ず業績 の 回復 を果 た した段階が ケ ース 3で あ る． そ して
， そ の 後 の 単品管理技術 を高 め る

こ と に よ っ て
， 低成長期に対応 した経営転換に 成功 した の が ケ ー ス 4 と言える．
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　　　 表 5． ケ
ー

ス 4 ：　 単品 管理 の 向 上 に よ っ て ， 建値販 売の 比率 を徐 々 に 高 め る

0 期 1 期 2 期 3 期 4 期 5期 6 期 7 期 8 期 9 期 10 期

仕入原価 7070707070707070707070

仕入れ個数 100105110109120125130135140145150

正規価格 100100100100100100100100100100100

値引 1価格 8080808080808080808080

値引 2価格 5050505050505050505050

値引 3価格 3535353535353535353535

建値販売個数 606366657281859598116120

値引 1販売個数 2021222224313340422930

値引 2販売個数 1011111112 6 7 0 0 0 0

当期末在庫個数 1010111112 7 5 0 0 0 0

持越在庫累計 203142231913 6 2 0 0

値引 3個数 21 6 6 4 2 1 0 0

廃棄個数 10 5 5 3 2 1 0 0

処分後在庫 1112 8 6 2 0 0 0

建値売上高 6
，
0006 β006

，
6006

，
5007

，
2008

，
1008

，
5009 ，5009 β0011 ，60012 ，

000
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，
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，
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170770840560420140 0 0

期中仕入高 7
，
0007
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，
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，
40018

，
7509

，
1009 ，4509 ，80010 ，15010 ，500

期末在庫高 7001
，
4002

，
170770840 　 　560420140 0 0 0

売上原価 6
，
3006

，
6506

，
9309

，
0308

，
3309

，
0309

，
2409

，
7309

，
9401015010 ，500Fi
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　 　図 9 ． ケ ー

ス 4 の シ ミ ュ

ー シ ョ ン 結 果 ヨ ーカ 堂 とダイ エーに代 表 さ れる 業績
格 差 の主な 原 因は ，突き 詰 める

単 品 管 理 の 実 践 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　
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力 の 差 と い う見 方が で きる ． 店頭 で の 「何 が
，

い くつ 売 れ た の か 」 「なぜ 売 れ な い の か 」

とい う地 道 な積 み 重 ねの 差 が営業利益 の 大 きな差 とな っ た の で あ る ．「売 れ る 商品 だ け を

仕入 れ，仕入 れ た 商品を売 り切 る」 とい う小 売業の 原 点の 立 ち返 っ た 企業が 成 果 を上げて

い る と言える だ ろ う．

　 5，000

　 4
，
000

売

袁 ・
，
…

利

蕁 2・00・
同

　 1，000

　 　 　 0
　 　 　 　 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1011

図 10． ケ ー ス 2、3，4 の 売上 総利益 高推移

6．2　ポ ロ ロ ッ カ （情報の 逆流化）現象

　大手ス
ーパ ーの 業務改革の 本質は ， 別 の 見方をす る と情報の 流 れ の 転換 とい うこ とで も

あ る ．高度成長期 に は本部 か ら各店舗 に ワ ン ウ ェ イで 情報 が 流 れ て い た ．各店別の 地域特

性や顧 客特性 を細か く考え る よ りも
，

全 国 的に画
一

的 な対 応 を した方が 効率が 良か っ た の

で あ る．本部 の 情報 とい っ て もそ の 多 くは メ ー カ
ー

情 報で あ り， 現 実 に は メ
ー

カ
ー

主導型

の マ
ーチ ャ ン ダ イ ジ ン グ で あ っ た ．小 売 り側で は メ

ー
カ

ー
情報 に対 抗 で きる レ ベ ル の 情報

を持 ち合 わ せ て い なか っ た し， 何 よ りもそ れで 売上 高が伸 び て い たか ら誰 も疑問 を抱か な

か っ たの で ある．

　 日本の 高度成長期の 流通構造は
，

メ
ー カ ー

， 問屋 ， 小売 りの 3 者が直列に つ なが り， そ

れ ぞ れが 上 流 ， 中流 ， 下 流部分 を担 当す る こ とで 円滑 に商 品 と情 報が 流 れ て い た の で あ る．

と こ ろ が
， 低 成長 ・成熟経 済の 時代 に 入 り， 消費者が 購 入決 定の 主導権 を持 ち始 め る と

，

こ の 図式 は崩 れ 去 る こ とに な る．売 り手主 導 か ら買 い 手主導 の 消費構 造 に転 換 した結 果 ，

高度成長期 とは 全 く逆 の 情報の 流 れ方 が 起 きた の で あ る （注 ：ポ ロ ロ ッ カ現 象 とは ， ア マ

ゾ ン 川 の 水 が川 下 か ら逆 流す る現象を言 う）． ヨ ー カ 堂は ，
こ の 情報の 流 れ を図 11 の よ う

に
，
3 段 階の 業務改 革で 構築 した の で あ る．

6 ．3　業務改革を支えた マ ネジ メ ン ト ・シ ス テ ム

　 ヨ ーカ 堂， ダ イエ ー と もに 共通 して い る の は ，本社 主 導型 の 組織 か ら地域 ・店舗 主 導型
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」〈　f’ス ー
パ
ー

の 構造 変 革 と マ ネジ メ ン ト
・

シ ス テ ム の 再 構築

組織 へ の 転換 を行 っ た こ とで ある ．買 い 手主 導 の 企 業環境 に 対応 して
， 消費者 に最 も近い

店舗側 に 主 体性 を持 たせ て ，情 報 を ド流 か ら上 流 に流そ うとす る 試 み で あ っ た と言 える ．

　こ う した中央集権型 か ら地 方分散型 の 組織 に変 更す る過 程 で
， 現場 へ の 権 限委譲 を行

い
， 店舗が 主体性 を もっ て

， 機動的に 動ける 体制を構築 して い る．

　その 他 ， 両社 と も ， 業績 評価 制度 の 変 更や ， 店長会議 な どの コ ミ ュ ニ ケ
ー

シ ョ ン ・シ ス

テ ム 変更 な ど各種の マ ネジ メ ン ト ・シス テ ム の 組 み替 え を行 っ て い る 。 こ こ で は
， その 詳

細 に触 れ る 余裕 は ない が ， 外見 上 は 両社 に際だ っ た差 は見受け られ な い ，で は
一

体 ， ど こ

に 本 質的な差 が あ っ たの で あろ うか ？

［高度 成 長期 ］ ［業務 改 革 活 動］

図 11 ． ヨ
ー カ堂の 業務改革の ス テ ッ プ 　 　図 12． オ ペ レ

ー
シ ョ ナル ・コ ン トロ ール

　環境変 化 に対 して構造転換 を図ろ うとす る両社 の 戦 略は ほ ぼ 同 じで あ っ たが
， その 展 開

の 差 が業 績格差 とな っ て 表れ た と見 る こ とがで きる ． つ ま り，戦略 を咀嚼 し，現場 で 実行

す る 力の 差で あ る．戦略 の 展 開 を しっ か りと現業活動 に結 び つ け るため の オ ペ レ
ー

シ ョ ナ

ル ・
コ ン トロ ー ル に差 が あ っ た の で あ る ． い くら戦略 が IE しくて も ， 戦略 と現場で の 実行

をつ な ぐオ ペ レー シ ョ ナ ル ・コ ン トロ ール が うま く機能 しなけれ ば
， 戦略 で 狙 っ た当初 の

目標 を達成す る こ とは で きな い ．

　大 手ス ーパ ー
で の オ ペ レ

ー
シ ョ ナ ル ・コ ン トロ

ー
ル は ， 店舗 で の 発 注管理 ，在庫管理

，

売場 ご との 利益 管理 な どが 中心 で あ り， そ れ を 司る の は店長 ， 売場 マ ネ ジ ャ
ー

で あ る ．店

長 ， 売場 マ ネジ ャ
ー

に 戦略 を よ く理 解 させ ，彼 らが 現場で パ ー トタイ マ
ー に適切 な指導 を

行 うこ とが で きて は じめ て
， 戦略が 実現す る の で あ る ．

　業革に お け る ヨ
ー

カ 堂 と ダ イ エ
ー

との オ ペ レ ー
シ ョ ナル ・コ ン トロ ール を比較す る と

，
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ヨ ー
カ堂 の 方が こ の プ ロ セ ス へ の 関心が 強 く，

パ ワ
ー と経費 を投 入 して きた と言 えよ う．

ヨ ー カ堂 とダ イ エ
ー

の 社風 に つ い て
， 経営 者の 経営姿勢や

， 財務戦 略な どか ら， ヨ ー カ 堂

は 欧米的 で
， ダ イ エ ーは 日本的だ と よ く言 われ る ． しか し ， 業 革を見 る限 りにお い て は

，

ヨ
ー

カ堂 の 方 が 日本 的で あ り，
ダイ エ

ー
の 方 が欧米 的 で あ る ．

　 つ ま り， ヨ ーカ 堂 は店長 との 膝詰 め 論議 （ダ イ レ ク ト ・コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ） を行い ，

ボ トム ア ッ プの QC 手法を取 り入 れ ， 現場 の パ ー トタ イマ ーへ の 根気強い 教育を実践 して

きた．
一

方 ， ダ イ エ
ーは

， 商品管理力の 向上 を 目指 して
， 商 品投資計画 や 物流 シ ス テ ム な

ど を シ ス テ マ テ ィ ッ ク に構築 して きた ． しか し
， 現場 サ イ ドで は こ れ らを十分 に消化 し切

れ ず ， 効果 を十 分 に発揮す る こ とが で きな か っ た の で あ る ．

効果 的 な業務改革の ため に は ，環境変化に即応 した 戦略転換 とマ ネジ メ ン ト ・シス テ ム

の 再構築 に加 えて ， その 戦略転換 を確実 に現業活動 の 中で 実現す る ため の オ ペ レ ー シ ョ ナ

ル ・コ ン トロ ー
ル も不可欠 だ っ た の で あ る．
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Structural Reform  of  Large  Supermarkets

   and  Redesign  of  Management  Systems
/

Yinji Takeuchi*

                              Abstract

  This paper  compares  two  industry  leaders, namely  Daiei and  Itoyokado, with  the

aim  of  identifYing how  structural  reforms  fit into the overall  management  of  large

supermarkets  and  explaining  the management  systems  that make  high earnings

possible.                                   '

  Large  supermarkets  emerged  as  a  neyir  retail  force during the recovery  of  the                                   /

Japanese  economy  fbllowing World  War  II. They  rode  the wave  of  rapid  growth
and  in no  time  joined the  ranks  of  Japanis  major  enterprises.  In the  first half of

the 1980s, however, economic  recession  anld  new  types of  competition  took their toll

on  the industry. Sa}es plummeted  and  thd big chill  set  in.

  Large  supermarkets  launched  structural  refbrm  movements(so-called  
"Gyou-

kaku") to meet  the changes  in the business environment,  enabling  them  to avoid

any  major  crises.  But overall  performance  after  the reforms  was  less than  stellar.

Only Itoyokado  managed  to aehieve  high earnings.  Daiei, for example,  was  not
                                                '
able  to perfbrm  as  well.  1

  The  factor directly impacting  the  earnings  of  each  superTnarket  was  the  extent

to which  each  improved its technology  for managing  inventory item  by item. Sueh

improvernent  in itemized  control  technology  is the  second  of  three  stages  in the

reform  movement  mentioned  above.  What  enabled  Itoyokado to achieve  high earn-

ings was  the redesign  of  its management  systems  around  operational  contro]  for

the executien  ofits  strategy  in its stores.

                             Key  Words

Centralized Structure, Gross Profits, Inventory Control, Itemized Control,

Large  Supermarkets, Management  Systems,  Operational  Control, Operational

Reform, Perfbrmance  Assessment

'
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事例研究

鉢花生 産 に お け る棚面積 と灌水作業の 省力化 を

考慮 し た 最適 な温室 サ イ ズ の 決 定 に 関す る
一

考察

丸山　義博
＊

〈 研 究要 旨 〉

　鉢花 の 生 産 で 面積 が
一一

定の 用 地 に温 室 を設 置 し，底面給水方式 を導入す る こ とで 灌

水 と施肥 の 作業 を省力化 し，それ に よ っ て 余裕 の で きた人手 を生 産 の 増大 に 向 ける と

き ， 作業 の 省力化 と棚 の 設置 に 要す る 費用 は よ り少な く，
生 産 量は よ り増 大す る よ う

な温室の サ イズ と棚の 設置の 仕方 に つ い て
， 優劣分岐分析 に よ り検討 した．は じめ に

，

温室サ イ ズ と棚 面積 ある い は 温室サ イ ズ と費 用の 関係 を，固定棚 を設置 した場 合 と可

動棚 を設 置 した場合 に分 けて 図で 示 した ．次 に，こ の 分析で 得 られ た 最適 な奥行 に つ

い て ，可動棚 を 設置 した 温室で 間 ［］が 10．Om 以 上 〔12．6m 以 下）の 温室 に つ い て ，間

口 を よ り広 くす る と き，棚面積 は よ り大 で 費 用は よ り小 と な る こ とが 判 明 した ．本稿

は ，限 られ た 用地面積 の 下 で ，作業の 省力化 と生 産能力 の 増大 を 目的 と した温室の サ

で ズ と棚の 設 置 の 検討 に 有用 と考 え る ．

〈 キー ワ ー ド〉

温室，底面給水方式，棚 面積 ，費用．優劣分岐分析 ．

1997年 7 月　受付

1997 年 8 月 受 理
呂
富 山県立 大学 短期 た学 部　 　

・
般 教 育 等　助 教 授
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1． は じめ に

　本稿 で は
， 鉢花 を生産す る 園芸農家 を研 究の モ デ ル と し， 面積 が

一
定の 用地 に温室 を設

置 し， 人手に よる 鉢花 の 灌水 と施肥 の 作 業の 省 力化の た め 底面給 水方 式 （以 下で ST 方式

と記 す） を導入 する． こ の とき， 考察の 対象 とする鉢花の 需要は 十分に ある と い う状況の

下 で ，作業の 省 力化 で 得 られ た 人的生産能 力 は こ の 鉢 花の 生 産 の 増 大に向 ける こ とが で き

る もの とす る ．生産 の 増大 は収 入の 増大 を もた ら し， 他方 ，
生 産の 増大 は棚 面積 の 増 大 に

よ り得 られ る もの とす る ．

　 こ の と き， 本 稿 は，作業 の 省力化 と棚面 積の 増大 に 対 し ，
こ の と きの 総 費用 は よ り小 で

総棚面積は よ り大を 目標に設 置す る温室の サ イズ と棚の 種類お よび棚 の 設 置の 仕方に つ い

て 検討す る．検討 に あ た り， 千住 ・伏見 ［3］お よび 中村 ・山凵 【2亅に よる経 済性 の 考 え方

を適用す る ．

　 さ らに ， 温室 の 間 口 お よび奥 行 は
， 国内の 温室建 築の 専 門 会社 甲社 に よ る 温室 基本仕様

と参考農 家の 温室 サ イズ を考慮 す る ． こ の と き ， 間口 は表 1 の 基本仕様 の サ イズ と し， 奥

行 はス パ ン （柱 間隔） の 倍数 の サ イズ とす る ．ST 方式 に 使用 す る資 材 は ， 国内の ST 製造

会社乙 社の 規格品を使用す る もの とす る．

　温室の 構造 に つ い て は
， 清水 ［4】， 内海 ［6］， ［7】お よび安井 ［8］を

， 棚 の 設 置の 仕方 に

つ い て は参考農 家 と鶴 島 ［5】を
， さ らに 参考農 家が 使用 して い る可動棚 （

一
般 に ロ ー リ ン

グ ベ ン チ と称 され る棚）につ い て は 三 原 ［11 をお の お の 参考 にす る ．

1．1　参考農家 の 施設 の 設置 状況

　富 山県 内 に 平成 2 年 6 月現 在 で 家族 2 人 と近所 の 主婦 3 人 （平 成 5 年 11 月現 在で 家族 2

人 ， 親戚 1 人お よび 近所 の 主婦 2 人） の 労働 力 と敷 地内 に 設 置 した生 産施 設 を使用 し
， 鉢

花 と花苗 の 生 産 に よ り生 計 を立 て て い る 園芸農 家が あ る． 本稿 は ，
こ の 園芸農家 を研 究 の

モ デ ル とす る ． こ の 農 家の
， 検討 をは じめ た平成 2 年 6 月現 在にお け る 敷地 の 形状 お よ び

施 設 ・設 備 の 設 置状況 は図 1 （実線 ） に 示 した とお りで あ る．図 1で No ，1 〜 No ．7 の 7 棟

の 温 室 の サ イズ お よび温 室内 に設 置 して あ る棚 の 種類 とサ イズ を表 1 に示す．図 1 で No．1，

No ，3 〜 No ．7 の 各温 室 は シ ク ラ メ ン お よ び他 の 鉢花 ， 花苗 の 仮植 か ら出荷 まで の 生産 に使

用 し，
シ ク ラ メ ン の 定植期 に 灌水 と施肥 の 作 業 に ST 方式 を使 用 して い る ．図 1 の No ，2 の

温 室 は稚 苗の 栽培 に使用 し
， 灌水お よび施肥 は手作業 で 行 っ て い る．

　 こ の 農家の 現 在の 生 産者は ， 昭和 40 年代半ば に 図 1 で No 。1 ，
　 No ．2 の 2 棟か ら鉢花生産

をは じめ
， 10 年余 りの 問に Ne ．7 まで の 7 棟の 温 室を新設 し ， さ らに

， 平成 2 年か ら平成
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5 年 11 月 まで の 期間 に
，
No ．8 の 温室 の 新設 とパ イ プ ハ ウス 2 棟 をNo ．9 の 温室 に改築 し

No．1 の 温 室は 間 口 9．0 （m ），奥行 30 （m ）の 温 室に改築 す る こ とで ，お の お の 温 室 の 増設 と

大型化をすす め て きた． 図 1の 温 室の 場合 ， 温 室 の 奥行 （以 下で 奥行 と記す）お よ び温室

の 間 口 （以 下 で 間口 と記 す） の よ り大 きい 温室 は軒高お よび棟高 もよ り高 く，
こ れ らの 温

室 内部 の 温 度，湿 度 ，換気等 は，温 室 サ イ ズ の よ り小 さ い 温 室 に比 べ ，作業 に よ り快 適 な

環境 を作 り出 して い る． 参考農家 の 場合 ， 限 られ た労働 力 に対 しよ り快適 な作業環境 を作

り出 す こ とで ，作業 能率 を上 げ ， 温室内 で の 長 時 間の 作 業 を可 能 に し， 図 1 の 施設 を十分

に活用 で きる状況 を作 り出 して い る もの と考える．

1．2　ST 方式

　鉢花の 灌水 と施 肥の 作 業の 省力化 に ST 方式 を採 用す る． こ の ST 方式 に つ い て
， 図 1の

参考農家 の 場 合 を写 真 1 に示 し ， 以 下 で ， 写真 1 に よる ST 方式 つ い て 述 べ る．

　 写真 1で
， 幅が 1．8 （m ）の 棚 に 8 本の トイ （材質は C 型鋼）が並 び

，
これ らの トイ上 に 5

号 の ST 鉢 に 定植 した （出荷 用）シ ク ラ メ ン が 並 べ て あ る ． こ れ ら の トイ に 並 べ られ た シ

クラ メ ン の 鉢数 は ， 1本 の トイで 1m あ た り 3．8889 （鉢）で あ る．

　写 真 1 （a ）， （b）は ，図 1 の 温 室 No ．9 の ST 方式 を示 し，通 路に平行 に通路脇の 地 表 に露

出 して い る水道 管 （VP25 ）は ，
　 ST 方 式 の 設 置工 事 が 完 了 す る まで に地 中に埋 設 され る ．

さ らに， 1 つ の 棚 （幅 1．8m ）に 1本の 水道管 （VP13 ）（長 さは棚幅 に等 し い ）が トイ上 に ，

トイに 対 し直角に配置 され ，
こ の 水道管 （VP13 ）に空 けられ た穴か ら8 本の トイそ れぞ れ

に 給水 が行 わ れ る ．一
方 ，水道管 （VP13 ）は

， 通路 に 平行 に 通路脇 の 地 中に 埋 設 （予 定）

の 水道管 （VP25 ）と ホース で連結 され て い る ， さ らに ，水道管 （VP25 ）は温室中央に あ る

水 道 の 蛇 口 とホ ース で 連 結 され て い る ． こ の と き， こ れ らの ST 方式 に使 用 され て い る水

道管 は 規格 が VP25 （管 の 内径 が 25mm ） とVP13 （管 の 内径 が 13mm ）の 2種類 で あ る．

また
，
VP25 の 水道管 とホ ー ス の 接続 に 規 格が T −25 × 13 の 継手が 使用 され

，
ホ ー ス と

VP13 の 水 道管の 接続 に規格 が T−13 の 継手が 使用 さ れ て い る ，

　写真 1 （a ）
， （c）で

， トイに送 られ た水道水 は ST 鉢 の 底部 か ら出て い る紐 に浸透 し鉢内 に

給 水 （灌水 ） され る ．一
方， トイ に 送 られ た水道水 は トイの 両 端か ら流 出 しない よ うに ，

トイの
一

方 の 端 に 栓 を した ST キ ャ ッ プ （材 質は塩化 ビ ニ ー
ル 樹脂 ．以下 で キ ャ ッ プ と記

す ）が ， 他方の 端に ミラ ー ブ ロ ッ ク （材質は発 泡ス チ U 一
ル ）が ，お の お の 取 り付 けて あ る．

　 ST 方式 に よ る トイ へ の 給 水 に つ い て は
，

トイ の 端 に 取 り付 けた キ ャ ッ プ と水道 管

（VP25 ）を直接ホ ース で連結 し トイ に給水する方法 も考 え られ る ．
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（a ）参考農家の ST 方式
　 （図 1　No ．9 の 温室

　（平成 5 年11月2 日現在））

（b）可 動棚 に 設 置 した

　　ST 方式
　 （図 1　No．9 の 温 室

　〔平成 5年 11月2 目現在））

（c ）固定棚 に 設 置 した

　　ST 方式

　 （図 1No ．8 の 温室
　 （平成 3年 8月 5 日現在））
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　 　 　 　 　 　 　 　 　 写真 1　 ST方 式 に よ る シ ク ラ メ ン の 灌水

（a ），（b）に つ い て

　 トイ上 の 細 い 管 は 水 道 管 （VP13 ）。水 道 管 （VP13 ） と ホース は 継 手 （T−13）で 接 続 ，こ の ホ ース

　 と通 路 脇 の 地 表 に 露 出 して い る 水 道 管 （VP25 ＞ は 継 手 （T−25 × 13） で 接 続．
　 トイ上 の 白 い 物 体 は ミ ラ

ー
ブ ロ ッ ク．

（b＞ に つ い て ，棚 と棚 の 支柱 の 間 に あ る 円筒 形 の 金 属 棒 は ，棚 の 可 動 に 使 用 さ れ る コ ロ を 示 す．
（c） に つ い て ， トイ の 端 に 栓 を した キ ヤ ッ プ が 取 り付 け ら れ て い る ．

　 　 ト イ 上 に ，5号 の ST 鉢 に 定 植 した シ ク ラ メ ン が 栽 培 さ れ て い る ．

　 トイの サ イズ に つ い て
，
1．の 乙社 の 場合 ， 規格 品 と して 4 （m ）と 6 （m ）の 2 種類が あ り，

棚 の 長 さ に応 じて 10cm 単位 で 加 工 す る と して い る ．参考農家 で は， 6 （m ）を越 える 固定

棚 に対 し
， 温室内で 棚の 長さ に等 し くなる まで 複数の トイを継手で 継 ぎ足 し ， 特注品 は使

用 して い ない ． さら に ST 方式 の 使 用期 間 は
，

シ ク ラ メ ン の 生 産 で 定植 直後 か ら出荷 終 r

まで の 期 間で
，

この 期 間中の トイ内の 水量 の 調節 は全 て 手動 で 行 っ て い る ．

1．3　棚の 設置

　間 口 と奥行 が 与 え られ た温 室で
，

こ の 温室 1棟 の 棚 面積 は
， 設置す る棚 の 幅 と長 さお よ

び棚 の 設置数 に よ り決 ま る．他方 ，棚 の 幅 と長 さ，棚 の 設 置数お よび通路幅 は，温 室の サ

イズ と作業 （灌水 ， 施肥 ，除草 ， 病害虫の 防 除等）の し易さ を考えて 設 定され る ． こ の と

き ， 以下 の 検討で 設 置す る棚 の 形 は 長方形 と し， 棚 の サ イズ で 寸法の 短 い 方の 長 さ を棚幅

と定め w あ る い は w12 とお き， 寸 法の 長 い 方の 長 さ を棚 の 長 さ と定め e とお く． こ の と

き
， 棚 幅 w は

， 棚 の 両側 に 通路が あ る場合で
， 作業者が 棚 の

一
方の 側 か ら 中央 まで 手 の 届

く長 さの 2 倍の 長 さ とす る． また
， 棚幅 w ／2 は

， 棚 の 片側 に の み 通路 が ある （他 方 の 側

は側 面 に 隣接 す る）場合 で
， 作 業者が棚 に 向かい 棚 の 端 まで 手 の 届 く長 さ とす る．

　図 1 に つ い て
，
No ．1 〜 No ．7 の 各温室 に は

， 表 1 に示す よ うな 固定 した棚 （以 下 で 固定

棚 と記す）あ る い は動か す こ との で きる棚 （以下 で可 動棚 と記す）の い ずれ か の 棚が 設置

して あ る ．可動棚 を設置 した 温室で は
， 作業時 に作業者が 中央通路 に立 ち ， 棚 に 向か い 作

業 をす る 棚 を左 また は右 に 動か し
， 作業 に必 要 な棚 と棚 の 間隔 を得 て い る． ま た

， 平 成 2

年以 後 に 新設 あ る い は 改築 した 温室で ，可 動棚 を設 置 した No ．1，　 No ．9 の 温 室で は ， 既存

の 温室 No ．3，　 No．5，
　 No ．6 に比べ

， 棚 の 設置数 を減 ら し ， 作業 が し易い よ うに棚 を配置 し

て い る ．

1．4　通 路の 配 置 を考慮 した棚 の 設置 と棚 の 可動距 離 D

　温室 内の 通路 は
， 灌水 ， 施肥 ， 除草 ， 仮 植 ・定植 の 各作 業 ある い は 出荷 鉢や 資材の 運搬

お よび薬剤 散布等の 作業に 使わ れ る ．図 1 の No ．1 〜 No ．7 の 各温室 の 通 路 と棚 の 設 置 に つ

い て 述べ る．No ．1
，
　 No2 に つ い て ，通路は妻面に平行 に幅 0．4 （m ）の 通路を温 室の 出入
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口 と中央に合計 3 カ 所配置 し内部に幅 1．8 （m ）の 棚 と幅 0．6 （m ）の 通路 を交互 に お の お の 2

列側 面 に 平行 に 配置 して あ る ． さらに ， 幅が 0．9 （m ）で 長 さ 24 （m ）の 棚 をお の お の の 側面

に 隣接 して 設置 して ある ．No ．3
，
　 No ，5 〜 No ．7 は

， 温室 の 中央 に 側面 に 平 行 に幅 O．8 （m ）

の 通路 を配置 し， こ の 通路 の 両側 に 幅が 1。8 （m ）で
， 長 さ は 3 （m ） （No ．3） ある い は 4．8

（m ）（No ．5 〜 No ．7）の 棚 を妻面 に平行 に 設置 して あ る．　 No ．3，　 No ．5 〜 No ．7 の 各温室の 中

央通路 の 片側 に 設 置 した棚 の 設 置数に つ い て ， No ．3 の 温 室は 14 列で ，
　 No ．5 〜 No．7 の 温

室 は共 に 15 列で あ る ． こ の と き可動棚 を設置 した No ．3
，
　 No ．5

，
　 No ．6 の 各温 室で

， 棚の

可動距離 D す な わ ち奥行 と中央通路片側 の 棚幅 の 総 和 （1 つ の 棚の 幅 と中央通路 の 片側 に

あ る棚の 設置数 との 積） との 差は ，No ．3 の 温 室で は 1．8 （m ），　 No ．5，　 No ．6 の 温室 で は 共

に 1．875 （m ）で あ る．

田　 圃

No ．9 No ．6 ：．

用 水 路
踊 r
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　　 図 1　 参考農家の敷 地の 形状 と温 室の設 置

実線 ：平 成2年6月現在の 温室の 設 置 状況 ．
点線 ：平成 3 年か ら平 成5年 11月 まで の 期 間に新築あ る

　　　 い は 改築 した温室 ．
側面 に平行 な通路 の 幅H11 ：0．6 （m ）．
妻面 に平行 な通路 の 幅 H12 ：0．4 （m ）．
側面 に棚 と の 間隔H21 ：02 （m ）．
中央通路の 幅H22 ：0，8 （m ）．棚rllMw：1．8 （m ），
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表 1　 参考農家の 温 室 （両 屋根型の 単棟温室 7 棟） と棚 の 設置 状況 （平 成 2 年 6 月現 在）

　 温 　 　室 　 No
（外壁 ，屋根の 被覆材）

間 口

（m ）

奥行

（皿 ） 棚 の 種類 （棚 の 配置 の 仕方） と棚 の サ イズ （m ）　i

NQ1，NQ2 （2棟の 温室

は ， 共に硬質ビ ニ
ー

ル ）
7．2 24

固定棚 （側面平行）：f貝1雁 に隣接した棚 ：幅 ：0．9，長さ：24

　　　　　　　　　内部の棚 ：幅：1，8， 長さ：10．8，12．0

NQ3 （硬 質ビ ニ ール ） 7．2 27 可動棚 （妻面平行）：幅 ：1、8
， 長 さ ：3．0

NQ4 （透明ガ ラ ス ） 10．828 ．875 固定棚 （妻而平行）；幅 ：1．8
， 長 さ ：4 ．8

NQ5 （透明ガ ラ ス 〉 10．828 ．875 可動棚 （妻面平行）：幅 ：1．8，長 さ ：4．8

恥 6 （透明 ガ ラ ス ） 10 ．828 ．875 可動棚 〔妻面平行）：幅 ：1．8
， 長 さ ：4．8

NQ7 （硬質 ビ ニ
ー

ル ） 10．8 36 固定棚 （妻 面平行）：幅 ：1．8，長 さ ：4．8

110．8 （m ），12 ，0 （m ）
L − 一＿　　　　 ＿

備考 ；平成 2年以 後，平成 3年 か ら平成5年 11月ま で の 期 間に
， 温室NQ1は改築 （間日 ：9．0 〔m ），

奥行 ：30 （m ）．棚 は妻 面に 平行に 可 動棚を配置），　〔図 1の ）No8は新築 （間口 ：9．0 （m ），奥行 ：

30 （m ）．棚 は側面 に平行 に 固定棚 を配置），　 （図 1の ） No9は既設 の パ イ プハ ウ ス 2棟 を1棟の 温

室 に改築 （間口 ：12 （m ）， 奥行 ：36 （m ），棚は妻面 に平 行 に可 動棚 を配 置 ）．改 築あ る い は新

築 した温室No1
，
　 NQ8，　 NQ9は

， 全 て 両屋根型 で 単棟 の 硬質 ビニ
ー

ル ハ ウ ス ．温 室の 専門会社 甲社

の 基本仕様表に 記載の 寸法 （m ）で
， 温室側 面の ス パ ン （柱間 隔）に つ い て ， 硬質ビ ニ ー

ル ハ ウ

ス No1〜N  3，　 NQ7は 3 （m ），ガ ラ ス 温室NQ4〜M6 は2 ．625 （m ），硬 質 ビ ニ ール ハ ウ ス （図 1で 使

脳 い る H

∵ 犠響
畷 ゜ は ’η ！m ！’＆ 1 （醐 （m ）’

  （m ＞’

一

2． 仮　定

こ こ で
， 以下 の よ うな仮定 をお く．

（1）側而 に 平行 に 設置す る 棚 は全 て 固定棚 とす る ． さ らに側面 に隣接 して 設 置す る棚 は ，

　　幅が w ／2 の 棚 と し
， 他の 温室内部に設置する棚 は幅が w の み の 棚 とす る．

（2）奥行は敷地 の 制約 ，
温 室建築の 基 本仕様お よび作業能率 を考慮 し定 め る もの とす る ．

（3）可 動棚 は妻面 に平行 に設 置 しこ の 棚 の 幅 は w （
一
定）の み とす る ．

（4）棚上 の 1 本 の トイ の 長 さ は棚 の 長 さに等 しい とす る ．

（5）使用 す る トイ は
， 規格品 A （長 さ hA） と規格 品 F （長 さ hF）の 2 種類 とす る ．可

　 動棚 の 長 さ は トイの 長 さ hF 以 下 と し
， 使用 に あた り， トイの 強度お よ び 参考農家の

　 場合を考慮 し，継 ぎ目 の な い 1 本 の トイ とす る． 固定棚 の 場 合 ， 棚 の 長 さが トイ の

　 長 さhF を越 え る場 合 に の み継 手 に よ り2本以 上 の 1・イ を継 ぎ足 す もの とす る ．

（6）幅 w の 1 つ の 棚 に並べ る ］・イ数 z （本）は 一
定 と し，幅 w ／2 の 棚 に対 しz ／2 （本）と

　 す る ． 1本 の トイ に 取 り付 け る キ ャ ッ プ と ミ ラ
ーブ ロ ッ クは

，
こ の トイの

一
方 の 端
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　 と他方 の 端 に ， お の おの 1個 ず つ 取 り付 ける もの とす る ．

（7）シ ク ラ メ ン の 苗 を定植 した後 ， 病害虫 また は生育不 良等で 出荷で きなか っ た植物体

　 に使用 した ST 鉢 は，次年度 の 定植 に 使用 する もの とす る．

（8）暖房設備の 設 置面積は 温室全体 の 総面 積 に対 して微 小 で あ る こ とか ら
， 近似 的 に ゼ

　 ロ と　み な し
， 本 稿で は考慮 しな い こ と とす る ．

2 ．1　案 と使用 す る記 号の 設定

　棚 はすべ て 1段 と し， その 設置 方法 は
， 次 の 2 通 りとする ．す な わ ち

，

　　第 1案 ：側面 に 平行 に 固定棚 を設置す る ．

　　第2案 ：妻面 に平行 に可 動棚 を設置す る ．

　 こ れ ら 2 つ の 案 い ずれ に つ い て も ， 棚 の 設置 と通路 の 配置 に あた り，作 業能率 を考慮 し，

か つ 1．4 で 述べ た 参考農家の 場合に 従 うもの とする ．第 1 案の 場合 ， 側面 に 平行 な棚の 設

置 と通路 の 配置は ，2．の 仮定 （1），（2）の 下 で
， 間ロ M に対 し，通路幅 Hll を考慮 し ， 棚

幅が w ／2 ある い は w の 棚 を設置 す る もの とす る． 第 2 案 の 場 合 ， 間口 M に 対 し， 側面 に

平行 に温 室 中央 に 通路 を配置 し
，

こ の 通路 の 両側 に 幅 w
， 長 さ e　2w の 棚 を妻面 に 平行 に設

置す る もの とす る ． 1つ の 温 室 に設 置す る棚 の 設置数 は，棚の 可動距離 （D ）を考慮 して 決

め る もの とす る．

　 こ こ で
， 使用 す る 記号 を以下 の よ うに設 定す る ．

Sc ：敷 地 内で 温 室 ， 資材 置場 ， 作業室等の 施 設お よ び通路 等 を含 む
，

生 産活動 に 必 要な

　　 用 地 の 総面 積 （m2 ），
一

定

SD ：シ ク ラ メ ン の 定植 に使 用 す る 温 室 （栽培 室 ）の 設 置 に使 用す る 用 地 の 総 面積 （m2 ），

　 　 0 ＜ SD 〈 Sc

Si（i ＝ 1
，
2）：第 i案 に よ る 1棟 当 た りの 棚 面積 （m2 ）

SiT（i ＝ 1
，
2）： 第 i案 に よ る総棚面積 （M2 ）

M ：間口 （m ），
M ＝ 7．2 （m ），

8．1 （m ），
9．0 （m ），

10．0 （m ），
10．8 （m ），

12．0 （m ），
12．6 （m ）．

L ：奥行 （m ）， 21 （m ）≦ L ＜ 42 （m ）

Hll ：第 1案で ，側面 に 平行 な通路 の 幅 （m ），　 Hl1 ≧ 0．6 （m ）

H12 ：第 1案 で
， 妻面 に平行 な通 路 の 幅 （m ），

一・一定

kl ：第 1案で ， 幅H12の 通路の 設定数 （本）

H2 ：第 2 案で
， 側面 に平 行 な温室 中央の 通 路の 幅 と側 面 と棚 との 間隔 の 総 和 （m ），

一
定

w ：棚の 幅 （m ／列），

一
定

z ：幅が w の 1 つ の 棚 に並 べ る トイの 本数 （本），

一一
定
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21w／2 ：第 1案で ，側面 に 隣接 して 設 置す る 幅 w ／2 の 棚 の 長 さ （1n ／列）

e　1w ：第 1案 で
， 幅が w の 棚 の 長 さ （m ／列），

　 o ＜ hF ≦ 41w ≦ 21w ／2 （＝ L ）

22w ：第 2 案 で
， 幅が w の 可動棚 の 長 さ （m ／列），

　 e　 2w ＝ （M − H2 ）／2 ，
0 〈 e　2w ≦ hF

Bwf2 ：幅が w ／2 の 棚の 設置数 （列 ／棟）

Bw ：幅が w の 棚 の 設置数 （列 ／棟）

D ：棚の 可動距離 ， D ≧ 1．8 （m ）

b ： トイ上 に 並 べ る こ との で きる 1m 当た りの ST 鉢数 （鉢），
一定

γ ：定植 した植物体の 損失率 （＝ 病害虫等 に よる 定植 した植物 体の 損失量 ／定植 した植 物

　　体 の 総数 ）， 0 ≦ γ≦ 1．O

hj（j ＝ A ，　 F ）：規 格品jの トイの 長 さ （m ノ本 ），0 ＜ 伽 ！2 〈 hA ＜ hF
，

一
定

hT ： 1棟 当 た りの トイの 使用 量 （m ）

h ：規格 品ノ（ブ
＝ A

，
F ）を加工 して で きた トイの 長 さ （m ），

0 ＜ h 〈 hj

nt ： トイ の 耐用年数 （年），

一
定

n 、 ：キ ャ ッ プの 耐用年数 （年），

．一一
定

n 、 ：ミラー ブ ロ ッ クの 耐用年数 （年），

．
淀

nb ：固定棚 お よび 可動棚 の 耐用年数 （年），
一

定

Ct」 （」
− A

，
　F ）：規格 品ノの トイ の コ ス ト（円 ／本〉， 0 〈 Cth＜ CtF

，

一
定

Cc ：キ ャ ッ プ の コ ス ト （円 ／個），

一
定

Cs ：ミ ラ
ー

ブ ロ ッ ク の コ ス ト（円 ／個）， 　
一
定

C 。、t ：キ ャ ッ プ と ミラ
ー ブ ロ ッ クの 1棟当た りの 費用 の 和 （円 ／年）

Cp ：鉢費の 増分 （ST 鉢 の コ ス ト（円 ／鉢）と普通 鉢の コ ス ト（円 1鉢 ）の 差額 （円 ／鉢）），

一
定

Cpt ： 1棟あ た りの 鉢 費 の 増分 （円 ／年）

Clb ：固定棚 の工 事 費 （円　／　3．3m2 ），
一一
定

Clbt： 1棟あ た りの 固定棚の 償却費 （円 ／年）

C2b ：可 動棚 の 工 事費 （円 ／3．3m2 ），

一一
定

Clwf2t ：第 1 案 に よ る
， 幅 w ／2，長 さ elw12の 棚 に 並べ る 1棟 当た りの トイ費 （円 ／年）

Clwt ：第 1案 に よ る
， 幅 w ，長 さ 41w の 棚に 並べ る 1棟 当た りの トイ費 （円 ／年）

Cit（i ＝ ＝ 1
，
2）：第 i案 に よ る 1 棟 当た りの 総 費用 （円 ／年）

CiT（i ＝ 1
，
2）：第ε案 に よる総 費用 （円 ／年）

　上 記の 記号に つ い て ，奥行 L の 範囲 は 図 1の 参考農家 と参考文 献 ［8］を参考 に設定 した ．

また
，　

・
定 と記 した記号 お よ び用地 面積SD の 数値 を表 2 に 示す ．表 2 の 数値は ST 方式 に

使用 す る 資材お よび棚 ， 温室サ イズ は 参考農家 お よ び各専 門会社 か ら提供 して い た だ い た
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資料 を もと に作 成 した 数値 と設 定 した 数値 を表す ．表 2 の 数値 で ， トイの 本数 z （本 ）お

よび トイ 1m 当 た りの ST 鉢 数 （鉢）b は ， お の お の シ ク ラ メ ン 5号鉢仕 上 げの 場合 を表す．

　以 下 の 検討で ， 用 地面 積 SC ，
　 SD に対 し ， 面積が （SC − SD）の 用 地 は

， 降雪 お よび 温

室 内の 鉢花 と花苗に 十分 な光量が 得 られ る ように
， 隣接 す る温室 と温 室の 間に一

定 の 間隔

を とる た め の 用 地 ， 稚苗 の 栽培 室 ， 資材 あ るい は 出荷 鉢等 の 運搬用 トラ ッ ク を通 すた め の

通路，作業室お よ び資材置場等，鉢花の 生 産活動 に使用 する もの とする． また，温 室中央

に設置 した水道の 蛇口 と棚上 に並べ た トイ をつ な ぐ給水管 （第 1案 の 場合 は
， 温室中央に

妻面 に平行 に配置 した水 道管お よび ホ
ー

ス ．第 2 案 の 場 合 は
， 側 面 に平行 に 配置 した水 道

管お よびホ ース ）と継手 （水道管 とホ ース ある い は水道管 と水道管の 接続に使用）の 償却

費は除 くこ とにす る ． とくに ， 第 1案の 場合 ， 給水管 と継手に対す る資材の 使用量 とそ の

償却費が奥行 の 長短 に関係 な く
一

定 で ある ．第 2 案 の 場合 ， 給水 管 と継手 に対 す る 資材 の

使用量 と こ の と きの 償却費 は 間口 の 広狭 に 関係 な く
一

定で ある ．

　以 下 で ，2，1 の 2 つ の 案 につ い て ，2．の 仮定の 下 で ， は じめ に 温室サ イ ズ と棚面積お よ

び温 室サ イズ と費用 の 関係 を検討する ．次 に ，
こ れ らの 検討結果 をも とに ， 棚面積が よ り

大 で 費用 が よ り小 となる よ うな温室 の サ イズ に つ い て 優劣分 岐分析 に よ り検討す る ．

3． 温室の サ イ ズ と棚面積お よび 費用 に 関する考察

　用 地 面積 に つ い て ，温室 を設置 す る敷 地 の 形状 と敷 地面積 Sc に対 し
，

こ こ で は
， 温室

の 設置 に の み使用する用地 （面積は SD） を検討の 対 象 とする．

　 （イ）面積 SD の 用 地 に設 置す る 温室 の サ イズ と棟数 の 設 定

　図 1お よび表 1で 温室 No 。1，
　 No ．2 の 温室床面積 （間 口 と奥行の 積）は 172．80 （m2 ）， 棚

面積 は 125．28 （m2 ）で
， 温室床面積 に 対 す る棚 面積 の 比率は 0．725 と なる ． い ま ， 用 地面

積SD を 2
，
400 （M2 ）（100 （m ）× 24 （m ））と し

，
こ の 用 地 に 間口 100 （m ＞， 奥行 24 （m ）の 温

室 1 棟 を設 置 す る ．上 述 の 棚 面積 の 比 率 0．725 を適 用 した と き， こ の 温 室の 棚面 積 は

1
，
740 （m2 ）（＝ 100 （m ）＊24 （m ）＊0．725）となる 。次 に ， 同 じ面積 SD の 用地 に 間口 48 （m ），

奥行 24 （m ）の 温 室 2 棟 を設置す る （温室 と温 室の 間隔 は 図 1 の 参考 農 家の 場合 と同 じ 4

（m ）とす る ）． こ れ ら 2 棟 の 温室 の 総棚面積 は ， 棚面積 の 比as　O ．725 を適用 した とき

1
，
670 ．4 （m2 ）で

， 温室 1棟 の 場 合 よ りも総棚 面積 は小 とな る ．以 下 ， 隣接す る 温室 と温 室

の 間隔 は 4 （m ）（
一 定）と し，面積 SD の 用 地 に 設置 す る温 室の 棟数 を増 加 して い く （こ の

と き 1棟 の 温 室サ イズ は よ り小 とな る）と き総棚 面積 は よ り減 少す る ， た だ し ， 以下 の 検

討で ， 奥行 L と間口 M の 各サ イズ につ い て は 温室建築の 基本仕様 を考慮す る ， こ こ で
，

面積 SD の 用地 に温 室 を 1棟 の み設 置す る 考え方 に 近 い 温 室 の 設 置の 仕方 と して ，面積 SD
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の 用 地 に 小問 口 （梁間 と も呼ぶ ）が Ml ，
　 M2 ，

…
，
　 M 。 （Ml − M2 ； … ＝ Mn ）， 奥行 が L1

，

L2
，

…
，
L 。 の 温室 n 棟 を連 ね ， 間 口 M （＝＝ Ml ＋ M2 ＋ …＋ M 。 ）， 奥行 L （＝ L1 ＝ L2 ＝ … ＝ L 。 ）

の 1棟 の 温室 と して 設置 す る連棟温室 が あ る ［4】， ［61 〜
［8］．連棟 の 温室 に つ い て は 国内あ

る い は 外国の 温 室で 1棟が 2 連 棟か ら 10 数連棟 まで 存在す る ［7］． こ の 連棟温 室 の 考 え を

単棟温 室の 設置 の 仕方に あて は め る． い ま ， 間 口 と奥行 は各棟 の 温室 で 同 じ とす る ．図 1

で 敷地 中央 の 通路 （幅 5 （m ））の 南 側の 敷地 （東西 100 （m ）， 南北 31 （m ）の 用地 ）に温 室 を設

置す る こ とを考える． こ の と き ， 隣接 す る温室 と温室の 間隔は 4 （m ）で 敷地の 東側 と西側

に ある用水 と温室 との 間隔 は共 に 1．6 （m ）と設定す る ．この と き，
こ の 用地 に 間口 7．2 （m ），

奥行 30 （m ）の 単棟温 室 を 9 （棟）設 置す る こ とが で きる． こ こ で ，温 室 の 棟数が 実数値，

例 えば 6．45 （棟）の 場 合 ， 図 1 の 温 室 No ．4 と同 じ考 えで ，6 棟の 栽培室 と他 の 1棟は 栽培

室が 45 ％ で 作 業室が 55 ％ か ら な る温 室 とす る ．以 下の 検討で
， 図 1 と参考文献 ［4】〜 ［6】

で 敷地 の 形状 に対す る 温室の レ イア ウ トお よ び温室の サ イズ を参考に す る 。 こ の と き， 温

室 の サ イズ は 間口 M ある い は奥行 L の い ず れ か が 与え られ た場合 と し ， 面積 SD の 用地 に

設置す る温 室の 棟数 は SD ／（ML ）とす る ．

　 （ロ ）費用 の 設 定

　第 ‘案 （i　＝ 1，2）に よる 総 費用 CiTを決め る に際 して ，温 室 ，暖房設備 （温風 暖房機）他

の 施設 ・設備 の 償却費 は 第 1案 と第 2案で 共通 の 費用 で あ るか ら ，
こ の 償却費 を除 い て 考

え る こ とに す る ． い ま
， 総費用 CiT （i＝ 1

，
2）を構 成す る 費用項 目 は

，
1．2 の ST 方式 と 1．3

の 棚の 設置 に 関す る費用 とす る ．こ の と き，費 用項 目は トイ
，

キ ャ ッ プ
，

ミラ
ーブ ロ ッ ク

，

棚 の ，お の お の の 償却費 （以 下 で トイ費， キ ャ ッ プ費， ミラ
ー ブ ロ ッ ク 費，棚費 と記す）

お よび鉢 費 の 増 分 とす る ．鉢費 の 増 分 に つ い て 述べ る ． 1，2 よ り， 定植 に使 用す る鉢 （消

耗用鉢 ）は， ST 方式 に 適 した ST 鉢 が使 用 され る ． こ の ST 鉢 と普通鉢 の コ ス トの 差 額 を

こ こ で は 鉢費 の 増 分 と よぶ ． また
， トイ と トイ をつ な ぐ継手 の 使 用 量 は 少 な く，

こ の と き

の 継手の 償却費は僅か で ある か ら
，

こ の 償却費は 除 い て 考える こ とにす る ．固定棚 と可動

棚 の 耐用 年数は 同 じ とす る． こ こ で ，2．の 仮定 （5）に対 し，規格品」（長 さhj，　j ＝ A ，　 F）

を使用 し長 さ h （≦ hj）（m ／本）に加 工 した と きの トイの コ ス ト（円 ／本）を （1）式 で 与える ．

0 ＜ h ≦ 1 の と き，
Cti　／　hj（円 ／本）

1 ＜ h ≦ 2 の と き，2CJ ゐj （円 ／本）

切 ／厂 1 ＜ h ≦ h〃 2 の と き，C ，j／　2 （円／本）

b ／2 ＜ h ≦ hjの と き，　 C ，j（円 ／本）

（1）
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3．1　 総棚面積 と総費用

3．1．1 第 1案の場 合

　 A ． 総棚面積 SIT

　第 1 案 に よる 1棟 あた りの 棚面 積 を Si とお くと き， 棚 面積 S1 は棚 幅 と棚 の 長 さお よび 1

棟 あ た りの 棚 の 設置 数 との 積和 で 与 え る ． また ，棚 の 長 さ elw は， こ こ で は通 路 幅 H12

（一 定） を用 い て ， （L − h，H ユ2）／（島
一 1）で 与え る ． こ の とき ， 第 1 案 に よる 総棚面 積 を

SITとお き， 棚面積 S1と棟数の 積 と して
， （2）式に定め る ．

　 81T （L ）＝ SISD ／　（M ．乙）

　 　 　　 ＝ 〔（w ／2）LBw ！2 十 w （L 　
一

　h　1H12 ）／（翫
一 1）Bw ｝SD ！（ML ）　　　　　　　　　 （2）

　い ま，用 地 面 積 は SD ＝ 1
，
578 ．15 （m2 ）， 間 口 は M ＝ 7．2 （m ），通 路 幅は Hi2　＝ ・　O．4 （m ），

幅H12の 通路 の 設定数 は kl＝ 3 （本 ），棚 幅は w ・＝ ・ 　1．8 （m ）， 棚 の 設置 数 は Bw ＝ 4 （列），
Bwt2 ＝

2 （列）の と き， 総棚 面積 SITは
， （2）式で 奥行 L の 関数 と して

， （3）式 とな る ．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 946 ．8900
　 SIT（L）＝ 1

，183．6125 −
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 L

　 B ． 総 費用 CIT

　 総 費用 CIT を構 成す るお の お の の 費用 に つ い て ，以 下 に 定め る．

　 （1） トィ費 C 、w ！2t，　 Clwt

　側 面 に 隣i接 して 設置 す る棚 （幅 w ／2
， 長 さ elw 〆2 （− L ）） に 対 し ， 使用 す る トイ 1本 の

総延長が hFJ ＋ h （」 − 1
，
2

，

…
，
0 ＜ h ≦ hF ）とな る場 合 ， 棚上 の 1 本の トイは 規格品F

（長 さ hF）を」本 と長 さ h の トイ 1本 をお の お の 継手で 継 ぎ足 す こ とで 得 られ る もの とす る ．

　　 （1．1）幅 w ！2，長 さ e　lw 　12の 棚 に並べ る トイの 1棟あ た りの 費用 Clw〆2t

　　　  h （＝ elw12一 ん  ）＜ hF／2 の 場合

　 い ま ， 幅 w ／2 の 棚 に 並べ る トイの 本数 z ／2 （本）の
，
1棟 あた りの トイ費 をClw　12t （円 ／

年）とお く． こ の と き，
トイ費 Clw12t（円 ／年）は

， 規格品 F （長 さ hF） を」 本 と 1本 の 長 さ

h （く hF／2） （m ）の 各 トイ費の 和 と して ， （4）式で 与 える こ とが で きる ．

　Clw ／2t
＝｛」 十 （「h1　／hF）｝CtF（z ／2）Bw ／2 ／nt 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （4）

　（4）式 で ，記号 「］は小 数点以 下 の 切 りh げ を表す． こ の と き， 1本 が h （m ）の トイの 長

さは 整数値で与える ．

　　　  　hF／2＜ h （＝ e 、w ！2
− hFJ）＜ hFの 場合

　  の 場 合 に対 し
， 規格 品 F （長 さ hF） の トイを 」 本使用 した と きの トイ費 と 1 本の トイ

の 長 さ h が hF ／2 〈 h ＜ hFの 範囲内の 値 の 場 合 ，
こ の トイの コ ス トを

，
こ こ で は規格品 F
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を 1 本使用 した場 合 と同 じ費用 とす る ． こ の と き ， （a ）の 場 合 と同様 に 考えて ， こ の 場合

の 1 棟あ た りの トイ費 を C 、wf2t （円 1年 ）とお くと き， トイ ev　Clw ／2t （円 ／年）は （5）式で 与

える こ とがで きる．

　 　Clw　i　2t ＝ （」 ＋ 1）CtF（z ／2）Bw ／2 ／nt 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （5）

　 （1．2）幅 w
， 長さ e　 1w の 棚 に並 べ る トイの 1棟あ た りの トイ費 C 、wt （円 ／年）

　幅 w ，長 さ e　 lw の 棚 に並 べ る トイ の 1 棟あ た りの トイ費 を Clwt（円 ／年）とお く． こ の と

き， トイ費 Clwt（円 ／年）は （1．1）で 棚 の 長 さ 21wt2を 41w と置 き換 える こ とで 得 られ る ．

　 （H ） キ ャ ッ プ と ミ ラ
ーブ ロ ッ ク の 1棟 あた りの 費用 の 和 0 ，，t （円 ／年）

　幅 w の 棚 に使 用す る トイ数 z （本），棚 の 設 置数 Bw （L ）（列 ／棟）に 対 し
，

キ ャ ッ プ と ミ ラ

ーブ ロ ッ ク の 1 棟あ た りの 費用 の 和 を Ccst（円 ／年）とお くと き ， 費用 C 、st （円 ／年）は ， キ

ャ ッ プ と ミ ラ
ー ブ ロ ッ ク の 資 材 の 使用 量 （幅 w ！2 あ る い は 幅 w の 棚 に並 べ る トイの 本数

に等 しい ） と こ れ らの 資材 の 1個 あた りの 償却 費 の 積 と して （6）式 で 与 え る こ とが で き

る ．

　　Ccst＝ （Cc ／nc 十 Cs ／ns ）（Bw 〆2 （z ／2）十 Bwz ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）

　 （皿 ） 1棟あ た りの 固定棚の 償却費 Clbt（円 ／年）

　 1棟 あた りの 固定棚 の 費用 を Clbt（円 ／年）とお くと き，棚費 Clbt（円 ／年）は 1棟あた り

の 棚面 積 Sl （m2 ）と 1m2 あ た りの 固定棚 の 棚 費 Clb ／ （3．3nb）（円 ／年）の 積 と して （7）式 で

与 え る こ とが で きる ．

　　Clbt＝ SIClb　1　（3．3nb）

　　 　　 ＝ ｛L （w ／2）Bw ！2 十 （L −
　hlH12）wBw ｝Clb／（3．3nb）　　　　　　　　　　　　　 （7）

　 （N ） 1棟 あた りの 鉢 費の 増分 Cpt（円 ／年）

　1棟 の 温 室 で使用 す る トイの使 用量 を トイの 総延長 厨 （m ／棟 ）で 表す．定植 した植物体

の 総数 は ， トイ 1m 当た りの 植物体数 b （鉢）と トイの 長 さ hT （m 　1 棟）の 積 bhTで 与 え る．

表 2　 数 値

SD：1578．15，　 b：3．8889，　 C協 ：1，550，α F：2，300，　 Cc：240 ，　 C　s ：50，　 Cp ：40，　 Clb：10，000，
C2b：13，000，　 Ih2：0．4，　 nt ：10，　 nc ：10，　 ns ：2，　 nb ：20，　 w ：1．8，んA ：4，んF ：6，　 z ：8，　 H2 ；1．2，

SD ：用地面積 （m2 ），　 b ：トイ上 に並 べ る 5号の ST 鉢数 （鉢／ m ），
　 Cdi，　CtF ：規格 品A

，
　 F

の トイ の コ ス ト （円 ／本 ），Ce，　Cs　l キ ャ ッ プ と ミ ラ
ーブ ロ ッ クの コ ス ト （円／ 個），

Cp ：鉢費の 増分 （円／鉢），　 Clb ：固 定棚 の工 事費 （円／ 3．3m2 ），C2b ：可動棚の 工 事

費 （円／3．3m2 ），　 H12 ：通路 幅 （m ），
　 nt ，　n ，，　ns ，　nb ： トイ，キ ャ ッ プ，ミラ

ー
ブ ロ ッ ク

，

棚 の ，各耐用年数 （年），w ：棚幅 （m ／ 列），楓 んF ：規 格 品A ，　Fの トイの 長 さ （m ／本），
z ：5号鉢に定植 した シ ク ラ メ ン の場合で ，幅が 1．8 （m ）の 棚 に並べ る トイの 本数 （本），
H2 ：通路 幅 と側 而と棚の 間隔 の 和 （m ＞。

79

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assoolatlon 　of 　Management 　Aooountlng

管理 会計 学 第 6 巻 第 1FJ一

こ こ で ，定植 した植物体が定植期問 中 に病害虫等 に よ り出荷で きな くなる と き， 定植 期 間

中の 植物体の 損失率 を γ（
＝病害虫に よ る定植 した植物体 の 損失量／ 定植 した植物体の 総

数 ） とす る と き， 植物体 の 損 失率 γに 対 し出荷 した 植物体 の 比 率は （1 一
γ）とな る ． こ の

と き ，
1棟あた りの 鉢費の 増分 Cpt（円 ／年）は

， 鉢費の 増 分Cp （円 ／鉢）と出荷量 （1一
γ）＊

bhT の 積 と して （8）式 で 与 え る こ とがで きる．

Cpt＝ Cp （1 一
γ）bhT

　
＝Cp （1

一
γ）b ｛L （z ／2）、Bwi2 十 （L − hlH12 ）zBw ｝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）

　 い ま， （1）〜 （IV）で 述べ た 1棟 当た りの 費用 （円 ／年）に 対 し ， 温 室全体 （総棟数は 8D ／

（ML ））に か か る費用 （円 ／年）を CIT とお くと き，第 1 案に よ る 総費用 CIT は （9）式 とな る ．

　　CIT ＝ （Clw　12t÷ Clwt＋ Ccst　＋　Cbt＋ Cpt）SD ／ （ML ）　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （9）

　 C ． 数値例

　 い ま
， （4）〜

（9）式 に 表 2 の 数値 を適用 し，間 口 1レfが 7．2 （m ），定植 した植物体の 損失率

γが O．1 の 場 合につ い て ，面 積 SD の 用 地 に温 室 を8D ／（ML ）棟 設置 した と きの 奥行 L と総

費用 Sltの 関係 を図 2 （a ）に示す ．以 下 で ， 図 2 （a ）に つ い て 述べ る ，

　い ま， 使用す る トイの 規格 品 を」（ノ＝ A
，
F）の み と した場 合の トイ費 は ，棚の 長 さに よ り，

次の （i）と （ii）の 2 つ の 場 合に分 けて 計算す る こ とが で きる ，

　 （i）棚 の 長 さ 41W〆2 に等 しい 長 さの トイ を並べ る ，

　 （ii）棚 の 長 さ 41wt2 に対 し 1 本 の 1・イ の 長 さが 棚 の 長 さ 61w ！2 よ り長 くか つ 棚 の 長 さ

　　　 elw12に限 りな く近い 値 を考 えた場 合．

　 は じめ に ， 使用 す る トイの 規格品をF の み と した場合の （i）， （ii）に よ る トイ費を求め る ．

い ま ， 例えば
， 幅 w ／2 が 0．9 （m ）で 長 さ e　 1w 〆2が 24 （m ）の 棚 に 並べ る トイ費 （円 ／年）を

求 め る． （i）の 場合 ， 規 格品 F の トイ 4 本 を継手 で つ な ぎ長 さ 24 （m ）の 1本 の トイ と し
，

こ の トイ を幅 w ／2 の 棚 に 4 本並 べ る ． こ の と き， こ の 棚 に 並べ た トイの 費用 （円 ／年）は

2
，
300 （円 ／本）

＊4 （本）
＊ 4 （本）／10 （年）とな る ．（ii）の 場 合，幅 w ／2 の 棚 に 並べ た トイの 費

用 （円 ／年）は
， （1）式 よ り， 2，300 （円 ／本）

＊
（4 ＋ 1 ／6）＊4 （本）／10 （年）となる ．

　 同様に して
， 幅が W の 棚 に並 べ る トイに つ い て も ， （i）， （ii）の 場 合 に つ い て

，
お の お

の トイ費 を 求め る ． こ の と き
，

トイ費が 棚 幅が w と w ／2 の 場 合で ，共 に （i）， （ii）の 場合

で 同
一

の 値を とる と きの 総 費用 CITを図 2 （a ）で ●印 で示 し ， （ii）の 場 合が （i）の 場合 よ り

もよ り大 とな る と きの 総 費用 CITを図 2 （a ）で○印で 示す ．図 2 （a ）で ，棚 幅が w ／2 で 長

さが 24．2 （m ）（奥行 が 24．2 （m ））の 場 合 ，
こ の 棚 に 並べ た トイの 費 用 （円 ／年）は

， （i），（ii）

の 場 合で 共 に 2
，
300 （円 ／本 ）

＊

（4 ＋ 1 ／6）＊ 4 （本）／10 （年）とな る ． また ， 幅 w の 棚 に 使用

す る トイ の 費用 も（i）， （ii）の 場 合で 共 に等 しい こ とか ら ， 奥行が 24．2 （m ）の ときの 総費用
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CITは ●印の み で 示す こ とが で きる ．図 2 （a ）で ， 奥行が 27．2 （m ）か ら 29 （m ）に つ い て も
，

同様 に 考 え て
， 幅が w 〆2 お よ び w の お の お の の 棚 に 使用 す る トイの 費用 （円 ／年）は ，共

に （i）， （ii）の 場合 で 等 しい こ とか ら
，

こ の と きの 総費用 CIT は● 印で 示す こ とが で きる 。

　 次 に， トイ の 使用 量 に対 し トイ費が よ り小 とな る よ うに 規格 品 F （長 さ 6 （m ））と規格 品

A （長 さ 4 （m ））の 2 つ の 規格品の トイ を組み 合わ せ て 使用 した場 合 の トイ 費 とこ の と きの

総 費用 CITを求 め る．規格 品A を使用 した場合 の トイ費 に つ い て は ， 上 述 で規格品 F を使

用 した 場合の トイ費 の 算出 の 仕 方 と同様 に して 考 え る， こ こで は
， 規格 品 F と A の トイ を

組 み 合 わせ て 使用 した と きの 総 費用 CITが 規格品 F の み使用 した場 合 よ り もよ り小 と な る

場合 に つ い て 図 2 （a ）で ▲ 印 と△ 印 で 示す ． こ の と き， 図 2 （a ）で
， トイ費が （i）， （ii）の 場

合で 共 に等 しい と きの 総費用 CIT を▲ 印で 示 し， （ii）の 場 合 が （i）の 場 合 よ りもよ り大 と

なる と きの 総費用 CITを△ 印で 示 す． また ， 図 2 （a ）で 点線で 示 した費 用 線 y ＝ CITL（L ），

ッ
＝ CITU （L ）は

， 総 費用 CIT を奥行 L の 関数 と考 え た と きの 総費用 CIT の 下 限 と上 限 を表

す． い ま，表 2 の 数値 を適用 し
， 間口 M が 7．2 （m ）， 植物体 の 損 失率 γが O．1の 場合 ，

こ の

と きの 奥行L （＞ 0）に 関す る 費用線 y ＝ CITL（L ），　 or
− CITU （L ）を以 下 に示 す．

　（1）費用 線 5，　
＝

　CITL（L ）に つ い て

（a ）棚幅 w ／2 の 棚 に並べ た トイの 費用 の 総額 （円 ／年）の 下 限 ．67
，
217．5

（b）棚幅 w の 棚に並べ た トイの 費用の 総額 （円 ！年）の 下 限 ：134
，
435 −134 ，435 ／L

（c）キ ャ ッ プ と ミ ラ
ーブ ロ ッ ク の 費用 の 和 の 総額 （円 ／年）：429 ，

607 ．5 ／L

（d）鉢 費の 増 分の 総額 （円 ！年）：736，
472，1042 − 589

，
177．6834 ／L

（e ）棚費 の 総額 （円 ／年）：179 ，
3352273 − 143

，
468 ．1818 ／L

（10）

　（10）式で （a ）
〜

（e ）の 各費用 の 総 額 （円 ／年）の 総和 を CITL（L ）（円 ／年）とお き，費用 線

y　
＝＝

　CITL　（L ）と して （11）式 に示す．

　　　　 　　　　 　　　　 　　　　　 　 437
，
473 ．3652

　　　 0r＝ CITL（L ）＝ 1
，
117

，
459 ．8328 −

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 L

　 い ま
， 奥行 L （＞ 0）と総費用 CITを 2 つ の 軸 とす る平面 で 点 （L ，　 CIT）が （11）式の 費用

線 y ＝ CITL （L ）上 に ある と きの 奥行 L は
， 図 2 （a ）よ り，

12」＋ i，」 ＝ 1，2，…，　i＝ 1
，
3，7 で

あ る ．

　（H ）費用線ッ
＝ CITU（L ）に つ い て

81

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assoolatlon 　of 　Management 　Aooountlng

管 理 会計 学 第 7巻 第 1号

（a ）棚幅 w ／2 の棚 に並べ た トイの 費用の 総額 （円／年）の上 限 ：67
，
217．5 ＋ 53，774伍

（b）棚幅 w の棚 に並べ た トイの 費用の総額 （円！年）の 上限 ：134
，
435 ＋ 645

，
288！L

（c）キ ャ ッ プ とミ ラーブ ロ ッ ク の 費用 の 和 の 総額 （円 ／年）：429
，
607 ．5 ／L

（d）鉢費の 増 分の 総額 （円 ノ年）： 736
，
472 ．1042　

一
　589

，
177．6834 　／　L

（e ）棚費 の 総額 （円 ／年）： 179
，
335 ．2273 − 143

，
468 ．1818 ／L

（12）

（12）式で （a ）
〜

（e ）の 各費用の 総額 （円 1年）の 総和 をClma（L）（円 ／年）とお き， 費用線 y ＝

σ1TU （L）と して （13）式 に示す ．

　　　　　　　　　　　　　　　　　 396
，
023 ．6348

　　y ＝ ＝ CITu（L ）＝ 1
，
117

，
459 。8328 十　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 L

（11）式の 費用S，R：y　＝ 　C ，TL （L）の 場合 と同様 に考えて
， 奥行 L と総費用 CIT を 2 つ の 軸 とす

る 平 面 で 点 （L ，
CIT） が （13）式 の 費 用線ッ

＝ CITU （L ）上 に あ る と きの 奥行 L は ，　 L 　 ＝ ＝

ew ＋ 1．2
，

」 ＝ 3
，
5

，
7

，

…
で あ る． こ こ で ，間口 M を定め た と きの 通路幅Hll と総棚面積SIT

お よび通路幅Hllと総費用 CITの 関係 を図 2 （b）に示す．

3．1．2　第 2 案の 場合

　A ． 総棚 面積 S2T に つ い て

　第 2 案に よ る 1棟あ た りの 棚 面積 をS2 （m2 ）， 総棚面積 を S2T（m2 ）とお く． こ の と き，

総棚面積 S2Tは棚面 積S2 と温 室の 棟数 （SD ／（ML ））の 積で 与える。

　以 下 で ，間口 M が与 えられ た と き， 総棚面積 S2T は奥行 L の 関数 と して （14）式 に定 め る．

　 S2T （L ＞＝ S2SD ノ（ML ）

　　　　 ； w42wBwSD ／（ML ）　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （14）

　（14）式で
， 幅が w の 棚の 設置数 Bw は

， 棚の 可動距離D と棚幅 w に対 し，
　 Bw ＝ 2｛L（L −

D ）／w 」 （整数値）で 与 える ． こ の と き ， 記号 L ， 」 は小 数点以 下 の 切 り捨て を表す ．

　 B ． 総 費用 C2T に つ い て

　 第 2 案 に よ る 3．の 各費 用 は ， 3．1。1 の 第 1案の 場 合 と同様 に して 求め る こ とが で きる ．

以 下 で ， 表 2 の 数値 を適用 し ， 定植 した植物体 の 損失率 γが O．1の 場合 に つ い て
， 間 口 M

が 与えられ た と き， 奥行 L と総棚 面積 S2T （m2 ）お よ び奥行 L と総費用 C2T （円 ノ年）の 関係

を図 2 （c ）に示 す．図 2 （c）は 間口 M が 7．2 （m ），
9．0 （m ）， 10．8 （m ）で奥行L が 27 （m ）（

一

定）の と き総棚面積 S2T（M2 ）と総費用 C2T（円 ！年）は 共 に最大 となる こ と を示す． こ こ で
，

第 2 案 に つ い て
， 間口 M が 7．2 （m ）で

， 表 1 の 参 考農家 の 場合 を参考に ， 奥行 L の 範 囲は

21 （m ）≦ L ≦ 30 （m ）と設定 した と きの 用地 面積 SD の 内訳 を表 3 に 示す ．表 3 は ， 奥行 L

が 27 （m ）の と き棚 の 可 動距 離が 最短で 総棚面積 S2Tは最大 とな る こ と を示す．
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　 ：
］，400F

総 1．．3 〔〕o

棚

面

積

曳
m21 ，200

11C〕0

，
F

風

，貝」
M．き。．s

140

総

　費

　 用

要

　禹
／

　窪

〔c：1 第2熟 二つ い て，

黙 鞴
：

紬 血
・
：、

　 トイ賀 ：：つしコ．〔，
　 NL」か M＝7．21ml ，
　

司」コが M・9．。 1：m ：lf ’itt室 1槻 俗昂A の ト i　’b／1　M

輿行Lと総閾面積S2T，総費用の C2Tの 関係

讃 繍賄 ）　　　　　　　　　　　’

図 2 温室サイズと総棚面積 ， 総費用の 関係 （用 地 ttl責s 。 ，1
，
578．15（m ・

），定植 し た植 物 体 の 損 失 率 γ ：o．1）

表 3　 第 1案 に よ る総棚 面 積SITと第 2案 に つ い て の 用地 面積SD の 内訳 （間口　 7．2（m ））

一
丁

）

卿

 

14709臼

9一

9
臼

Q
リ

第 1案の 場合

総 棚 面 積

SIT（m2 ）

1
，
138．5225

1
，
144，1588

1
，
148．5425

1
，
152，0495

第2案 の 場合 （用 地 面積SD （1，578．15m2 ）の 内訳）

通 路面 積

　 （m2 ）　　 …

棚の可動面積（m2 ＞

　　　 （棚の Il∫動距離（m ））

　 総棚面積 （棟数）

s2T（m2 ） （SD〃匠L （棟））

263．0250　　…　　　 187．8750　（3．0）　　　… 1
，
127

，
2500　（10．4375 ）

263 ，0246

263．0264

263，0268

131．5123 　（2，4）

87 ，
6755 　（1．8）

131．5134 　（3．0）

1
，
183．6125 　（　9．1328 ＞

1
，
227．4500　（　8．1181 ）

1
，
183．6125 　（　7．3063 ）

繍考 ；通路面積（m2 ）＝温室中央の 通路の 幅と側面と棚 との間隔の総和（12 （m ））
＊
奥行（m

L 塑 璽
積（m2 ）＝ 棚の 可動距細 （・ ）棚 長さ（3 （・ ））

＊

囃   （D ≧ 1・8
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　 さ らに
，
2 つ の 案 に つ い て

， 総棚 面積 と総費用 の 関係 を図 2 （d）に 示す ．図 2 （d）よ り，

第 1案 の 場 合 ， 間口 72 （m ）の 温 室 は総 棚面積 と総 費用 が 共 に 最大 で ， 第 2 案の 場合 ， 間

口 M を 10．0 （m ）≦ M ≦ 12．6 （m ）の 章E囲 で 拡大す る と き， 総棚 面積は よ り大で 総 費用 は よ

り減少す る ． こ の と きの 総費用の 減少に つ い て
，

以 下 の こ とが 考え られ る ．

　間口 を 10．0 （m ）か ら 12．6 （m ）に拡 大 した と き， （イ）棚上 の 1本 の トイ （こ の ときの トイ

の 長 さは 4．4 （m ／本 ）か ら 5．7 （m ／本）に な る）の 費用 は，（1）式 よ り，2
，
300 ／10 （円 ／年）

で
一

定 よ り， 1棟当た りの トイ費 （円 ／年）も
一

定．（ロ ）1棟当 た りの キ ャ ッ プ 費 （円 ／年）

と ミラ ー ブ ロ ッ ク費 （円 ／年 ）は
一

定 ， （ハ ）1棟 当た りの 棚 費 （円 ／年）と鉢費の 増分 （円 ／

年）は増加 し ，
1棟当 た りの 総費用 （円 ／年）は増大する ．（二 ）面積 SD の 用地に 設置する温

塞の 棟数 は減 少す る． こ の と き， 面積 が SD の 用地 に 間 口 が 10．0 （m ）か ら 12．6 （m ）の 範囲

で よ りサ イズ の 大 きい 温室 を設 置す る こ とに対 し ， 総費用 （円 ／年）は よ り減少 す る ，

3．2　2 つ の 異 な るサ イズの 温 室の 組合 せ と費用 の 下限

　第 1案に つ い て
， 間 口の 異 な る温 室 を組 み 合わ て 設置 した場 合の 総 費用 と こ の 総費用 の

下 限 値 を与 える奥行 L を求め ，3ユ の 結果 と比 較す る．

　 3．1 に お け る 検討結果 を考慮 し， こ こ で は ，費用 は トイ費 （
＝ （Clw ／2t　＋　Clwt）SD ／

（ML ））の み とす る ． こ の と き， 総費 用 C 、T （円 1年）を トイ費 （円 ／年）で 与 え ， 奥行 L に対

し総 費用 の 下限 を表 す費用 線 を， 3．1 と同 じ費用 線 y − CITL （L）で 表す ．検討 に あ た り ，

表 2 の 数値 を適用 し ， 間口 M は 72 （m ）と 9．0 （m ）の 2 つ の 場 合 と し
， 定植 した植物体 の

損失率 γは 0．1 の 場 合 とす る ．奥行 L は
， 表 1 を考慮 し， こ こ で は 20 （m ）≦ L ≦ 31 （m ）の

範囲の 値 とする ．用地面積 SD は，以 下 の （イ）， （ロ ）の 2 つ の 用 地 面積の 総和 （1，
458 （m2 ））

で 与 える．

　（イ）間口 M が 72 （m ）の 温 室に 割 り当て る用地 面積 を 648 （M2 ）とす る ．

　（ロ ）間口 M が 9．0 （m ）の 温室に割 り当て る用地面 積を810 （m2 ）とす る ．

　 こ の と き， 奥行 L に対 す る 総費用 CIT （円 ／年 ）と費 用線 or
＝ CITL （L ）を，3，1．1 お よ び図

2 （a ）と同 じ考えで
， 図 3 に示す． 図 3 よ り，総費用 CIT （円 ／年）の 下 限値 は奥行 L が 25

（m ），27 （m ），31 （m ）の と きに得 られ
，

こ れ らの 値 は
， 図 2 （a ）で 総費用 CIT の ド限値 を与

え る 奥行 L と同 じ値 を示す．
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ト

イ

費
（
万

円
／

年）

　 　 　 　 　 　 　 奥　行　L （m ）

　 　 　 　 　 　 　 　 図 3　 第 1 案 に つ い て，間 □ の 異 な る 2種類 の 温室 を組合せ て

　 　　　　 　　　　 　 設置 した と きの奥行 L と トイ費の 関係

　 　　　 嘲 地面積648 （m2 ）に 問 冂7．2Cm＞の 温室を設置し，用 地 面積810（m2 ＞に間U9．OCm ）の 温 室を設置，1
　 　　　 ●印 ， ○印 ：規格品F の トイの み 使用 した場合．定植 した植物体 の 損失率γ：0．1．
　　　　 1▲ 印，△ 印 ：規格品F とA の トイ を使用 し た場 合．　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

3．3　作 業能率 を考慮 した温 室 サイズ と棚 の 配置

　A ．温室 サ イズが 同 じ場合の 案 の 優劣

　2．1 の 2 つ の 案で 温室サ イズ が 同 じ場合 に
， 第 ∫案 （‘＝ 12 ）に よ る 総棚面積 SiT と総費用

CiTに つ い て
， 案の 優劣比 較 に よ り

， 第 i案が宥利 と な る条件 を平面 上 に図示す る ．

　 検討 に あた り，表 2 の 数値 を適 用 し，間 口 M （M ＝ 7．2 （m ），
…

， 12．6 （m ）） と棚 の 可

動 距離 1） （D ≧ 1．8 （ln ）） は ，共 に 決定 変数 とす る ． さ らに
， 奥 行 L の 範 囲 を以 下 に 設定

す る ．

　 い ま ， 2．1で 設 定 した 奥行 L の 範囲 （21 （m ）≦ L ＜ 42 （m ））で ， 仮 に奥行の 上 限 を 42 （m ）

とお き
， 奥行 を 21 （m ）か ら 42 （m ）に 延 ば した場 合 ， （3）式 よ り ， 総棚 面 積は 22．5450

（m2 ）増 加す るが
，

こ の と きの 総棚面積 の 増分 は約 2 ％ と僅 か で あ る ．他方 ， 奥行 を 21

（m ）か ら 42 （m ）に延 ばす こ とで 温室 内の 側面 に平行 な通 路 の 長 さは 2 倍に延 び ，資材 あ る

い は 出荷期に 出荷す る鉢花の 運搬等 に関す る作業 の 能率は よ り低下 す る こ とが 考 え られ

る ． さ ら に
， 幅が w の 棚 の 長 さ も約 2 倍長 くな り，施肥 ある い は 鉢花 の 雑 草の 除 去等 ， 日

常の 生 産管理の 面で 作業能率は よ り低下 する こ とが 考え られ る ．そ れ ゆ え
，

こ こ で は
， 図

1 の 参考農家の 場 合 を考慮 し ， 出 入 口 が妻 面の み で か つ 固定棚 ある い は 可 動棚 を設置 する

温室 の 奥行 L の 範 囲 は
，
3．1．2 と同 じ

，
21 （m ）≦ L ≦ 30 （m ）とす る ．

　表 3 よ り， 奥行 は ，第 1案 と第 2 案で お の お の 総棚面 積が 最大 とな る， 30 （m ）と 27 （m ）

を適用す る ．通 路 巾翫 111は 0．6 （m ），植物体の 損失率 γは 0．1 とす る．結果 は ， 奥行 L が 27

（m ），
30 （m ）の 場合 に つ い て

， 総棚面積 SiTと総費用 CiTに関 して お の お の 第 i案 ‘i＝ 1，2）
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が 有利 となる 条件 を， 図 4 の （a ）， （b）図で 間 口 M と棚 の 可動 距離 D を 2 つ の 軸 とする の

M − D 平面 上 の 領域 Ei （総棚面 積 の 場 合 は Ei　＝｛CM ，
　D ）ISiT＞ ShT

，
　 i≠ h

，
　 i

，
h ＝ 1

，
2｝，

総費用 の 場合 は Ei ＝
｛（M ， D ）lCiT＜ CllT，　 i≠ ん，

　 i
，
　k ＝ 1

，
2｝を表す）で 示す ．図 4 で ●印

と■ 印で 示 した 各点は ，奥行 L が 27 （m ），
30 （m ）に 対 し

， 共 に 2 つ の 案 に 関 して 総棚 面

積 ＆ T あ る い は総 費用 CiT （‘＝ 1
，
2）が 等 し い （優 劣が 存在 しな い ）優 劣 分岐点 を表す．

図 4 （a ）よ り， 奥行 L が 27 （m ），30 （m ）に対 し ， 棚 の 可動 距離 D が 3 （m ）以 下 （1．8 （m ）以

圭．） で 常 に 第 2 案は 第 1案 よ りも有 利 （総費用
．CiT（i＝ 1

，
2）に つ い て は

， 図 4 （b）よ り， 棚

の 可 動 距離 D が 3 （m ）以 下 （L8 （m ）以 上）で 第 2 案 は第 1案 よ りも不利 ）で あ る こ とが わ

か る ．

8 E1

棚
の 7 一
可
動 6
距

離

D5 E2
〔
m4

● ：奥行L＝30 （m ）の場

） 疇 ：奥行L＝27 （m ）の場

3 1

77 ．28 　 　 91011 　　 12
8．1 10，8　　　　 12、6

間　口 M （m ＞

（a ）総棚面積 に つ い て

10 E2

棚
の 9 一
可

動 8
距
離

7D
El

（
m6
）

● ：奥行Lヨ30 （m ）の場

■ ：奥行L＝27 （m ）の場

5 1

772891011 　　 12
8．1 10．8　　　　 12、6

間 口 M （m ）

（b 冫 総費用 に つ い て

棚
の 6
可

El

動

距
5

離

D4 E2

（ 第2案 に つ い て，
m3 ● ：奥行L＝30 （ml の場）

2 」
■ ：奥行L＝27 〔衂 の場

77 ．28910 　　11　　 12
8．1 10．8　 　 　 　 12．6

第2案に よ る 温室 の 間 口 M （m ）

（c ）総棚面積 に つ い て

棚
の 9 一

可 E2

動 8
距
離 7D

盆 6
E1　 第2案 に つ い て，
　 　 ● ：奥行L＝30 （m ）の）

5 口
■ ：奥行L＝27 〔m ）の

77 ，28910 　 11　 　 12
8．1 10．8　 　 　 　 12、6

第2案 に よる 温室 の 間 口 M （m ＞

（d）総費用 に つ い て

　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 図 4　 M −D平面

（a ），（b） は，2つ の 案で 温室サ イ ズが 同
一一・

の 場合．
（c ），（d〕 は，第1案に よ る 温室サ イズが一一

定 〔間
．
冂 ：7．2 （m ），奥行30 〔mD の 場合，

用地 面積SD ；1，578．15 〔M2 ；・．定植 した植物体の 損失率Y ：D，1．
間 口 M は，M ； 7．2 （m ．b，…，12．8 （m ）．●印，■印 ：優劣 分 岐 点．
トイ費 に つ い て ，
　 第1案の 場合，間口 がM 召72 （m ），…，12．6 〔m ）の 温室で規格 品 Fの トイの み使 用。
　 第2案の 場合，間LユがM ＝72 （m ），10．0 〔m ），…，12．6 〔m ） の 温 室は 規格品Fの トイ を使用．
　　　　　　　 間口 がM ＝8．1 （m 丿，9．0 （m ）の 温室 は 規格品A の トイ を使用 ．
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B ．総棚面 積が よ り大で か つ 作業の し易 い 温室

　 こ こで は ，図 2 （d）よ り，総棚 面積 が よ り大 で 作 業 の し易い 温室 の サ イズ に つ い て ，表

2 の 数値 を適用 し， 検 討す る ． こ の と き ， 図 2 と表 3 よ り， 第 1 案 に よ る 温室 サ イズ は 問

口 7．2 （m ）， 奥行 30 （m ）と し，第 2 案 に よ る温室サ イズ は
， 間 口 M が M ； 　7．2 （m ），

…
，

126 （m ）の 範囲の 値，奥行 L は 27 （m ）とす る ． また ，決定変数は 第 2 案に よる 間口 M と

棚 の 可動距離D とす る ．結果は
， 総棚面積 に つ い て

， 案 の 優劣 比較に よ り， 第i案 が総棚

面積 に 関 して 有利 とな る条件 を 図 4 （c）の M − D 平 面 上 の 領域 Ei （＝｛（M ，　 D ）1＆ T ＞ SkT，

i≠ k
，
i，　h ＝ 1，2｝）で 示 す． また

， 第 1案 と第 2 案 に よ る総棚 面積 SIT
，
　 S2Tが 等 し くなる

と きの 棚 の 叮動距離 D を優劣分岐点可動距 離 DB とす る．図 4 （c）よ り，総棚面積 に 関 して

第 2 案が 第 1 案 よ りも有利 となる の は
， 間 口 M に対 し棚の 可 動距離 D が優劣分岐点可動距

離 DB 以 下 の と きで あ る ．

　 こ こ で ，図 4 （c ）を用 い ，第 2 案 が 第 1案 よ り も有利 な 条件 の 下 で ，作業 の し易 い 温 室

を考 える．例えば，温室サ イズ が 間口 12 〔m ），奥行 30 （m ）の 場合，優劣分岐点可 動距 離

DB は 5．6667 （m ）とな る ． こ の とき ， 棚 の 可 動距 離1）は 条件 （D ≧ 1．8 （m ））を満 た しか つ

3，8667 （m ）長 く設定す る こ とが で きる ． こ の 長 さ を温 室 中央 に妻面 に平行な通路 （幅は

3．8667 （m ）以 下 ）の 設定に 充 て
， 妻面 に 平行 な通路 と側面 に 平行 な 中央通路 に よ り， 温

室内 を 4 つ の 区画 に分割す る． こ の とき
， 作業 にあ た り

， 棚 は各区 画毎に独 立 に動かす こ

とが で きる こ とか ら作 業能 率 も高 い と考 え ら れ る ． また
， 側 面 に平 行 な温室 の 中央 通路

（幅 は 0。8 （m ））は ，第 1案 に よる温室 の 側面 に平 行 な通路幅 （O．6 （m ））よ りも よ り広 い こ

とか ら ， よ り作業の し易い 温 室 と考 える ． こ の 考 えは ， 図 1 で No ．9 の 温 室の 棚 の 設置 と

通路 の 配置 の 仕 方 に似 た もの で あ る ． また ， 総 費用 CiT（i”＝1，2）に つ い て ， 第 2 案が 第 1

案 よ りも有利 と な る 条件を 図 4 （d）に示す ．

4 ． 　 ま　 と　 め

　本稿は
， 鉢花 と花苗 の 需 要が 十分 に あ る とい う状況 下 で ， 面積が

一
定 の 用 地 に温室 を設

置す る に あた り， 棚 と作業 の 省力化 に 関す る 総費用が よ り小で 棚面積 は よ り大 とす る 温 室

の サ イズ につ い て
，

数値 を適用 し検討 した ． は じめ に
，

温 室内 に 設置す る 棚 の 種類 に 関 し

て 2 つ の 案 を設定 し ， 間口が 与 えら れ た と き，各案別 に奥行 と総 棚面 積お よ び奥行 と総 費

用の 関係 をお の お の 検討 し，総棚面 積 を最大 にす る奥行 と総費用の 下 限値 を与える奥行 を

お の お の 導 き出 した ．次 に ， こ れ らの 結果 を も とに ，最 大の 総棚面積が 得 られ る 可 動棚 を

設置 した温室で ， 奥行 は 30 （m ）（固定）， 間 口 が 10．0 （m ）以 上 （12．6 （m ）以 下 ）の 温 室の
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場合，間 口 の よ り広 い 温 室は 総棚面積 もよ り大 で か つ 総費用 は よ り小 とな る が判 明 し ，
こ

れ らの 温 室 に 対 し ， 通 路 幅 をよ り拡 げ作業の し易 い 温室 を作 る こ と もで きる こ とを示 し

た．

　検討で 得 られ た結果 は
， 鉢花 生産 で 省力 化 をすす め 生産能力 を高め る と き， こ の と きの

費用 は よ り小 で 棚面 積 は よ り大 とな る 温室サ イズ の 検討 に有用 と考える．
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On  Determination  of  Optimum  Size of  Potted

FIower  Greenhouse  with  a  View  to Maximum

    Bench  Capacity  and  Cost-Effectiveness

Ybshihiro  Maruyama

                           Abstraet

  Aiming  at  labor saving  in watering  and  fertilizing work  by  the  introduc-

tion of  string  transfusion  (ST) system  in a  greenhouse  built on  the  farm-

land  with  fixed area  for potted  flower and  applying  manpower  surplus,  

'

brought  about  by  the above  labor saving,  to the increase in production,  we

studied  the size  of  greenhouse  and  the  way  of  instal}ing bench  to increase

production  quantity  more  with  less labor saving  and  bench installation

cost,  using  break-even  analysis.  First, the  relation  between  the  size  of

greenhouse  and  bench  capacity  or  the  relation  between  the  size  of  green-

house  and  cost  was  shown  in figures, separating  the case  with  fixed bench

from  the  case  with  rolling  bench. Then,  as  to the  greenhouse  with  rolling

bench, having optimum  depth, obtained  in this analysis,  and  frontage

more  than  10m  (less than  12.6m), it was  found  that if we  made  its frontage

wider,  bench capacity  became  larger and  cost  became lower. This paper
seems  to be  usefu1  for studying  the size  of  greenhouse  and  the installation

of  bench  for the  purpose  of  labor saving  in work  and  the  increase in pro-

duction quantity on  the farmland with  limited area.

                          Key  Words

Greenhouse,  String Transfusion  System,  Rolling Bench,  Bench  capacity,

Cost, Break-even  Analysis.
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